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第１節 水道

１．水道事業の概況

本市の水道事業は、大正 年に給水能力

㎥ 日で給水を開始して以来、水需

要の増加に対応するため、数次にわたる拡

張事業を行ってきた。平成 年には、宮城

県仙南・仙塩広域水道用水供給事業（以下、

県広域水道）からの受水関連施設の整備を

主体とした第５次拡張事業が完了し、その

後は安定した供給体制となっている。

平成 年度の一日最大配水量は

㎥，一日平均配水量は ㎥である。

主な浄水場は中原、国見、茂庭、福岡の

４カ所で、大倉・青下・釜房・七北田・宮

床の各ダムを水源としている。また、県広

域水道の南部山浄水場では、七ヶ宿ダムを

水源としている。

２．東日本大震災の被災状況

（１）断水と応急給水

東日本大震災では施設や管路網の被害、

長期の停電、県広域水道の送水管破損も重

なり、最大で約 万戸が断水、断水率は給

水戸数の約 に及んだ。配水ブロック総

数 のうちでは最大時 ブロックが断

水した。水道管や施設の破損被害のほか、

ポンプ場等での非常用自家発電機の燃料枯

渇、県広域水道の送水も停止し、発災から

３日目の３月 日が断水のピークとなっ

た。このような中、宮城県管工業協同組合

では本市との協定に基づき、震災直後から

復旧作業に取り掛かった。

発災後初期の段階では優先的に災害拠点

病院への給水や、市内 カ所の学校や公園

の地下に設置していた非常用飲料水貯水槽

のうち 基を立ち上げるなどして応急給

水対応を行った（２基は津波で被災）。発災

翌日から各地の応援隊による支援が始まり、

臨時給水の箇所数も増やすことができた。

応急給水は３月 日まで続けられ、臨時給

水箇所数のピークは３月 日の カ所で

あった。避難所となっている学校、地域の

集会所、公園などを給水車 台が回ったほ

か、丘陵地など高低差のある区域では巡回

給水による対応も行った。

復旧や給水については、社団法人日本水

道協会（現：公益社団法人日本水道協会）

および大都市水道局からの応援隊の全面協

力を受けて進められた。３月 日には停電

の大部分が解消、３月 日から県広域水道

が本市への送水を順次開始するなど、津波

被害や道路損壊、宅地災害などの地区を除

いて、３月 日には市内全域で復旧が完了

した。しかしながら、４月７日夜に震度６

強の最大余震が発生したことに伴い、８日

から 日まで最大時７カ所に対して応急

給水を行った。

（２）水道施設の被害状況

取水施設・導水施設・浄水場では、構内

の排水施設、法面などの土木施設で被害が

発生したものの、構造物に大きく影響する

被害はなかった。送水・配水施設の被害は、

大部分が機能に影響しない範囲であったが、

安養寺配水所、向陽台配水所は被害が大き

く、運用を停止した。水道施設系全体で

件ほど、約３億円の被害であった。

水道管路系の被害件数は、付属設備を含

めて 件あり、その内訳は給水管が

件、配水管が 件、空気弁などの付属設

備が 件である。主要な配水管（口径

以上の基幹管路）では、口径

の国見第二配水幹線をはじめ、６カ所にお

いて管接合部の破損が生じ、復旧に時間を

要した。管種別では一部の鋼管ではあるが、

腐食した箇所が破損し、耐震性を有すると

されてきたダクタイル鋳鉄管でも一部で継

手の離脱や亀裂等が発生した。被害額とし

ては約８億円となったが、全体的には災害

規模に比べて被害が少なく、長年にわたる

耐震化の取り組みが功を奏した。
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民生活が混乱した教訓から、地域住民が主

体的に給水所を開設できる地上型の災害時

給水栓を指定避難所となる市内 の小学

校に設置することとした。計画期間は平成

年度から５年間である。

給水栓は地下の配水管と直接つながって

おり、学校の防災倉庫に保管しているホー

スと蛇口を取り付けると給水ができるとい

う比較的簡単な方法で、住民による応急給

水活動が可能となる。これまで公助を前提

とした応急給水を、共助で行う取り組みに

広げるもので、地域の防災訓練等で実際に

体験してもらいながら、地域防災力の向上

に努めており、平成 年度末までに カ

所に設置を行った。

写真 災害時給水栓

（３）給水車用注水補給設備の開発

震災時には全国から給水車延べ 台、

従事者およそ 人にのぼる給水応援隊

が駆けつけて活動にあたった。しかし、応

援給水車と本市の設備との接続口が合わず、

不安定な体勢の作業となるなど安全面や効

率面から課題が残った。

水道が復旧した後、この課題の改善に向

けて検討をはじめ、全国のほとんどの給水

車に迅速な注水が可能な注水補給設備を仙

台市型モデルとしてメーカーと共同で開発

し、平成 年度中に茂庭浄水場に３基を設

置した。その後、中原浄水場、福岡浄水場

にも順次導入している。

写真 仙台市型給水車注水補給設備

（４）水道施設の長期停電対策

災害時の長期停電への備えとして、平成

年８月に、主要浄水場と重要施設につい

ては 時間、その他の施設については

時間の停電に対応可能な設備とするための

整備計画を定め、これに基づいて浄水場や

主要配水所・ポンプ場の非常用自家発電装

置の燃料タンク増設などの対策を進めてい

る。平成 年度までに燃料タンクの増設や

新設、非常用自家発電装置の更新により主

要浄水場と重要施設について７カ所の整備

が完了しており、平成 年度まで計画的に

整備を進めることとしている。また、小規

模施設用の燃料補給車の導入も平成 年

度に完了している。

燃料補給車の配備については、コスト面

と機動性の点で有効ととらえており、今後、

他都市での災害支援としても貢献が可能で

ある。

（５）耐震化

① 浄水施設の耐震化

水道事業の基幹施設である浄水場は、全

 
 

①水道管耐震化の効果

水道局では震災前から、宮城県沖地震の

発生に備えて、ダクタイル鋳鉄管の耐震継

手などの導入を積極的に進めてきた。震災

が発生した平成 年３月時点における水

道管路の耐震化率（※）は である（※

材質や継手の強度等により、一定の耐震性

を有すると評価できる水道管路の割合）。

今回の震災では一部の管路にも継手の離

脱や亀裂等が発生したが、ダクタイル鋳鉄

製の耐震管路と耐震補強を施した水管橋に

ついてはほぼ被害がなかった。また、東日

本大震災における本市の水道管被害の割合

は 件 となっており、過去の地震と

比較すると、地震規模の大きさの割には非

常に低い数値となっていることから、本市

では耐震化を図ってきた効果によるものと

評価している。

図表 過去の地震との被害率比較

災害（発生年・震度） 自治体 被害率

宮城県沖地震

（昭和 年・震度５）

仙台市 件

阪神淡路大震災

（平成７年・震度７）

神戸市 件

新潟県中越地震

（平成 年・震度７）

小千谷市 件

能登半島地震

（平成 年・震度６強）

旧門前町 件

新潟県中越沖地震

（平成 年・震度６強）

柏崎市 件

東日本大震災

（平成 年・震度６強）

仙台市 件

②宅地被害との関係

今回の被害の特徴として、土地の陥没や

亀裂などの宅地被害が多い地域に水道管被

害が多く見られた。市内全体の被害発生率

件 に対して、宅地被害エリアを含

むブロックは 件 から 件 の被

害となった。管路の被害が多かった地区は

南光台、旭ケ丘、鶴ケ谷、桜ケ丘、緑ケ丘、

折立、みやぎ台などの丘陵団地であり、い

ずれも宅地被害が多い地域である。

③ブロック配水システムの効果

水道局では震災前から、配水区域を一定

規模に分割し管理するブロック配水システ

ムを採用し、適正細分化を進めてきた。発

災後の復旧では配水ブロックごとに作業を

進めることができ、複数ブロックを同時に

復旧するなど、限られた復旧作業班を有効

に活用でき、被害の最小化と迅速な復旧が

図られた。

３．震災を踏まえた水道の「備え」

水道局では、大規模災害などの発生時に

迅速な応急給水や復旧活動が実施できるよ

う、水系の二系統化、災害時給水栓の整備、

長期停電対策、地域との連携など、ハード・

ソフト両面において災害対応力の強化に取

り組んでいる。

（１）水系の二系統化

今回の震災では、県広域水道からの受水

のみを水源としていた地区の中で、水系の

二系統化が行われていなかった区域で長期

の断水が続いた。震災前、県広域水道から

の単独配水区域であった八木山地区周辺の

対策として、茂庭浄水場からの送水を可能

とする茂庭太白非常用送水施設の整備を進

めていたところであったが、未完成の段階

での被災となった。震災後の平成 年度内

に整備が完了し、二系統化が図られている。

秋保・坪沼や錦ケ丘などの地区も県広域

水道単独配水区域であるため、秋保・坪沼

については平成 年度までに、錦ケ丘につ

いては平成 年度を目標に、二系統化を進

める計画としている。

（２）災害時給水栓

震災で市内のいたる場所で断水が生じ、

開設した給水所に長蛇の列ができるなど市
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に応じて作成しているものもあり、誰が何

をするかの役割を明記するなど、内容に具

体性を持たせている。

（９）連携の強化

水道局では、震災前から日本水道協会や

宮城県管工業協同組合等との災害応援協定

等のほか、政令指定都市や東京都による「

大都市水道局災害相互応援に関する覚書」

を結び、災害時の応急給水活動や復旧作業

に備えてきた。中でも大都市の枠組みとし

て東京都・札幌市とは合同防災訓練に関す

る覚書を締結し、相互応援の実効性を高め

るため、隔年で合同訓練を実施してきた。

平成 年 月には、比較的距離が近い

にもかかわらず広域的な災害でも同時被災

の可能性が低く、震災時も多大な支援を受

けた新潟市と個別に災害相互応援に関する

覚書を新たに締結し、合同訓練等を開始し

ている。併せて、日本水道協会東北地方支

部の合同訓練も行っており、平成 年７月

には本市で実施した。これら協定や覚書に

基づく訓練を通じて、災害時対応力や自治

体間の連携を強化し、応援と受援の体制の

充実に今後も取り組んでいく。

写真 日本水道協会東北地方支部合同訓練

４．総括

東日本大震災では、管路網の被害や長期

の停電等により、ピーク時には給水人口の

半数の約 万人が断水するなど大きな被

害が生じた。

水道局ではこの経験と教訓を踏まえ、「仙

台市水道事業中期経営計画（平成 年度～

年度）」において、「強くて安心な水道」

を目指すべき将来像の１つと定め、耐震化

の推進のほか、配水ブロックの適正細分化、

水系の二系統化や非常用自家発電機の燃料

タンク増設などのバックアップ機能強化、

地域との協働による応急給水体制の構築な

どに取り組んでいるところである。さらに、

災害時の相互応援協定を締結している大都

市と定期的な合同訓練を行い、他都市との

連携強化を図るなど、ハード・ソフト両面

による総合的な災害対応力の向上にも力を

入れている。

平成 年３月に開催された第３回国連

防災世界会議の関連事業として、宮城県管

工業協同組合と共催し、勾当台公園で応急

復旧のデモンストレーションや応急給水体

験を実施した。また同じく関連事業として

開催した水道減災シンポジウムでは、個人、

地域、管工事事業者、水道事業体というさ

まざまな立場から東日本大震災の経験を振

り返り、お互いの強み、弱みを理解し合い、

連携・協働して災害対策に取り組むことで、

災害に強い水道モデルが完成することを国

内外に発信した。

未曾有の大震災を経験した水道事業者と

して、より一層「災害に強い水道」を目指

して、行政の「公助」と地域の「自助」・「共

助」が相互に連携した災害対応力の強化を

一体的に推進し、生活に欠かせない「命の

水」を災害時も円滑に提供できるよう、さ

らに取り組みを進めていくこととしている。

 
 

体的に老朽化が進んでおり、浄水処理の安
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修を行うこととしている。

本市で最大規模の茂庭浄水場では、平成

年度に東日本大震災を踏まえた耐震診断
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平成 年度からは荒巻配水所の更新工

事および配水所・ポンプ場の耐震化工事に

着手している。

③ 管路の更新・耐震化

老朽化が進み、かつ耐震性に劣る配水管

を、耐震性・耐久性に優れた高機能型管に

順次更新し、漏水事故を未然に防ぐととも

に地震に強い管網形成を図ってきており、

平成 年度末の耐震化率は である。

加えて、災害拠点病院や救急告示医療機

関，透析医療機関などの重要施設に対し，

災害時においても配水経路を確保するため

に，これらの施設への管路を優先的に更新

し，耐震化を進めており、平成 年度末で

カ所のうち カ所が完了している。

（６）復旧材料の備蓄

大量の水を送水する基幹管路は大口径で

あり、一般的には市場に流通しておらず受

注生産であるため、修繕材料の調達には時

間を要する結果となる。水道局では震災以

前から、迅速な復旧活動に向けて、主に口

径 以上の大口径の基幹管路を修繕す

るための材料備蓄の充実に努めており、震

災後は他都市での備蓄状況も調査しデータ

ベース化を図っている。

（７）防災訓練・広報啓発
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写真 「ごくり きらり 仙台」

（８）危機管理マニュアル

通常業務から災害対応業務へスムーズに

移行できるよう、平成 年には大幅な見直

しを行い、実践的な内容に改定しており、

注意体制編、災害時対応編、応援受入編、
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員に配布している。内容については訓練等
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特化したマニュアルなど、業務ごとに必要
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部の合同訓練も行っており、平成 年７月

には本市で実施した。これら協定や覚書に

基づく訓練を通じて、災害時対応力や自治

体間の連携を強化し、応援と受援の体制の

充実に今後も取り組んでいく。
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の停電等により、ピーク時には給水人口の

半数の約 万人が断水するなど大きな被

害が生じた。

水道局ではこの経験と教訓を踏まえ、「仙
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水系の二系統化や非常用自家発電機の燃料

タンク増設などのバックアップ機能強化、

地域との協働による応急給水体制の構築な

どに取り組んでいるところである。さらに、

災害時の相互応援協定を締結している大都

市と定期的な合同訓練を行い、他都市との

連携強化を図るなど、ハード・ソフト両面

による総合的な災害対応力の向上にも力を

入れている。

平成 年３月に開催された第３回国連

防災世界会議の関連事業として、宮城県管

工業協同組合と共催し、勾当台公園で応急

復旧のデモンストレーションや応急給水体

験を実施した。また同じく関連事業として

開催した水道減災シンポジウムでは、個人、

地域、管工事事業者、水道事業体というさ

まざまな立場から東日本大震災の経験を振

り返り、お互いの強み、弱みを理解し合い、

連携・協働して災害対策に取り組むことで、

災害に強い水道モデルが完成することを国

内外に発信した。

未曾有の大震災を経験した水道事業者と

して、より一層「災害に強い水道」を目指

して、行政の「公助」と地域の「自助」・「共

助」が相互に連携した災害対応力の強化を

一体的に推進し、生活に欠かせない「命の

水」を災害時も円滑に提供できるよう、さ

らに取り組みを進めていくこととしている。
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（２）震災前の災害対策 
①耐震化等の対策 

本市では、発生が予想されていた宮城県

沖や長町－利府線断層帯を震源とする地震

を想定して対策に取り組んでいた。南蒲生

浄化センターにおいては、地震対策のため、

管理棟を平成 年 月に貞山堀の西側に

新築・移転していた。管きょは、緊急輸送

道路等の重要路線や避難所、病院等の重要

施設に接続する管きょを中心として、耐震

化を進め、ポンプ場においては、災害時に

備えて、非常用電源の更新を進めていた。

しかし、今回のような巨大津波に対する

対策は講じていなかった。

②マニュアル等の策定 
本市では、災害時に備えて下水道施設等

の復旧に関して自治体や関連団体等と協定

を締結していた。

平成 年度には「下水道災害対策マニュ

アル」を整備するとともに、南蒲生浄化セ

ンターおよび設備管理センター、下水道管

理センターにおいては、事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定にも取り組んでいた。

また、後述するアセットマネジメントの

取り組みにより、地図情報システムや管き

ょ台帳・施設台帳のデータベースを構築し

ていた。

２．東日本大震災の被害 
（１）被害と対応 
①管路施設の被害 

今回の地震により、管きょの破損やこれ

に伴う道路の陥没、液状化によるマンホー

ルの浮上等、市内の広い範囲で被害が発生

した。丘陵地の宅地においては、滑動崩落

による管きょの破損や水路の崩壊等が発生

した。

管路施設の被害調査は、「下水道事業にお

ける災害時支援に関するルール」に基づき、

政令指定都市 都市から約１カ月にわた

り延べ 人の応援を受け、主要幹線の

被災状況の緊急点検、マンホール調査、テ

レビカメラによる調査等を実施したが、そ

の後、被害の全容を把握するまでには９カ

月間を要した。最終的には全管路施設延長

約 のうち、約 が被災してい

ることが判明した。発災当初から、被害箇

所を特定する調査の中で、必要な復旧対応

にあたったことで、市街地での汚水の溢水

を回避した。主な被害は地震による破損や

たるみ等であった。

 
図表 管きょの被害状況

（平成 年 月末現在）

 
 
②処理施設・ポンプ場の被害 

処理施設やポンプ場等は地震または津波

により、公共下水道事業の施設で カ所、

農業集落排水事業の施設で カ所、浄化槽

で カ所に被害が生じた。沿岸部のポン

プ場では電気・機械設備水没による排水機

能の停止や農業集落排水施設での処理機能

の停止など多くの被害が生じた。

各ポンプ施設では非常用自家発電機の燃

料確保、仮設ポンプの設置、がれき撤去な

どにより、流下機能確保に努めた。

浄化センターのうち特に被害が甚大だっ

た南蒲生浄化センターでは、処理施設の多

くが津波により水没し、水処理系のほとん

どの機器類が損傷し使用不能になるなど、

機能が停止した。津波襲来時には、職員お

よび委託・工事業者等 名が業務に従事

していたが、全員が管理棟屋上に避難し、

発災翌日に自衛隊ヘリコプターで救助され

た。

管きょ延長 被災延長

公共下水道

農業集落排水事業

地域下水道

管きょ合計

 
 

第２節 下水道

１．本市の下水道事業 
（１）概要 

本市の下水道は、明治 年、東京、大阪

に次ぎ全国３番目の下水道工事着工以来、

年を越える歴史を有する。戦後、処理

場の整備や周辺市町の合併などによる数次

の処理区拡大を経て、現在、市内の約

（人口比）を公共下水道により処理するほ

か、地域特性や効率性の観点から農業集落

排水施設、地域下水道、合併処理浄化槽に

より下水処理を行っている。

公共下水道については、５つの単独処理

区と２つの流域関連からなり、市中心部を

含む本市の７割を超える汚水については、

南蒲生浄化センターで処理が行われている。

また、中心部での土地の高度利用化や周

辺部の市街地化に伴い、度重なる浸水被害

が発生するなど新たな都市水害対策が求め

られており、雨水幹線や雨水ポンプ場の整

備、合流式下水道の改善等に取り組んでい

る。

図表 本市の下水道事業

 

図表 公共下水道計画図（汚水）

公 共 下 水 道 人 ＝

農業集落排水施設 人 ＝

地 域 下 水 道 人 ＝

公 管 理 浄 化 槽 人 ＝

合併処理浄化槽 人 ＝

計（A+B+C+D+E） 人 ＝

行 政 人 口

平成28年4月1日現在

人（住民基本台帳（外国人を含む））

汚水処理施設ごとの普及率

行政人口に対する割合

汚水処理人口普及率

処理区域内人口
処理施設

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

名取川 

仙塩流域関連 

阿武隈川下流流域関連 

宮城処理区 

上谷刈処理区 

定義処理区 

秋保温泉処理区 

七北田川 

太
平
洋 

広瀬川 

南蒲生処理区 

●仙台駅 
●仙台市役所

南蒲生浄化センター

秋保温泉浄化センター

上谷刈浄化センター

広瀬川浄化センター

定義浄化センター
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沖や長町－利府線断層帯を震源とする地震

を想定して対策に取り組んでいた。南蒲生

浄化センターにおいては、地震対策のため、

管理棟を平成 年 月に貞山堀の西側に

新築・移転していた。管きょは、緊急輸送

道路等の重要路線や避難所、病院等の重要

施設に接続する管きょを中心として、耐震

化を進め、ポンプ場においては、災害時に

備えて、非常用電源の更新を進めていた。

しかし、今回のような巨大津波に対する

対策は講じていなかった。

②マニュアル等の策定 
本市では、災害時に備えて下水道施設等

の復旧に関して自治体や関連団体等と協定

を締結していた。
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ンターおよび設備管理センター、下水道管

理センターにおいては、事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定にも取り組んでいた。

また、後述するアセットマネジメントの

取り組みにより、地図情報システムや管き

ょ台帳・施設台帳のデータベースを構築し

ていた。

２．東日本大震災の被害 
（１）被害と対応 
①管路施設の被害 

今回の地震により、管きょの破損やこれ

に伴う道路の陥没、液状化によるマンホー

ルの浮上等、市内の広い範囲で被害が発生

した。丘陵地の宅地においては、滑動崩落

による管きょの破損や水路の崩壊等が発生

した。

管路施設の被害調査は、「下水道事業にお

ける災害時支援に関するルール」に基づき、

政令指定都市 都市から約１カ月にわた

り延べ 人の応援を受け、主要幹線の

被災状況の緊急点検、マンホール調査、テ

レビカメラによる調査等を実施したが、そ

の後、被害の全容を把握するまでには９カ

月間を要した。最終的には全管路施設延長

約 のうち、約 が被災してい

ることが判明した。発災当初から、被害箇

所を特定する調査の中で、必要な復旧対応

にあたったことで、市街地での汚水の溢水

を回避した。主な被害は地震による破損や

たるみ等であった。

 
図表 管きょの被害状況
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②処理施設・ポンプ場の被害 

処理施設やポンプ場等は地震または津波

により、公共下水道事業の施設で カ所、

農業集落排水事業の施設で カ所、浄化槽

で カ所に被害が生じた。沿岸部のポン

プ場では電気・機械設備水没による排水機

能の停止や農業集落排水施設での処理機能

の停止など多くの被害が生じた。

各ポンプ施設では非常用自家発電機の燃

料確保、仮設ポンプの設置、がれき撤去な

どにより、流下機能確保に努めた。

浄化センターのうち特に被害が甚大だっ

た南蒲生浄化センターでは、処理施設の多

くが津波により水没し、水処理系のほとん

どの機器類が損傷し使用不能になるなど、

機能が停止した。津波襲来時には、職員お

よび委託・工事業者等 名が業務に従事

していたが、全員が管理棟屋上に避難し、

発災翌日に自衛隊ヘリコプターで救助され

た。

管きょ延長 被災延長

公共下水道

農業集落排水事業

地域下水道

管きょ合計
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イ．暫定水処理（簡易処理） 
３月 日から固形塩素による消毒を開

始し、簡易放流を開始した。４月 日には

次亜塩素酸ナトリウムに切り替えて、上澄

み水を消毒して放流し、消毒の効果向上を

図った。

その後、４月 日から初沈汚泥の仮設脱

水機による処理を開始し、脱水汚泥を民間

処分場にて埋立処分し、一部は南蒲生浄化

センター敷地内の保安林を汚泥貯留施設と

して造成して貯留した。脱水汚泥の運搬で

は、脱臭対策を行うなどしながら対応した。

ウ．中級処理（接触酸化法）の実施 
発災直後から簡易処理を実施していたが、

機能上、処理水は （代表的な水質指標

で、微生物が有機物を分解するために必要

とする酸素量） ℓ前後が限界であった。

南蒲生浄化センター復旧方針検討委員会の

提言を受け、また、国の「下水道地震・津

波対策技術検討委員会」による段階的応急

復旧のあり方（平成 年６月）で提言され

ている放流水質 ℓを遵守すべく、

少しでも水質を改善させて放流するために、

接触酸化法（表面に微生物を付着させた接

触材を反応タンクに浸漬させ下水を処理す

る方法）を導入し中級処理を行うこととし

た。平成 年９月から接触酸化の整備を段

階的に進め、平成 年１月 日から処理

を開始した。これにより、上澄み水の透視

度が改善、接触ろ材への汚泥付着状況が良

好となることが確認された。

また、平成 年３月末には汚泥焼却炉を

運転開始した。

③南蒲生浄化センター復旧方針検討委員会 
南蒲生浄化センターの復旧にあたっては、

災害復旧では原形復旧が原則であるところ、

今回の地震による基礎杭の破断や津波の浸

水などの被害状況を踏まえると、将来同規

模の災害が起きた場合、原形復旧では同様

の被害が生じることが容易に想定された。

そこで、将来の災害にも耐え得る復旧方

針の策定に向け、有識者の意見を聴くとと

もに専門的事項について検討を行うことを

目的として、平成 年６月に「南蒲生浄化

センター復旧方針検討委員会」を設置した。

数回の議論を重ね、同年９月に開催した第

４回委員会において答申がなされた。委員

会からの答申となる「提言書」には、復旧

までの暫定処理期間に段階的な処理水質向

上に取り組むこと、自然流下の特徴を活か

す本復旧が望ましいこと、簡易処理機能の

確保や復旧期間、事業費等の観点から現有

地復旧が合理的であること、津波防災対策

や災害時の電力確保、環境負荷低減に取り

組むべきこと等が盛り込まれた。

④災害復旧における新たな試み 
南蒲生浄化センター復旧に係る国の災害

査定に臨むにあたり、検討委員会の提言を

踏まえると、被災前とは別のコンパクト化

施設で復旧することになるため、災害復旧

補助事業の基本である元に戻すという「原

形復旧」の原則を打破する必要があった。

そこで、現行制度においても新しい施設

による復旧が可能となるよう、経済性や工

期短縮はもちろんのこと、下水処理機能復

旧過程における水環境や市民生活サービス

への影響などさまざまな条件を比較整理し、

震災前の処理機能を持ちながらも津波対応

も可能な新施設として災害査定で認められ

た。

はからずも、本市で開催された第３回国

連防災世界会議において採択された「

」を先取りした事案となった。

図表 南蒲生浄化センターの復旧方法

の比較

項目 原形復旧案 機能復旧案

工期 約 カ月 約 カ月

概算事業費 約 億円 約 億円

維持管理費
（水処理電気料 年）

約 億円 約 億円

 
 

図表 処理施設等の被害状況

（平成 年 月末現在）

 
 

南蒲生浄化センターを除く４つの浄化セ

ンターでは、地震によって一部設備等の損

傷はあったものの、応急仮復旧により早期

に通常の処理機能を確保した。

また、東部沿岸地区に点在する農業集落

排水施設のクリーンセンターについては、

津波によるがれき侵入や設備水没等により

処理機能が停止に陥った。

③災害査定 
災害査定は、平成 年５月から平成

年 月まで 回にわたり受検し、結果、

査定率は となった。

下水道全体の被害額は約 億円であり、

そのうち南蒲生浄化センターは約 億円

（下水道被害総額の約 ）に上った。

（２）応急復旧の基本方針 
震災後の下水道事業の応急復旧にあたっ

ては、「市民のトイレ利用を継続させるこ

と」、「流下機能の確保により汚水の溢水を

防止し、衛生環境を保持すること」を基本

方針とし、それらを達成後に、「公共用水域

（河川や海等）の水質保全策を順次進める

こと」を基本方針として活動にあたった。

本市ではこれまで、下水道ネットワーク

の耐震化を計画的に進めてきたことで地震

の規模に比べて被災箇所が少なく、また、

市の中心部の標高約 と南蒲生浄化セン

ターの標高約３ との差を利用した自然流

下方式としていたことから、震災後も南蒲

生浄化センターまでの流下機能が保たれた。

さらに、主要ポンプ場の稼動を継続させた

ことでポンプ系の流下機能も保持すること

ができたことにより、市街地での溢水を防

ぐことができた。

（３）南蒲生浄化センター 
①センターでの汚水処理（被災前） 

センターに流入した汚水は、まず最初に

沈殿池で大きな汚れが取り除かれ、水に溶

けた細かい汚れだけが生物反応槽に送られ

る。ここで微生物により汚れが取り除かれ、

最終沈殿池に運ばれる。最終沈殿池では、

塊となった微生物が時間をかけて底へ沈み、

残った上澄み水が消毒され、海へ放流され

る。沈殿した汚泥は、施設内の汚泥焼却炉

にて焼却処理されていた。

写真 南蒲生浄化センター全景

 
 
②発災後の対応経過 
ア．放流ゲートの確保 

南蒲生浄化センターでは、「下水の溢水防

止」を第一に応急復旧を行った。策定中で

あった事業継続計画（ＢＣＰ）に基づき、

職員は放流機能を確保するため、災害時に

自動で開かれる緊急放流ゲートが閉まって

いる状態を確認し、旧放流渠の放流ゲート

を手動で開放して放流機能を確保した。そ

の後、十分な放流機能を確保するため、緊

急放流ゲートを平成 年３月 日に重機

で破壊撤去した。

地震 津波 計
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イ．暫定水処理（簡易処理） 
３月 日から固形塩素による消毒を開

始し、簡易放流を開始した。４月 日には

次亜塩素酸ナトリウムに切り替えて、上澄

み水を消毒して放流し、消毒の効果向上を

図った。

その後、４月 日から初沈汚泥の仮設脱

水機による処理を開始し、脱水汚泥を民間

処分場にて埋立処分し、一部は南蒲生浄化

センター敷地内の保安林を汚泥貯留施設と

して造成して貯留した。脱水汚泥の運搬で

は、脱臭対策を行うなどしながら対応した。

ウ．中級処理（接触酸化法）の実施 
発災直後から簡易処理を実施していたが、

機能上、処理水は （代表的な水質指標

で、微生物が有機物を分解するために必要

とする酸素量） ℓ前後が限界であった。

南蒲生浄化センター復旧方針検討委員会の

提言を受け、また、国の「下水道地震・津

波対策技術検討委員会」による段階的応急

復旧のあり方（平成 年６月）で提言され

ている放流水質 ℓを遵守すべく、

少しでも水質を改善させて放流するために、

接触酸化法（表面に微生物を付着させた接

触材を反応タンクに浸漬させ下水を処理す

る方法）を導入し中級処理を行うこととし

た。平成 年９月から接触酸化の整備を段

階的に進め、平成 年１月 日から処理

を開始した。これにより、上澄み水の透視

度が改善、接触ろ材への汚泥付着状況が良

好となることが確認された。

また、平成 年３月末には汚泥焼却炉を

運転開始した。

③南蒲生浄化センター復旧方針検討委員会 
南蒲生浄化センターの復旧にあたっては、

災害復旧では原形復旧が原則であるところ、

今回の地震による基礎杭の破断や津波の浸

水などの被害状況を踏まえると、将来同規

模の災害が起きた場合、原形復旧では同様

の被害が生じることが容易に想定された。

そこで、将来の災害にも耐え得る復旧方

針の策定に向け、有識者の意見を聴くとと

もに専門的事項について検討を行うことを

目的として、平成 年６月に「南蒲生浄化

センター復旧方針検討委員会」を設置した。

数回の議論を重ね、同年９月に開催した第

４回委員会において答申がなされた。委員

会からの答申となる「提言書」には、復旧

までの暫定処理期間に段階的な処理水質向

上に取り組むこと、自然流下の特徴を活か

す本復旧が望ましいこと、簡易処理機能の

確保や復旧期間、事業費等の観点から現有

地復旧が合理的であること、津波防災対策

や災害時の電力確保、環境負荷低減に取り

組むべきこと等が盛り込まれた。

④災害復旧における新たな試み 
南蒲生浄化センター復旧に係る国の災害

査定に臨むにあたり、検討委員会の提言を

踏まえると、被災前とは別のコンパクト化

施設で復旧することになるため、災害復旧

補助事業の基本である元に戻すという「原

形復旧」の原則を打破する必要があった。

そこで、現行制度においても新しい施設

による復旧が可能となるよう、経済性や工

期短縮はもちろんのこと、下水処理機能復

旧過程における水環境や市民生活サービス

への影響などさまざまな条件を比較整理し、

震災前の処理機能を持ちながらも津波対応

も可能な新施設として災害査定で認められ

た。

はからずも、本市で開催された第３回国

連防災世界会議において採択された「

」を先取りした事案となった。

図表 南蒲生浄化センターの復旧方法

の比較

項目 原形復旧案 機能復旧案

工期 約 カ月 約 カ月

概算事業費 約 億円 約 億円

維持管理費
（水処理電気料 年）

約 億円 約 億円
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図表 水処理施設 図表 復旧工事の工程

復旧工事は、下水道施設の建設における

地方公共団体の代行機関である地方共同法

人日本下水道事業団に設計から入札、契約、

施工管理までを委託し、図表 に示

す工程で進捗した。平成 年 月から水

処理施設の半系列で馴致運転を始め、平成

年４月に全系列において運転を開始する

こととした。

なお、放流水が計画処理水質（下水道法

事業計画で定めている ℓ以下）に

安定する平成 年年央には、暫定処理を停

止する。今後、暫定処理として使用した前

曝気槽や最初沈殿池等については、災害復

旧として撤去工事を行っていく。

図表 新水処理施設の配置図

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

既存施設
解体

新設施設
建設

　H24.9着工

　　　H25.12

躯体底版完成 躯体構築 躯体構築

主要機器製作 設備 据付

H27.11　一部供用開始

H28.4 　全系列運転開始予定

暫定処理施設

工事の区分

汚泥処理施設

機械・電気設備

土木
建築

新水処理
施設

本格稼働（ 頃まで継続）

■処理能力 ㎥ 日

■施設の立体化・コンパクト化

最初沈澱池・最終沈澱池を２階槽化

反応タンクの深槽式

（工事費の縮減，工期の短縮）

■災害対策

施設のかさ上げ（ ）

建屋に耐水扉を設置

緊急放流ルートの確保

■環境配慮

最新の省エネルギー機器の導入

太陽光発電，小水力発電設備の導入

（ 万 年の発電（一般家庭約 世帯

分）、太陽光発電による非常時の電源確保）

 
 

３．下水道の復旧・復興 
（１）下水道震災復興推進計画 

東日本大震災で被害のあった下水道施設

の早期復旧を図るとともに、本市の復興・

発展を支える下水道を構築するために、平

成 年３月に、平成 年度までの４年間

を計画期間とする「仙台市下水道震災復興

推進計画」を策定した。被災した施設の迅

速な復旧や防災機能の向上、エネルギー対

策などの環境面の配慮などを進めるため、

３つの基本方針と６つの主要施策を掲げて

おり、以降、本計画に基づき復旧に取り組

んできた。

図表 仙台市下水道震災復興

推進計画における復旧の基本方針

【基本方針】

１．被災施設の復旧

国の災害復旧制度を活用し、被災前の機能に戻す

原形復旧を基本としながら、被災状況に応じた工

期や経済性等の比較検討を行い、早期の復旧を目

指す。

２．災害に強い下水道

施設整備のハード面と災害時の対応等のソフト面

の両方で地震および津波対策を強化する。また、

大雨等に起因する浸水被害を軽減するため、効果

的・効率的な施設整備と運用の取り組みを強化す

る。

３．環境にやさしい下水道

汚水処理に必要な電力の消費量を抑制するため、

省エネルギー機器を導入するほか、南蒲生浄化セ

ンターに太陽光発電設備等を整備し、環境負荷の

低減に努める。 
 

（２）南蒲生浄化センターの復旧 
①暫定水処理 

南蒲生浄化センターにおいては、平成

年４月より、接触酸化法（表面に微生物を

付着させた接触材を反応タンクに浸漬させ

下水を処理する方法）による処理を本格稼

働させた。南蒲生浄化センター復旧方針検

討委員会の提言に基づき、暫定処理は既存

施設（被災した施設の前曝気槽と最初沈澱

池）を活用して行った。

放流水質は ℓ前後の状態で放流

していたが、放流先にノリの養殖場等があ

ることを考慮し、さらなる水質向上を図る

ため平成 年１月からは凝集剤の注入を

開始し、平均して ㎎ ℓ以下で放流す

ることができるようになった。

平成 年 月からは新水処理施設の半

系列が稼働開始したことで、さらに水質改

善が図られた。

図表 暫定水処理のエリア

 
 
図表 暫定水処理の水質の推移

 
 
②復旧工事 

検討委員会からの提言後、約１年の設計

期間を経て、平成 年９月に新水処理施設

の工事に着工した。工事にあたっては、既

存施設の撤去後に、新水処理施設の構築工

事を進めていくこととし、平成 年度末の

供用開始を目指して工事を進めた。

新しい施設は、施設のかさ上げや緊急放

流ルートの確保、省エネルギー機器や創エ

ネルギーの導入など、防災性や環境性を向

上させた未来志向型の施設として整備する

こととなった。

接触酸化法

沈殿槽

沈砂池

暫定処理エリア新設水処理エリア

期間 処理レベル 処理方法 ＢＯＤ

平成23年3月～ 簡易処理 固形塩素 100㎎/ℓ前後

平成23年4月～ 簡易処理 次亜塩素酸ナトリウム 100㎎/ℓ前後

平成24年4月～ 中級処理 接触酸化法 60㎎/ℓ前後

平成26年1月～ 中級処理 接触酸化法＋凝集剤 50㎎/ℓ前後

平成27年11月～ 高級処理 活性汚泥法 15mg/ℓ以下

※H27.11～新水処理施設半系列運転開始
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図表 水処理施設 図表 復旧工事の工程

復旧工事は、下水道施設の建設における

地方公共団体の代行機関である地方共同法

人日本下水道事業団に設計から入札、契約、

施工管理までを委託し、図表 に示

す工程で進捗した。平成 年 月から水

処理施設の半系列で馴致運転を始め、平成

年４月に全系列において運転を開始する

こととした。

なお、放流水が計画処理水質（下水道法

事業計画で定めている ℓ以下）に

安定する平成 年年央には、暫定処理を停

止する。今後、暫定処理として使用した前

曝気槽や最初沈殿池等については、災害復

旧として撤去工事を行っていく。

図表 新水処理施設の配置図

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

既存施設
解体

新設施設
建設

　H24.9着工

　　　H25.12

躯体底版完成 躯体構築 躯体構築

主要機器製作 設備 据付

H27.11　一部供用開始

H28.4 　全系列運転開始予定

暫定処理施設

工事の区分

汚泥処理施設

機械・電気設備

土木
建築

新水処理
施設

本格稼働（ 頃まで継続）

■処理能力 ㎥ 日

■施設の立体化・コンパクト化

最初沈澱池・最終沈澱池を２階槽化

反応タンクの深槽式

（工事費の縮減，工期の短縮）

■災害対策

施設のかさ上げ（ ）

建屋に耐水扉を設置

緊急放流ルートの確保

■環境配慮

最新の省エネルギー機器の導入

太陽光発電，小水力発電設備の導入

（ 万 年の発電（一般家庭約 世帯

分）、太陽光発電による非常時の電源確保）
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手した。この浸水対策事業は、平成 年度

完了を目指しており、総事業費は約 億

円、財源のうち復興交付金は約 億円と

見込んでいる。

図表 復興交付金を活用した

浸水対策

（５）広報 
発災当初、浄化センターや下水道施設の

被害や復旧状況の情報提供と併せて、節水

の工夫等について呼びかけを行ったが、下

水道の使用制限は行わず、市民にとっては

下水道を震災前と変わらずに使用すること

ができた。その後、南蒲生浄化センターの

本復旧までは暫定処理での対応となってい

たことから、ごみや油類などを下水に流さ

ない工夫や、石鹸や洗剤の使用量を減らす

こと、衛生面に配慮した上でトイレットペ

ーパーを可燃ごみとして捨てることなど、

引き続きホームページなどで水質改善のた

めの協力を呼びかけた。

また、浸水対策として、大雨時に想定さ

れる浸水の程度を示すハザードマップや、

過去に浸水した地域を示す浸水履歴マップ

を作成し、大雨時に備えた土のうの準備や、

雨水ます・側溝等の清掃など、被害軽減の

取り組みを市民に呼びかけている。

４．本市下水道事業の先進的取り組み 
（１）創エネルギー 
①藻類バイオマス 
藻類バイオマスプロジェクトは、南蒲生

浄化センターにおいて、下水を活用してオ

イル生産能力を有する藻類を培養すること

で、新たなエネルギーを生み出すモデルの

構築を目指して、筑波大学・東北大学と連

携し、研究開発を進めてきたものである（本

章５節参照）。

②下水道管からの熱利用 
本市は積水化学工業株式会社と共同で、

下水道管から取り出した熱エネルギーを有

効利用する実証研究を平成 年５月から

開始した。下水道管からの熱利用は国内初

の取り組みである。老朽化した下水道管の

内側に補強部材を巻き付け、耐震性や耐久

性を高める更生工事を行う際に、補強部材

と同時に熱媒体を循環させる熱回収管を巻

き付け、熱回収機能を付加するという、独

自の技術を採用した。若林区若林の商業集

積地内に研究設備を配置し、スーパーマー

ケットで下水道管から取り出した熱を給湯

に利用するもので、同年 月から稼働した。

平成 年３月まで、エネルギー効率やコス

トの検証、料金も含めた事業スキームの検

討などに取り組んだ。

（２）アセットマネジメント 
アセットマネジメントとは、組織の持つ

資産（施設）から最大の効果を得るために

建設や維持管理などの業務を調整し、計画

的に実施することをいう。そのために下水

道管の詰まりや故障など下水道におけるサ

ービスの状態を把握し、潜在的なリスクを

評価した上で、目指すべき目標や事業の優

先順位を定めるための仕組みを構築し、運

用し、改善し続けることが求められる。

本市下水道事業においては、震災前より

アセットマネジメントの仕組みの構築に取

り組んでいたが、震災時には、支援都市に

 
 

図表 新水処理施設の断面図

（３）耐震化 
今回の震災で、管きょは広範囲にわたっ

て被害が発生したが、重要施設（緊急輸送

道路等の重要路線、避難所、病院等）に接

続する管きょを中心に、更生工法などによ

り耐震化が完了していた管きょでは被害が

ないなど、これまで進めてきた耐震化が被

害の低減に効果を発揮した。これを教訓に、

引き続き下水道施設の耐震化を確実に進め

ていく。

図表 更生工法による管きょの

耐震化

また、南蒲生浄化センターへ汚水を運ぶ

本市下水道の最重要幹線である第１および

第２南蒲生幹線は、今回の震災では大きな

被害は確認されていないが、管内が常に満

水で流れているため耐震性能や老朽度の調

査が未実施であることから、この２つの幹

線を補完する第３南蒲生幹線の整備を進め、

整備後、第１、第２南蒲生幹線の管内調査

を行うこととしている。総延長約 の第

３南蒲生幹線は平成 年度に着工し、平成

年度の完成を目指し工事を進めている。

平成 年度末には第１期工事である約６

が工事完了する予定。その後、第２期工

事の約４ と随時、切り替え工事を行って

いく。

浄化センターやポンプ場については、引

き続き、旧建築基準法以前に設計された施

設について、耐震化を図っていく。

（４）浸水対策 
本市では昭和 年８月の台風 号によ

る集中豪雨で甚大な被害を受けたことを契

機に、浸水対策の計画を見直し、浸水リス

クが高い地区から重点的に施設整備を進め

てきた。

東日本大震災により、本市の広い範囲で

地盤変動が生じ、震災前から浸水被害が頻

発していた東部の低平地区においては、地

盤沈下により雨水排水機能が震災前に比べ

て大きく低下することとなった。このうち、

流通関連の集積地である原町東部地区や津

波による直接被害を受けた蒲生・白鳥地区

は、震災前にも大雨による浸水被害が発生

しており、浸水被害の拡大が懸念された。

また、東部沿岸地域の被災者の移転先とな

る荒井地区などの新市街地の雨水排水を担

う霞目地区も地盤沈下しており、浸水被害

発生の可能性が高くなった。

そこで、これら３地区について、雨水幹

線やポンプ場の整備を行う浸水対策事業を、

復興交付金や社会資本整備総合交付金等を

活用して実施することとし、平成 年度か

ら実施設計に、 年度下半期から工事に着

放流先

ポンプ

津波高さ ▽

生物反応槽
深槽

津波高さ ▽

放流渠

最初沈殿池

階槽

最終沈殿池

階槽

覆蓋

緊急時放流ルート
※電源喪失時でも自然流下での放流が可能
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手した。この浸水対策事業は、平成 年度

完了を目指しており、総事業費は約 億

円、財源のうち復興交付金は約 億円と

見込んでいる。

図表 復興交付金を活用した

浸水対策

（５）広報 
発災当初、浄化センターや下水道施設の

被害や復旧状況の情報提供と併せて、節水

の工夫等について呼びかけを行ったが、下

水道の使用制限は行わず、市民にとっては

下水道を震災前と変わらずに使用すること

ができた。その後、南蒲生浄化センターの

本復旧までは暫定処理での対応となってい

たことから、ごみや油類などを下水に流さ

ない工夫や、石鹸や洗剤の使用量を減らす

こと、衛生面に配慮した上でトイレットペ

ーパーを可燃ごみとして捨てることなど、

引き続きホームページなどで水質改善のた

めの協力を呼びかけた。

また、浸水対策として、大雨時に想定さ

れる浸水の程度を示すハザードマップや、

過去に浸水した地域を示す浸水履歴マップ

を作成し、大雨時に備えた土のうの準備や、

雨水ます・側溝等の清掃など、被害軽減の

取り組みを市民に呼びかけている。

４．本市下水道事業の先進的取り組み 
（１）創エネルギー 
①藻類バイオマス 

藻類バイオマスプロジェクトは、南蒲生

浄化センターにおいて、下水を活用してオ

イル生産能力を有する藻類を培養すること

で、新たなエネルギーを生み出すモデルの

構築を目指して、筑波大学・東北大学と連

携し、研究開発を進めてきたものである（本

章５節参照）。

②下水道管からの熱利用 
本市は積水化学工業株式会社と共同で、

下水道管から取り出した熱エネルギーを有

効利用する実証研究を平成 年５月から

開始した。下水道管からの熱利用は国内初

の取り組みである。老朽化した下水道管の

内側に補強部材を巻き付け、耐震性や耐久

性を高める更生工事を行う際に、補強部材

と同時に熱媒体を循環させる熱回収管を巻

き付け、熱回収機能を付加するという、独

自の技術を採用した。若林区若林の商業集

積地内に研究設備を配置し、スーパーマー

ケットで下水道管から取り出した熱を給湯

に利用するもので、同年 月から稼働した。

平成 年３月まで、エネルギー効率やコス

トの検証、料金も含めた事業スキームの検

討などに取り組んだ。

（２）アセットマネジメント 
アセットマネジメントとは、組織の持つ

資産（施設）から最大の効果を得るために

建設や維持管理などの業務を調整し、計画

的に実施することをいう。そのために下水

道管の詰まりや故障など下水道におけるサ

ービスの状態を把握し、潜在的なリスクを

評価した上で、目指すべき目標や事業の優

先順位を定めるための仕組みを構築し、運

用し、改善し続けることが求められる。

本市下水道事業においては、震災前より

アセットマネジメントの仕組みの構築に取

り組んでいたが、震災時には、支援都市に
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が、自然災害により壊滅的被害を受けた例

は世界的にも稀であり、また、その復旧に

ついても国内外から注目されてきた。

南蒲生浄化センターには、国内では安倍

首相や各大臣等政府関係者、国外からは潘

国連事務総長等が視察に訪れるなど、視察

者は平成 年度末で１万人を超えている。

南蒲生浄化センターの津波襲来時の状況

や復旧方針策定から復旧工事までの過程等

を収めたＤＶＤの視聴や波力で湾曲した第

３ポンプ室の現地案内などにより、未曾有

の経験を今後の教訓とすべく視察者に伝え

ている。

５．総括 
今回の震災では、発災直後から適切に判

断、行動したことにより、市街地に汚水が

溢れることを回避できた。その背景には、

平成 年度に策定した仙台市地震被害想

定に基づき、施設の耐震化や非常用自家発

電機の配備等の防災対策を着実に進めてき

たことに加え、自然流下で市街地の汚水排

除が可能であったこと、従来から災害対応

マニュアルを整備し、事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）やアセットマネジメントの策定にも取

り組むなど、災害発生後の対応にも準備を

行っていたことがあった。

一方で、津波による被害、特に沿岸部に

位置していた南蒲生浄化センターが冠水し

その機能が全面的に停止することは全く想

定しておらず、その被害の大きさ、被害に

よる影響は、センターの職員等を極めて困

難な状況に陥れた。

南蒲生浄化センターのような大規模な下

水処理場が津波により壊滅的な被害を受け

たことは、全国的にも前例がないことであ

り、復旧方法についても検討委員会などで

さまざまな検討がなされた。結果として、

災害復旧においては原形復旧が原則のとこ

ろ、機能復旧が認められた。さらに復旧に

あたっては、太陽光発電や小水力発電も導

入し、省エネに寄与するとともに、災害時

の電源確保にも対応するなど、本市の復旧

復興事業の中でも、第３回国連防災世界会

議で採択された「より良い復興」（

。災害発生以前と同じ状態に戻

すのではなく、次の災害発生に備えてより

良い状態にする）の好例として、さまざま

な機会で発信してきた。

発災から５年が経過し、南蒲生浄化セン

ターをはじめとする被災下水道施設の早期

復旧、東部地盤沈下地区における浸水対策

の復興事業等に取り組んできたが、平成

年度からの南蒲生浄化センター全系列運転

開始など、計画どおりに進めていくことと

している。

今後は、震災で顕在化した課題を検証し、

次の災害に備えるとともに、経験で得られ

た知見を広く伝えていく必要がある。

 
 

よる管路の被害調査にあたりアセットマネ

ジメントの経験を生かして情報収集の手順

を構築するとともに、これまで蓄積してき

た管路の情報と整備した地図情報システム

を活用して、調査の内容を迅速に取りまと

め、災害査定に活用するなど、復旧に向け

た取り組みを円滑に進めることができた。

また震災後も取り組みを進め、管きょの

材質、設置年、劣化の度合い等詳細な情報

を集積してリスク評価を行った結果、管き

ょや設備の使用できる年数を延ばせること

が明らかになったため、将来の更新回数を

減らし経費を抑制するといった成果を上げ

ている。また老朽化だけでなく浸水や地震

のリスクも評価することで、防災に必要な

事業も加えて優先順位を付け、着実に実施

することが可能になった。それらの取り組

みの結果、平成 年度には、日本で初めて

アセットマネジメントシステムの国際規格

である の認証を取得した。

（３）下水道事業継続計画（ＢＣＰ） 
本市下水道事業では、平成 年度に下水

道災害対策マニュアルを定め、平成 年度

からは事業継続計画（ＢＣＰ）の策定にも

取り組んでいたことから、東日本大震災で

は、速やかに初動体制に移行することがで

きた。

震災後は、今回の経験を踏まえつつ、被

害想定や対応策の見直しを盛り込んだ事業

継続計画の策定に取り組むこととし、平成

年３月には地震・津波編を、平成 年

３月には大雨編を策定している。

ＢＣＰにおいては、災害発生からの経過

時間に応じた優先実施業務とその具体的な

内容を明記し、指揮監督者不在時でも初期

対応に当たれるようにしている。また、被

害調査への充当人数を見込み、部署間連携

が円滑に進むようにするなど、災害発生時

に職員や各部署が取るべき対応と行動をあ

らかじめ定めている。併せて、民間事業者

との合同訓練を定期化するなど、震災の経

験と教訓を踏まえ、災害対応力の維持・向

上を図ることとした。

（４）取り組みの発信 
①国連防災世界会議・下水道防災シンポジウム 

平成 年３月の第３回国連防災世界会

議のパブリック・フォーラムとして、本市

は国土交通省、日本下水道協会、県との共

催で「 下水道防災シンポジウム 仙

台」を３月 、 日の２日間の日程で開催

した。両日とも国内外の下水道関係者約

人が参加のもと、壊滅的な被害からの復旧

が進む南蒲生浄化センターを視察するとと

もに、下水道事業における今後の防災・減

災のあり方を議論した。シンポジウムには

ニュージーランド、ペルー、トルコの代表

も参加し、事例発表やパネルディスカッシ

ョン等を行い、その成果を「仙台下水道防

災宣言」として取りまとめ、発信した。

図表 仙台下水道防災宣言の５項目

１ 災害に対するハード対策の重要性

２ 災害に対するソフト対策の重要性

３ 短期～中期における施設復旧の重要性

４ 長期における施設復旧の重要性，下水道のあり方

５ 情報共有・国際協力の重要性

②海外への技術支援 
国土交通省や国際協力機構（ＪＩＣＡ）

の協力を得て、自然災害の発生リスクの高

い国に対し、本市の経験や知見を伝えてい

る。

平成 年度にはトルコ、平成 年度に

はペルーで講演を行ったほか、平成 年度

からは、トルコ、中南米諸国に対して、防

災・減災対策やアセットマネジメントに関

する研修等を予定している。今後も、海外

の防災力向上のため、技術協力事業を継続

して実施していく。

③視察対応など 
南蒲生浄化センターの規模の下水道施設
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が、自然災害により壊滅的被害を受けた例

は世界的にも稀であり、また、その復旧に

ついても国内外から注目されてきた。

南蒲生浄化センターには、国内では安倍

首相や各大臣等政府関係者、国外からは潘

国連事務総長等が視察に訪れるなど、視察

者は平成 年度末で１万人を超えている。

南蒲生浄化センターの津波襲来時の状況

や復旧方針策定から復旧工事までの過程等

を収めたＤＶＤの視聴や波力で湾曲した第

３ポンプ室の現地案内などにより、未曾有

の経験を今後の教訓とすべく視察者に伝え

ている。

５．総括 
今回の震災では、発災直後から適切に判

断、行動したことにより、市街地に汚水が

溢れることを回避できた。その背景には、

平成 年度に策定した仙台市地震被害想

定に基づき、施設の耐震化や非常用自家発

電機の配備等の防災対策を着実に進めてき

たことに加え、自然流下で市街地の汚水排

除が可能であったこと、従来から災害対応

マニュアルを整備し、事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）やアセットマネジメントの策定にも取

り組むなど、災害発生後の対応にも準備を

行っていたことがあった。

一方で、津波による被害、特に沿岸部に

位置していた南蒲生浄化センターが冠水し

その機能が全面的に停止することは全く想

定しておらず、その被害の大きさ、被害に

よる影響は、センターの職員等を極めて困

難な状況に陥れた。

南蒲生浄化センターのような大規模な下

水処理場が津波により壊滅的な被害を受け

たことは、全国的にも前例がないことであ

り、復旧方法についても検討委員会などで

さまざまな検討がなされた。結果として、

災害復旧においては原形復旧が原則のとこ

ろ、機能復旧が認められた。さらに復旧に

あたっては、太陽光発電や小水力発電も導

入し、省エネに寄与するとともに、災害時

の電源確保にも対応するなど、本市の復旧

復興事業の中でも、第３回国連防災世界会

議で採択された「より良い復興」（

。災害発生以前と同じ状態に戻

すのではなく、次の災害発生に備えてより

良い状態にする）の好例として、さまざま

な機会で発信してきた。

発災から５年が経過し、南蒲生浄化セン

ターをはじめとする被災下水道施設の早期

復旧、東部地盤沈下地区における浸水対策

の復興事業等に取り組んできたが、平成

年度からの南蒲生浄化センター全系列運転

開始など、計画どおりに進めていくことと

している。

今後は、震災で顕在化した課題を検証し、

次の災害に備えるとともに、経験で得られ

た知見を広く伝えていく必要がある。
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また、需要家情報等を扱うホストコンピ

ュータおよびサーバを免震構造とし、重要

なデータはバックアップした上で、遠隔地

で保管するなどの対策を講じていた。

⑤災害時の体制

ガス局では、災害時の体制を定める「仙

台市ガス局災害対策要綱」に基づき、震度

４以上の地震が発生した場合は、配備指令

の有無にかかわらず、あらかじめ指定を受

けた職員が自動出動し、主要ガス施設の点

検を行い、被害状況に応じた配備をとるこ

ととしている。

さらに、本市のみの単独復旧が困難と判

断された場合は、「地震・洪水等非常事態に

おける救援措置要綱」（一般社団法人日本ガ

ス協会（ＪＧＡ））に基づき、ＪＧＡを通じ

て他のガス事業者へ応援要請を行うほか、

仙台ガス工事協同組合を通じ、仙台市ガス

工事人（ガス局が承認したガス工事の施工

者）へ応援を要請することとしている。

２．東日本大震災の被害状況

ガス局では、都市ガスを製造する港工場

が津波により冠水し、ガス供給を全面停止

した。港工場の事務所コントロール棟では

１階天井を超える高さの津波で工場内の設

備や建物等が大きな被害を受けた。

供給区域内に８基あるガスホルダー本体

に異常はなかったが、基礎部や支柱の一部

への損傷があった。中圧導管は地震による

被害はなかったが、低圧導管では、ポリエ

チレン管では被害は発生せず、鋼管や鋳鉄

管の継手部からの漏えい等で カ所への

被害があった。

図表 ガス局の主な被害状況

 

３．ガスの復旧活動

（１）供給再開への取り組み

①復旧体制

３月 日の地震発生後、３ブロックのガ

ス供給を緊急停止し、その後、津波で港工

場が冠水したためガス製造を停止し、全面

供給停止となった。ガス局では、「仙台市ガ

ス局災害対策要綱」に基づき、直ちに、最

も激甚な災害に対応する非常配備体制を敷

■ガス発生設備を含めほぼ全ての設備が

　冠水し、電動機類や操作盤が使用不

　能。

■ＯＲＶ用の海水取水路には土砂が堆積

　し、取水不能。

■ＬＮＧの出荷を制御する装置と建屋が

　流失。

■出荷用ＬＮＧ配管が支持基礎ごと流さ

　れて破損。

■屋外装置である特別高圧受電変圧器や

　遮断器が冠水により使用不能。

■変電室は扉が破損、冠水により変電用

　機器のすべてが使用不能。

■ＬＮＧ船入船時の監視棟であるバース

　センターは１階部分が外壁ごと損壊、

　バース監視設備が冠水で使用不能。

■護岸は数箇所で法面が決壊、路盤下部

　の土砂が流出し崩落。

■護岸側道路において地盤沈下による段

　差や陥没が発生。

■ガスホルダー本体に異常はなかった

　が、幸町供給所１号、２号および

　多賀城供給所２号において基礎等に

　被害。

■多賀城供給所等４カ所のガバナは津波

　により冠水したが、大きな損傷はな

　し。

■中圧導管は、耐震性の高い溶接接合に

　よる鋼管を採用しているため地震によ

　る被害はなし。

■低圧導管は本支管全体で167カ所が被

　害。本管被害はポリエチレン管や鋼管

　では被害なし。鋳鉄管の抜け出し防止

　機能がない継手部からの漏えいが27カ

　所あり。支管被害はポリエチレン管や

　鋳鉄管では発生せず、鋼管のねじ接合

　による継手部からの漏えいが112カ所、

　機械的接合による継手部からの漏えい

　が28カ所あり。漏えいのほとんどがね

　じ接合部の折損、亀裂による。

■簡易ガスは、仙台市荒浜団地の供給施

　設である３つの特定製造所が津波によ

　り使用不能。
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第３節 ガス

１．本市のガス事業

（１）概要

ガス局では本市を中心に公営ガス事業を

営んでおり、３市３町１村の需要家

戸（平成 年度末現在）に都市ガスを供給

している。仙台港にある港工場で製造され

た都市ガスは、ガス管を通じて、港工場、

多賀城供給所、幸町供給所、泉供給所、茂

庭供給所の５カ所のガスホルダーに送出さ

れ、そこから大規模工場・ビルや病院等に

は中圧ガスを、家庭や商業施設等にはガバ

ナと呼ばれる減圧装置で調整した低圧ガス

を供給している。

その他に、都市ガスの供給区域外の８地

点（東日本大震災時は 地点）に簡易なガ

ス発生設備を設置して、ガス管でＬＰガス

を供給する「簡易ガス事業」を、 戸

（平成 年度末現在）の需要家に対して展

開している。

図表 ガス局供給区域図

 

（２）震災前の災害対策

①ガス管耐震化

昭和 年の宮城県沖地震など過去の地

震を教訓とし、地中に埋設しているガス管

を計画的に地震に強いものに取り替えてき

た。中圧導管には、強度が高く地震に強い

溶接鋼管を採り入れ、低圧導管には可とう

性（柔軟性があり、折り曲げてもひび割れ

が生じない性質）に富み、耐震性・耐腐食

性に優れたポリエチレン管を採用していた。

②原料調達ルートの複数化

都市ガス原料の調達は、当初、マレーシ

アからの液化天然ガス（ＬＮＧ）を海上輸

送するルートのみであったが、海上からの

受け入れが困難になった場合等を想定し、

平成 年より新潟～仙台間のパイプライ

ン（約 ㎞）から天然ガス（ＮＧ）の受

け入れを開始し、原料の安定的調達を目的

に複数の調達ルートを確保していた。

③供給区域のブロック化

ガス管網は、供給エリアを の大ブロッ

クに分けて監視し、さらに の ～

戸の復旧単位の小ブロックに分割し

ていた。こうしたブロック化により、災害

や事故の際に供給停止の範囲を最小限にと

どめ、迅速で効率的な復旧作業が可能にな

るよう整備をしていた。

④システム等の整備

ガス局では、平成 年に地震計の整備を

含むガス供給監視システムを導入した。こ

れは、全ての供給所と整圧器の稼働状況を

時間体制で集中監視し、供給区域内の震

度や供給圧力の変化を即時に把握するため

のものである。こうした情報から被害ブロ

ックを特定し、遠隔操作により最小限の範

囲で速やかにガスの供給を停止することが

できる。
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また、需要家情報等を扱うホストコンピ

ュータおよびサーバを免震構造とし、重要

なデータはバックアップした上で、遠隔地

で保管するなどの対策を講じていた。

⑤災害時の体制

ガス局では、災害時の体制を定める「仙

台市ガス局災害対策要綱」に基づき、震度

４以上の地震が発生した場合は、配備指令

の有無にかかわらず、あらかじめ指定を受

けた職員が自動出動し、主要ガス施設の点

検を行い、被害状況に応じた配備をとるこ

ととしている。

さらに、本市のみの単独復旧が困難と判

断された場合は、「地震・洪水等非常事態に

おける救援措置要綱」（一般社団法人日本ガ

ス協会（ＪＧＡ））に基づき、ＪＧＡを通じ

て他のガス事業者へ応援要請を行うほか、

仙台ガス工事協同組合を通じ、仙台市ガス

工事人（ガス局が承認したガス工事の施工

者）へ応援を要請することとしている。

２．東日本大震災の被害状況

ガス局では、都市ガスを製造する港工場

が津波により冠水し、ガス供給を全面停止

した。港工場の事務所コントロール棟では

１階天井を超える高さの津波で工場内の設

備や建物等が大きな被害を受けた。

供給区域内に８基あるガスホルダー本体

に異常はなかったが、基礎部や支柱の一部

への損傷があった。中圧導管は地震による

被害はなかったが、低圧導管では、ポリエ

チレン管では被害は発生せず、鋼管や鋳鉄

管の継手部からの漏えい等で カ所への

被害があった。

図表 ガス局の主な被害状況

 

３．ガスの復旧活動

（１）供給再開への取り組み

①復旧体制

３月 日の地震発生後、３ブロックのガ

ス供給を緊急停止し、その後、津波で港工

場が冠水したためガス製造を停止し、全面

供給停止となった。ガス局では、「仙台市ガ

ス局災害対策要綱」に基づき、直ちに、最

も激甚な災害に対応する非常配備体制を敷

■ガス発生設備を含めほぼ全ての設備が

　冠水し、電動機類や操作盤が使用不

　能。

■ＯＲＶ用の海水取水路には土砂が堆積

　し、取水不能。

■ＬＮＧの出荷を制御する装置と建屋が

　流失。

■出荷用ＬＮＧ配管が支持基礎ごと流さ

　れて破損。

■屋外装置である特別高圧受電変圧器や

　遮断器が冠水により使用不能。

■変電室は扉が破損、冠水により変電用

　機器のすべてが使用不能。

■ＬＮＧ船入船時の監視棟であるバース

　センターは１階部分が外壁ごと損壊、

　バース監視設備が冠水で使用不能。

■護岸は数箇所で法面が決壊、路盤下部

　の土砂が流出し崩落。

■護岸側道路において地盤沈下による段

　差や陥没が発生。

■ガスホルダー本体に異常はなかった

　が、幸町供給所１号、２号および

　多賀城供給所２号において基礎等に

　被害。

■多賀城供給所等４カ所のガバナは津波

　により冠水したが、大きな損傷はな

　し。

■中圧導管は、耐震性の高い溶接接合に

　よる鋼管を採用しているため地震によ

　る被害はなし。

■低圧導管は本支管全体で167カ所が被

　害。本管被害はポリエチレン管や鋼管

　では被害なし。鋳鉄管の抜け出し防止

　機能がない継手部からの漏えいが27カ

　所あり。支管被害はポリエチレン管や

　鋳鉄管では発生せず、鋼管のねじ接合

　による継手部からの漏えいが112カ所、

　機械的接合による継手部からの漏えい

　が28カ所あり。漏えいのほとんどがね

　じ接合部の折損、亀裂による。

■簡易ガスは、仙台市荒浜団地の供給施

　設である３つの特定製造所が津波によ

　り使用不能。
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被害があったことから、新たに地下に杭を

打って配管の基礎を強化、倒壊を防止する

とともに枠の設置を行い、配管流失の防止

対策を講じた。

（３）復旧に係る財政措置要望

ガス管の復旧のほか、特に港工場の復旧

には莫大な費用がかかることが見込まれた

が、既存の制度ではガス事業の災害復旧に

対する国補助等がなかったため、各市長会

要望や本市独自要望で国に対して財政措置

を求めた。

その結果、平成 年度第３次補正予算で

国による補助が認められた。

（４）仙台市ガス事業震災復興プラン

ガス局では、港工場の被災によりガスの

全面供給停止に陥ったことから、ライフラ

イン事業者としてエネルギーの安全・安定

的な供給確保こそ最も重要であることを再

認識した。あわせて、ガス管の耐震化や供

給エリアのブロック化、原料調達ルートの

複数化などの取り組みが被害の最小化につ

ながったこと、日本ガス協会からの過去最

大規模の応援等により早期の供給再開を果

たしたことなどが教訓となった。

これらの教訓を踏まえて、平成 年９月、

東日本大震災からの復旧・復興に向けての

取り組みを体系的に定め、計画的に推進す

ることを目的として、「仙台市ガス事業震災

復興プラン」を策定した。

４．安定供給の確立

（１）供給設備の安全対策

ガス管は、震災前から中圧導管には強度

が高く地震に強い溶接鋼管を採り入れ、低

圧導管は耐震性に優れているポリエチレン

管への入れ替えを行っていた。これらの耐

震化対策を講じていたガス管には地震によ

る被害がなかったため、ガス局では、その

後も耐震性に優れたポリエチレン管への入

れ替えを計画的に進め、次の災害に備えて

いる。

さらに、地震等の教訓を踏まえ、津波浸

水等の被害が懸念される供給所および整圧

器室に、水位センサーを設置し遠隔監視を

行うとともに、整圧器、電気計装盤のかさ

上げ対策を実施した。 
また、発災時において「ガス供給監視シ

ステム」による大ブロックごとの供給停止

操作、安全かつ効率的な復旧活動を行うた

めの教育・訓練を定期的に実施し、体制強

化に取り組んでいる。

（２）緊急時ガス受入設備の新設

原料の調達については、震災前から２通

りのルートがあり、新潟～仙台のパイプラ

インは発災後も機能を維持していた。しか

し、ここからガスを受け入れる施設が港工

場にしかなかったため、港工場内のがれき

撤去作業などの影響を受け、供給を再開す

るまでに 日間を要する結果となった。

この教訓を踏まえ、平成 年 月に本

市に隣接する名取市の内陸部に緊急時ガス

受入設備を新たに設置し、原料の受け入れ

地点の複数化によるリスク分散を図った。

図表 緊急時ガス受入設備

（３）受援体制の見直し

東日本大震災では、全国のガス事業者か

ら応援を受けたが、その体制は平時に想定

していた規模をはるかに上回るもので、応

援隊への宿泊施設や食料、通勤手段の確保

に苦慮した。震災前から宿泊施設のリスト

 
 

いて、災害対策本部を設置し、仙台市ガス

工事人に対して出動要請を行い、復旧作業

にあたった。

この事態を受けて、発災から３日目の３

月 日にはＪＧＡの先遣隊が到着。その後、

全国 のガス事業者により編成されたＪ

ＧＡ復旧隊は、総数延べ約 人、ピー

ク時には１日最大 人規模に上り、１

日も早い復旧のためガス局と一体となって

連日市内各所で復旧作業が進められた。

②ブロック単位での閉栓、修繕、開栓

供給再開に向けては、まずガスを閉栓し、

安全を確保してから破損箇所の修繕を進め、

修繕が終われば開栓という３段階の作業が

必要である。閉栓、修繕、開栓の一連の作

業は、 の小ブロック単位で実施した。

ガス局職員とＪＧＡの応援要員は、担当ブ

ロックを決めて復旧作業にあたった。

本市では、ガス管情報を地図情報とリン

クさせて管理する「マッピングシステム」

を導入しており、復旧工事ではガス管の詳

細な情報を得て速やかな対応を行うことが

できた。

③供給の再開

一部の施設にはガスホルダーのガスを利

用して供給継続していたものの、全面復旧

には一日でも早くガスの受け入れを再開す

る必要があった。新潟～仙台パイプライン

の健全性が確認されたことを受け、港工場

では３月 日にＮＧの受け入れを開始す

るとともに、同日中に災害拠点病院へ供給

を再開し、翌 日から順次一般家庭への供

給が再開した。

開栓作業はＪＧＡ開栓隊と連携しながら

進められ、発災から 日後の４月 日に

全 戸の作業が完了した。

今回の震災では、閉栓、修繕、開栓の分

業体制とし、作業の効率化を図った。この

ことにより従来の体制では 戸 人・日で

あった開栓作業を、 ～ 戸 人・日のペ

ースで進めることができ、復旧にかかる日

数を当初想定より大幅に短縮できた。

（２）港工場の復旧

①応急復旧

津波被害を受けた港工場では、ＬＮＧ製

造設備の復旧に相当の時間を要することが

判明したため、復旧班はまず健全性が確認

された新潟～仙台パイプラインからのＮＧ

受け入れを目指した。ＪＧＡの支援を受け

つつ平成 年３月 日から当該設備の応

急復旧作業を開始し、 日からＮＧの受け

入れと供給を再開した。

その後、 月 日に護岸などの仮復旧

工事が完了し、 月 日には震災後初め

てＬＮＧ船を受け入れ、 月９日よりＬＮ

Ｇから製造した都市ガスの供給を再開した。

② 製造設備の復旧と津波対策

今回の被害を教訓に、復旧工事に併せて

以下の津波対策を行った。一連の工事は平

成 年３月に終了し、港工場は本復旧した。

ア．設備を高所に移設

ＬＮＧを液体から気体に戻す設備をはじ

めとした多くの製造設備について、設備の

かさ上げや高所移設、１階にあった監視設

備を２階に移転する等の冠水防止対策を施

した。

イ．重要設備建屋の構造強化

工場敷地内の建屋は、津波によって流失

したり、窓や通気口から浸水したことから、

一部の建屋を鉄筋造２階建てに変更したり、

スチールドアの密閉性を高め、水密性の強

化を行った。さらに、浸水対策として窓を

小型化し、強化ガラスへ変更するとともに、

窓や給気口、換気扇を上部へ移設した。

ウ．ＬＮＧ配管の流失防止対策

津波により、配管を固定していた基礎が

倒壊し、配管が流失・大きく曲がるなどの
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被害があったことから、新たに地下に杭を

打って配管の基礎を強化、倒壊を防止する

とともに枠の設置を行い、配管流失の防止

対策を講じた。

（３）復旧に係る財政措置要望

ガス管の復旧のほか、特に港工場の復旧

には莫大な費用がかかることが見込まれた

が、既存の制度ではガス事業の災害復旧に

対する国補助等がなかったため、各市長会

要望や本市独自要望で国に対して財政措置

を求めた。

その結果、平成 年度第３次補正予算で

国による補助が認められた。

（４）仙台市ガス事業震災復興プラン

ガス局では、港工場の被災によりガスの

全面供給停止に陥ったことから、ライフラ

イン事業者としてエネルギーの安全・安定

的な供給確保こそ最も重要であることを再

認識した。あわせて、ガス管の耐震化や供

給エリアのブロック化、原料調達ルートの

複数化などの取り組みが被害の最小化につ

ながったこと、日本ガス協会からの過去最

大規模の応援等により早期の供給再開を果

たしたことなどが教訓となった。

これらの教訓を踏まえて、平成 年９月、

東日本大震災からの復旧・復興に向けての

取り組みを体系的に定め、計画的に推進す

ることを目的として、「仙台市ガス事業震災

復興プラン」を策定した。

４．安定供給の確立

（１）供給設備の安全対策

ガス管は、震災前から中圧導管には強度

が高く地震に強い溶接鋼管を採り入れ、低

圧導管は耐震性に優れているポリエチレン

管への入れ替えを行っていた。これらの耐

震化対策を講じていたガス管には地震によ

る被害がなかったため、ガス局では、その

後も耐震性に優れたポリエチレン管への入

れ替えを計画的に進め、次の災害に備えて

いる。

さらに、地震等の教訓を踏まえ、津波浸

水等の被害が懸念される供給所および整圧

器室に、水位センサーを設置し遠隔監視を

行うとともに、整圧器、電気計装盤のかさ

上げ対策を実施した。 
また、発災時において「ガス供給監視シ

ステム」による大ブロックごとの供給停止

操作、安全かつ効率的な復旧活動を行うた

めの教育・訓練を定期的に実施し、体制強

化に取り組んでいる。

（２）緊急時ガス受入設備の新設

原料の調達については、震災前から２通

りのルートがあり、新潟～仙台のパイプラ

インは発災後も機能を維持していた。しか

し、ここからガスを受け入れる施設が港工

場にしかなかったため、港工場内のがれき

撤去作業などの影響を受け、供給を再開す

るまでに 日間を要する結果となった。

この教訓を踏まえ、平成 年 月に本

市に隣接する名取市の内陸部に緊急時ガス

受入設備を新たに設置し、原料の受け入れ

地点の複数化によるリスク分散を図った。

図表 緊急時ガス受入設備

（３）受援体制の見直し

東日本大震災では、全国のガス事業者か

ら応援を受けたが、その体制は平時に想定

していた規模をはるかに上回るもので、応

援隊への宿泊施設や食料、通勤手段の確保

に苦慮した。震災前から宿泊施設のリスト
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用した分散型発電システムや給湯と発電が

同時にできるガスコージェネレーションシ

ステムなどの高効率ガスシステムの普及促

進を図り、使用電力量の削減や低炭素社会

の実現に努めてきた。

平成 年度には、本市では復興に伴い新

たに形成した街区で、エネルギー自律型の

まちを目指す「エコモデルタウンプロジェ

クト」推進事業を開始した。この事業でガ

ス局は、田子西復興公営住宅において、そ

れまで前例がなかった各家庭へのスマート

メーターを導入し、ガス使用量の「見える

化」を図るとともに、敷地内のエネルギー

センターに、天然ガスを利用したガスコー

ジェネレーションシステムや蓄電池、太陽

光発電システムを設置することにより、災

害発生時に一定電力を集会所等に供給し、

避難拠点として集会所を利用できる体制を

整えている。

これらの取り組みをはじめ、ガス局では、

更なる自律型都市の構築に向け、ガス事業

を展開していくこととしている。

 
 

アップはしていたものの、その対象は市内

に限っていたため、到底需要を満たすもの

ではなかった。

震災以降はその教訓から、市外にも宿泊

施設の対象を広げてリストを作成するとと

もに、毎年、各宿泊施設に災害時の宿泊に

ついての協力依頼を行っている。

また、ＪＧＡの地震・津波対策の各種マ

ニュアルの見直しに反映されるなど、全国

のガス事業者における今後の地震・津波対

策にも生かされている。

５．情報発信

（１）需要家向け広報

①検針票へのブロック番号の掲載

ブロックごとにガス供給を再開していく

にあたり、翌日の開栓区域を「○○地区の

一部」と新聞やホームページに掲載してい

たが、一部とはどこかという問い合わせが

殺到した。また、ブロックは住所の境界と

必ずしも一致しないため、同じ町内でも開

栓日が異なる場合があり、混乱が生じた。

そこで、平成 年 月から、毎月家庭

に送付する検針票にブロックの番号と説明

を記載しており、実際に開閉栓の作業が必

要になった場合に、より正確に情報を確認

してもらえるように工夫している。

②マイコンメーター復帰作業手順の広報

マイコンメーターは、各家庭に設置され

ており、ガス使用量の計測だけでなく、ガ

ス使用時に一定規模以上の地震を検知する

と、安全確保のため自動的にガスの供給を

遮断する仕組みになっている。

震災では、このマイコンメーターが作動

しガス供給が遮断されたことで、ガス漏れ

の発生を防ぐことができた。他方、供給停

止を伴わない地震の場合でもマイコンメー

ターが作動してガス供給を停止する場合も

あり、東日本大震災の余震でもこれが生じ

た。この場合は、各家庭でマイコンメータ

ーを復帰させることが可能だが、その方法

が分からないという問い合わせが多く寄せ

られた。

復帰方法は各メーターに掲示しているほ

かホームページにも掲載しているが、さら

なる周知を図るため、平成 年度からは報

道機関にも協力してもらえるよう、テレビ

局には復帰手順の映像を、またラジオ局に

は復帰手順の説明文章をあらかじめ提供し

ている。

（２）地震・津波対策に関する発信

ガス局の都市ガスの需要家数は、震災当

時の約 万７千戸から、平成 年度末に

は約 万５千戸まで減少している。

ガス局では、ガスの安全性や復興の取り

組みを強くアピールするため、ガスフェア

や防災イベントなどにおけるＰＲに力を入

れるとともに、各戸への訪問巡回などの機

会を通じて、ガス事業の災害対策と安定供

給に対する取り組みと信頼の向上に努めて

いる。

平成 年３月に開催された第３回国連

防災世界会議では、パブリック・フォーラ

ムに参加し、ガス事業の復旧・復興の歩み、

津波・地震対策の展示やシンポジウム等を

行い、震災の教訓と今後の津波対策を国内

外へ広く発信した。

６．復興まちづくりとガス事業

震災以後、特定のエネルギーに過度に依

存せず、非常時のリスクを分散させる分散

型のエネルギー確保に注目が集まっている。

特に、原子力発電所の事故を受け、これま

で原子力発電に依存してきた電源の見直し

が求められている。

そこで、本市では国の動向や地域の復興

状況を見据えながら、持続可能なエネルギ

ー供給を可能とするための省エネ・新エネ

プロジェクトを震災復興計画の のプロ

ジェクトのひとつに位置づけ、取り組みを

開始した（第 章第５節参照）。ガス局で

は、経済性や環境性に優れた天然ガスを利
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用した分散型発電システムや給湯と発電が

同時にできるガスコージェネレーションシ

ステムなどの高効率ガスシステムの普及促

進を図り、使用電力量の削減や低炭素社会

の実現に努めてきた。

平成 年度には、本市では復興に伴い新

たに形成した街区で、エネルギー自律型の

まちを目指す「エコモデルタウンプロジェ

クト」推進事業を開始した。この事業でガ

ス局は、田子西復興公営住宅において、そ

れまで前例がなかった各家庭へのスマート

メーターを導入し、ガス使用量の「見える

化」を図るとともに、敷地内のエネルギー

センターに、天然ガスを利用したガスコー

ジェネレーションシステムや蓄電池、太陽

光発電システムを設置することにより、災

害発生時に一定電力を集会所等に供給し、

避難拠点として集会所を利用できる体制を

整えている。

これらの取り組みをはじめ、ガス局では、

更なる自律型都市の構築に向け、ガス事業

を展開していくこととしている。
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事前に燃料の効果的な配分計画が定められ

ていなかったため、燃料配分の決定は難航

した。

燃料の配分決定後、各施設においては燃

料供給を受けるために必要な設備等情報

（給油口の形状やタンク容量等）の確認作

業を行った。平時は必要のない情報であっ

たこともあり、施設によっては確認に時間

を要した場合もあった。このため、全国か

ら寄付された燃料等については、設備等情

報を迅速に確認できた交通局営業所の車両

用燃料タンクや中央卸売市場の業務用タン

クに保管し、緊急車両用に補給するなどの

対応がとられた。

③市民への影響

発災後まもなく、ガソリン等の車両燃料、

灯油等の暖房用燃料等の不足が生じはじめ

た。また、市営地下鉄やＪＲ線も運休が続

いたため、多くの人が自家用車等での移動

を強いられる状況となった。

市内のガソリンスタンドにおいては、停

電により給油設備が使用できない状況にお

いても、手回し等により給油を行うなど緊

急車両や市民の自家用車へのガソリン等の

供給に最大限の努力が続けられた。それで

も、ガソリンスタンドには、燃料を求める

車両が長蛇の列をなすなどの現象が発生し

た。こうした市内における燃料不足は、３

月末くらいまで続いた。

 
④危険物の仮貯蔵・仮取扱いに関する申請

本市では製油所等の燃料供給源の被災に

よる燃料供給不足への対策として、危険物

施設以外の場所で一時的に危険物を貯蔵・

取り扱うことが必要となった。

消防法第十条第１項では、指定数量以上

の危険物の貯蔵・取り扱いは、市町村長等

の許可を受けて設置された製造所等以外の

場所で行ってはならないことが定められて

いる。しかし、同条のただし書きにおいて、

所轄消防長等の承認を受けて 日以内は

仮貯蔵・仮取り扱いが認められている。今

回の震災においては、このただし書きに基

づく、危険物の仮貯蔵・仮取り扱いが行わ

れた。消防局では、この危険物仮貯蔵・仮

取り扱い承認の申請増を見越し、平成 年

３月 日に「災害復旧支援車両等への燃料

補給に伴う仮貯蔵・仮取扱い時における留

意事項」を作成した。これを安全確保のガ

イドラインとして、申請時の添付書類を簡

略化したり、即日審査・即日承認を行う体

制を整えたりし、災害復旧の後押しを図っ

た。震災から１カ月の間に 件（内本市施

設４件）の申請について承認するとともに、

「仙台市消防手数料条例」の規定に基づい

て、申請手数料を全額減免とした。申請は

同一場所で複数回承認した場合においても、

毎回現地に出向し、安全性の確認を行った

ことで、火災等の事故は発生しなかった。

消防法第十条

指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に

固定されたタンクにおいて危険物を貯蔵し、

又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵

所」という。）を含む。以下同じ。）以外の場

所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び

取扱所以外の場所でこれを取り扱ってはな

らない。ただし、所轄消防長又は消防署長の

承認を受けて指定数量以上の危険物を、

日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場

合は、この限りではない。

 
（２）震災後の新たな取り組み 
①燃料供給ルートの多重化に向けた取り組み

本市では、東日本大震災を受け、新たに

２つの相手先（カメイ 株 、石油連盟）と

燃料供給に関する協定を締結した。カメイ

株 は、自社においても油槽所やガソリン

スタンドを保有し、高い燃料供給能力を有

していることから、燃料を含む物資供給の

協力に関する協定を平成 年９月６日付

けで締結した。

さらに、平成 年 月 日付けで石油

 
 

第４節 燃料

１．ガソリン等の燃料確保  
（１）発災直後の状況 
①製油所の被害と国等の対応状況

東北地方をはじめとする太平洋沿岸の製

油所（仙台、鹿島）および油槽所が津波に

よる冠水などで大きな被害を受け、東日本

を中心として、石油製品の生産・出荷が停

止した。製油所、油槽所の被害に加え、道

路や鉄道等のネットワークの寸断やガソリ

ン等を輸送するタンクローリーが津波に飲

み込まれる等、燃料供給網も大きな被害を

受けた。被災地においては、津波や地震に

よる施設冠水、損壊、停電等によってガソ

リンスタンドが営業停止するなどして、地

域社会へのガソリン等の燃料供給が著しく

滞った。

こうした状況を受け、石油連盟は、発災

直後に会員各社に対し東北地方への石油製

品の在庫の移送や供給力の維持について要

請を行った。石油元売会社は油槽所を共同

利用して対応するなど、被災地域の燃料安

定供給に向けた取り組みを行った。

また、経済産業省は平成 年３月 日

に被害のない西日本の製油所における稼働

率を上限まで引き上げ、石油製品を増産し、

東北地方の出荷拠点に大量に転送するとと

もに、被災により不足しているタンクロー

リーを全国から集め、被災地に投入するこ

とを発表した。３月 日以降は、稼働停止

していた関東地方の３つの製油所（京浜２

製油所、京葉１製油所）が順次稼働を開始

し、３月 日には東北地方の主要供給拠点

であった塩釜製油所に、発災後、初めて内

航タンカーが入港した。

②燃料不足下における本市の状況

本市においては、地震発生後、市内全域

で大規模な停電が発生したため、庁舎やガ

ス、水道、下水道、交通等のインフラ施設、

病院等重要施設の非常用自家発電機を継続

的に稼働させるための燃料が必要となった。

また、救助等の災害対応活動や避難所等へ

の救援物資輸送を行う車両などの燃料需要

も急増した。このため、市長を先頭に国に

対して被災地域への燃料供給を強く要請す

るとともに、燃料調達先の確保に向け全力

を傾注した。

当初、本市では、各課がばらばらで燃料

調達に向けて関係各所に連絡をとるなどし

たが、その後、会計課を燃料調達の担当部

署と決め、通常時における本市の主たる燃

料調達先であった宮城県石油商業協同組合

（以下、「組合」という。）と連絡調整を行

うようにした。これ以降、組合から組合員

のガソリンスタンドの営業状況の情報提供

を受けるなど、効率的に燃料の供給を受け

ることができるようになった。

このほか、本市では災害時の燃料供給協

定を締結していたＪＸエネルギー（当時は

ＪＸ日鉱日石エネルギー）株式会社に供給

要請を試みたが、同社も被災しており対応

が困難であることが判明した。このため、

市災害対策本部より石油連盟に対して直接

燃料供給の要請を行ったほか、組合の組合

員で燃料等を取り扱っている地元商社であ

るカメイ株式会社に対して、燃料支援の要

請を行った。同社においても出荷設備等の

被害が大きかったものの、事態の重大性に

鑑み、本市の重要施設および緊急車両に対

する在庫燃料の優先的な供給協力を得るこ

とができた。一方で、燃料供給を受けても

施設の燃料備蓄設備の給油口の形状が合わ

なかったり、油種が異なったりする等、設

備情報の不足によって円滑な供給ができな

い問題が発生していた。

これらの燃料調達先の確保と並行して、

全庁的に燃料の使用状況の確認を行うこと

が必要であった。会計課が全局から毎日燃

料必要量のヒアリングを行い、全体を把握

した上で、調達した燃料の配分を行ったが、
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事前に燃料の効果的な配分計画が定められ

ていなかったため、燃料配分の決定は難航

した。

燃料の配分決定後、各施設においては燃

料供給を受けるために必要な設備等情報

（給油口の形状やタンク容量等）の確認作

業を行った。平時は必要のない情報であっ

たこともあり、施設によっては確認に時間

を要した場合もあった。このため、全国か

ら寄付された燃料等については、設備等情

報を迅速に確認できた交通局営業所の車両

用燃料タンクや中央卸売市場の業務用タン

クに保管し、緊急車両用に補給するなどの

対応がとられた。

③市民への影響

発災後まもなく、ガソリン等の車両燃料、

灯油等の暖房用燃料等の不足が生じはじめ

た。また、市営地下鉄やＪＲ線も運休が続

いたため、多くの人が自家用車等での移動

を強いられる状況となった。

市内のガソリンスタンドにおいては、停

電により給油設備が使用できない状況にお

いても、手回し等により給油を行うなど緊

急車両や市民の自家用車へのガソリン等の

供給に最大限の努力が続けられた。それで

も、ガソリンスタンドには、燃料を求める

車両が長蛇の列をなすなどの現象が発生し

た。こうした市内における燃料不足は、３

月末くらいまで続いた。

 
④危険物の仮貯蔵・仮取扱いに関する申請

本市では製油所等の燃料供給源の被災に

よる燃料供給不足への対策として、危険物

施設以外の場所で一時的に危険物を貯蔵・

取り扱うことが必要となった。

消防法第十条第１項では、指定数量以上

の危険物の貯蔵・取り扱いは、市町村長等

の許可を受けて設置された製造所等以外の

場所で行ってはならないことが定められて

いる。しかし、同条のただし書きにおいて、

所轄消防長等の承認を受けて 日以内は

仮貯蔵・仮取り扱いが認められている。今

回の震災においては、このただし書きに基

づく、危険物の仮貯蔵・仮取り扱いが行わ

れた。消防局では、この危険物仮貯蔵・仮

取り扱い承認の申請増を見越し、平成 年

３月 日に「災害復旧支援車両等への燃料

補給に伴う仮貯蔵・仮取扱い時における留

意事項」を作成した。これを安全確保のガ

イドラインとして、申請時の添付書類を簡

略化したり、即日審査・即日承認を行う体

制を整えたりし、災害復旧の後押しを図っ

た。震災から１カ月の間に 件（内本市施

設４件）の申請について承認するとともに、

「仙台市消防手数料条例」の規定に基づい

て、申請手数料を全額減免とした。申請は

同一場所で複数回承認した場合においても、

毎回現地に出向し、安全性の確認を行った

ことで、火災等の事故は発生しなかった。

消防法第十条

指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に

固定されたタンクにおいて危険物を貯蔵し、

又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵

所」という。）を含む。以下同じ。）以外の場

所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び

取扱所以外の場所でこれを取り扱ってはな

らない。ただし、所轄消防長又は消防署長の

承認を受けて指定数量以上の危険物を、

日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場

合は、この限りではない。

 
（２）震災後の新たな取り組み 
①燃料供給ルートの多重化に向けた取り組み

本市では、東日本大震災を受け、新たに

２つの相手先（カメイ 株 、石油連盟）と

燃料供給に関する協定を締結した。カメイ

株 は、自社においても油槽所やガソリン

スタンドを保有し、高い燃料供給能力を有

していることから、燃料を含む物資供給の

協力に関する協定を平成 年９月６日付

けで締結した。

さらに、平成 年 月 日付けで石油
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分計画を作成した。

施設への燃料供給の優先順位設定は、市

街化区域の電力が３日程度で回復すること

を前提とし、施設を重要度の尺度に応じて

分類して行った。重要度の尺度として、「①

市民の生命への影響度の大小・影響範囲の

広狭」、「②災害対応業務への影響度の大

小・影響範囲の広狭」、「③市民生活への影

響度や被害度の大小・影響範囲や被害範囲

の広狭」の３つの要素から、重要度を設定

することとした。さらに、施設の属性を

「Ａ：人命」「Ｂ：本部機能」「Ｃ：インフ

ラ」「Ｄ：支援」「Ｅ：その他」で整理し、

各施設に燃料供給の優先順位を設定した。

災害対策本部を設置する青葉区役所や人命

に関わる市立病院等医療施設、災害救助を

行う消防局・消防署を燃料供給の優先順位

の高い施設とする等、災害時の円滑な燃料

供給に向けた整備を行った。このほか、給

油タンクは空（カラ）になる前に給油する

等、運用面においても震災の教訓を生かす

ようにしている。

施設の燃料供給優先配分については定め

たものの、今後は、避難所の暖房器具の種

類や個数、必要となる燃料油種等の調整お

よび公用車の燃料供給の調整が必要となっ

ている。また、公用車の燃料配分計画は、

平成 年３月末現在作成中であるが、今後

はこれを早急に取りまとめることとしてい

る。

③国および本市消防局における危険物への対応

東日本大震災においては、本市が経験し

たような危険物の仮貯蔵・仮取扱いの承認

がほかの被災地においても行われた。こう

した状況を踏まえ、消防庁では平成 年度

に「東日本大震災を踏まえた仮貯蔵・仮取

扱い等の安全確保のあり方に係る検討会」

を開催し、本市消防局から検討会の委員と

して参画した。検討会の議論は報告書とし

てまとめられ、平成 年度には国が「震災

時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等

の安全対策および手続きに係るガイドライ

ン」を策定した。検討会の報告書やガイド

ラインは、本市の経験が大いに活かされて

いる。

 
 

 
 

連盟と「災害時の重要施設に係る情報共有

に関する覚書」を締結した。この覚書では、

社会的に重要性が高い施設（病院、浄水場、

バス営業所、下水道ポンプ場、行政庁舎等）

の燃料備蓄設備に係る油種、給油口の形状、

タンク配置図等の情報をあらかじめ共有す

ることで、災害発生時に円滑な燃料供給が

行われることを目指すものである。本市で

は県に先立ち覚書を締結したが、平成 年

２月４日付けで県が同様の覚書を締結した

ことから、これら業務が県に一元化された。

その後、本市は、県と石油連盟との覚書に

基づき、各施設の燃料備蓄設備の情報を取

りまとめ、県を経由して情報共有を行い、

災害発生時における迅速かつ円滑な燃料供

給体制の構築を図っている。

図表 本市における燃料供給に関する協定

協定等の名称 締 結 先 締結年月日 概 要

災害時における自動車

用燃料等の供給協力に

関する協定

ＪＸエネルギー（当

時はＪＸ日鉱日石エ

ネルギー）（株）東北

支店

昭和 年８月 日 市内に災害が発生した場

合の自動車に対する燃料

の円滑な供給への協力及

び災害活動に関する協定

災害時における生活物

資の供給協力等に関す

る協定

みやぎ生活協同組合 平成８年３月 日 市内に災害が発生した場

合の市民生活の安定及び

暖房用燃料を含む生活物

資の円滑な供給協力に関

する協定

災害等におけるバス車

両用燃料等の供給協力

に関する協定（交通局）

宮城県石油商業協同

組合

平成 年６月 日

平成 年４月 日

改定

市内に災害等が発生した

場合のバス車両に対する

燃料等の円滑な供給に関

する協定

災害時における燃料お

よび食料品等の物資の

供給協力に関する協定

カメイ 株 平成 年９月６日 市内に災害が発生した場

合の公共施設等に要する

燃料および市民用食料品

の供給協力に関する協定

災害時の重要施設に係

る情報共有に関する覚

書

※但し、平成 年２

月に県と石油連盟の覚

書締結により終了

石油連盟 平成 年 月 日 市内に災害が発生した場

合に、政府要請に基づく石

油元売会社からの燃料供

給が円滑に遂行されるよ

う、あらかじめ重要施設の

設備等情報を共有するも

の

②災害時の燃料優先配分に係る計画の作成

東日本大震災においては、燃料供給の配

分計画がなかったため、調整に難航した。

このため、燃料供給の配分に対する優先順

位を定めた配分計画を作成することとした。

配分計画が必要な対象を、「施設（病院、庁

舎、下水施設、清掃施設等）」と「公用車」

とした上で、まず、平成 年度に施設の配
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分計画を作成した。

施設への燃料供給の優先順位設定は、市

街化区域の電力が３日程度で回復すること

を前提とし、施設を重要度の尺度に応じて

分類して行った。重要度の尺度として、「①

市民の生命への影響度の大小・影響範囲の

広狭」、「②災害対応業務への影響度の大

小・影響範囲の広狭」、「③市民生活への影

響度や被害度の大小・影響範囲や被害範囲

の広狭」の３つの要素から、重要度を設定

することとした。さらに、施設の属性を

「Ａ：人命」「Ｂ：本部機能」「Ｃ：インフ

ラ」「Ｄ：支援」「Ｅ：その他」で整理し、

各施設に燃料供給の優先順位を設定した。

災害対策本部を設置する青葉区役所や人命

に関わる市立病院等医療施設、災害救助を

行う消防局・消防署を燃料供給の優先順位

の高い施設とする等、災害時の円滑な燃料

供給に向けた整備を行った。このほか、給

油タンクは空（カラ）になる前に給油する

等、運用面においても震災の教訓を生かす

ようにしている。

施設の燃料供給優先配分については定め

たものの、今後は、避難所の暖房器具の種

類や個数、必要となる燃料油種等の調整お

よび公用車の燃料供給の調整が必要となっ

ている。また、公用車の燃料配分計画は、

平成 年３月末現在作成中であるが、今後

はこれを早急に取りまとめることとしてい

る。

③国および本市消防局における危険物への対応

東日本大震災においては、本市が経験し

たような危険物の仮貯蔵・仮取扱いの承認

がほかの被災地においても行われた。こう

した状況を踏まえ、消防庁では平成 年度

に「東日本大震災を踏まえた仮貯蔵・仮取

扱い等の安全確保のあり方に係る検討会」

を開催し、本市消防局から検討会の委員と

して参画した。検討会の議論は報告書とし

てまとめられ、平成 年度には国が「震災

時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等

の安全対策および手続きに係るガイドライ

ン」を策定した。検討会の報告書やガイド

ラインは、本市の経験が大いに活かされて

いる。
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図表 システムのイメージ図

②運用にあたって

災害時に避難所等において同システムが

適切に活用されるよう、平成 年度以降、

総合防災訓練（夜間訓練）等において、地

元町内会や、避難所運営担当課等、関係者

へシステムの使用方法の周知を図っている。

（２）民間施設への導入

市の地域防災計画に基づく避難または医

療救護の拠点として指定を受けているなど、

災害時に地域の防災拠点となる民間施設が

再生可能エネルギーなどの設備を導入する

場合、その費用の１ ２を補助している。

図表 民間施設への導入実績

３．エコモデルタウンプロジェクト

（１）事業概要

本市では、平成 年度から、復興公営住

宅や防災集団移転先の戸建住宅が集積する

田子西と荒井東の２地区において、エネル

ギーを地産地消する「エコモデルタウンプ

ロジェクト」によるまちづくりに取り組ん

でいる。

さまざまな発電方法（太陽光発電、蓄電

池、ガスコージェネレーションシステム

（※））を効率よく組み合わせて、地域全体

の電力を最適化するとともに、各家庭にタ

ブレット端末を配布し、電力消費量を「見

える化」することで節電につなげている他、

田子西地区の復興公営住宅については、そ

れに加えて水道と都市ガスの消費量につい

ても「見える化」を行っており、住民の省

図表 エコモデルタウンイメージ図（田子西地区）

導入年度 対象施設 防災拠点の位置づけ 設置設備

エスアールジー
タカミヤ

スポーツパーク
あすと長町

帰宅困難者
一時滞在施設

・既設太陽光発電設備
  を自立運転型に改修
・蓄電池 3.2kWh

東北福祉大学
国見キャンパス

地域防災拠点施設
・太陽光発電設備 20kW
・蓄電池 84kWh

アライデザイン
センター２

がんばる避難施設

・太陽光発電設備 10kW
・蓄電池 15kWh
・LED街路灯 ５台
・LED照明 35台

 
 

第５節 創エネルギー

１．概要

（１）震災時の経験と教訓

発災時は、本市沿岸部の交通基盤や燃料

基地が津波で壊滅的な被害を受け、発災後

の数週間、非常用動力源を含めた燃料が極

度に不足し、あらゆる都市機能が低下し、

復旧作業にも支障が生じるなどの影響があ

った。

さらに、東京電力福島第一原発をはじめ

とする沿岸の原子力発電所や火力発電所等

の被災も相まって、日本全体の電力供給不

足が現実化し、節電など生活のあり方自体

の見直しを迫られた。

今後のまちづくりにおいては、特定のエ

ネルギー供給に過度に依存しないことに加

え、非常時にも電力等の供給が可能な仕組

みを備えた都市システムの構築などの課題

が明らかになった。

本市では、震災時の課題を踏まえ、エネ

ルギー課題への対応として、災害時におい

ても最低限の都市機能を維持できるよう、

エネルギーおよび燃料の確保と供給ルート

の多重化（本章第４節参照）、併せて再生可

能エネルギーの利活用など、新たな知見も

取り入れた先駆的な取り組みを進めること

とした。

（２）震災復興計画での位置づけ

本市震災復興計画では、「 万人の復興

プロジェクト」として、 のプロジェクト

を掲げ、その中で「教訓を未来に生かす」

防災・仙台モデル構築プロジェクト、「持続

的なエネルギー供給を可能にする」省エ

ネ・新エネプロジェクトを位置づけた。

具体的には、震災時の課題を踏まえた避

難所の防災機能の強化に向けた非常用電源

の確保のほか、新市街地形成が予定される

地区におけるエコモデルタウン事業により、

特定のエネルギーに過度に依存しないエネ

ルギー効率の高い都市、非常時にも安心な

都市づくりを進めるとともに、多様なエネ

ルギー源の確保に向けた次世代エネルギー

の研究・開発拠点づくりを進めるものであ

る。

２．防災対応型太陽光発電システム

本市では、平成 年７月以降、指定避難

所となる小・中学校や、地域の防災拠点と

なる民間施設において、防災対応型太陽光

発電システムの導入を進めている。

導入にあたっては、環境省の再生可能エ

ネルギー等導入地方公共団体支援基金（グ

リーンニューディール基金）等を活用し、

総事業費は約 億円となっている。

（１）指定避難所への導入

①事業概要

震災時は、電気・ガス・ガソリン等の供

給が途絶し、避難所運営の初期対応におい

ても、テレビなどの情報通信機器や照明が

使えない、防災無線などの連絡手段を喪失

するなど、さまざまな問題が生じた。

こうした経験を踏まえ、平成 年度から

平成 年度末までの間に、市内で指定避難

所となる小・中学校など計 カ所に太陽

光発電と蓄電池を組み合わせたシステムを

導入し、災害時における自立型の電源の確

保と、平常時のＣＯ２の削減を図っている。

なお、システム導入により、停電時には、

昼は太陽光発電、夜は蓄電池に切り替えて

電気を確保することで、防災無線やテレビ

などの情報通信機器、照明などの使用が可

能となった。
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図表 システムのイメージ図

②運用にあたって

災害時に避難所等において同システムが

適切に活用されるよう、平成 年度以降、

総合防災訓練（夜間訓練）等において、地

元町内会や、避難所運営担当課等、関係者

へシステムの使用方法の周知を図っている。

（２）民間施設への導入

市の地域防災計画に基づく避難または医

療救護の拠点として指定を受けているなど、

災害時に地域の防災拠点となる民間施設が

再生可能エネルギーなどの設備を導入する

場合、その費用の１ ２を補助している。

図表 民間施設への導入実績

３．エコモデルタウンプロジェクト

（１）事業概要

本市では、平成 年度から、復興公営住

宅や防災集団移転先の戸建住宅が集積する

田子西と荒井東の２地区において、エネル

ギーを地産地消する「エコモデルタウンプ

ロジェクト」によるまちづくりに取り組ん

でいる。

さまざまな発電方法（太陽光発電、蓄電

池、ガスコージェネレーションシステム

（※））を効率よく組み合わせて、地域全体

の電力を最適化するとともに、各家庭にタ

ブレット端末を配布し、電力消費量を「見

える化」することで節電につなげている他、

田子西地区の復興公営住宅については、そ

れに加えて水道と都市ガスの消費量につい

ても「見える化」を行っており、住民の省

図表 エコモデルタウンイメージ図（田子西地区）

導入年度 対象施設 防災拠点の位置づけ 設置設備

エスアールジー
タカミヤ

スポーツパーク
あすと長町

帰宅困難者
一時滞在施設

・既設太陽光発電設備
  を自立運転型に改修
・蓄電池 3.2kWh

東北福祉大学
国見キャンパス

地域防災拠点施設
・太陽光発電設備 20kW
・蓄電池 84kWh

アライデザイン
センター２

がんばる避難施設

・太陽光発電設備 10kW
・蓄電池 15kWh
・LED街路灯 ５台
・LED照明 35台
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②研究概要

平成 年４月には南蒲生浄化センター

内に藻類バイオマス技術開発実験室が開所

し、実用化を目指した研究が本格的に始ま

った。

研究に活用するのは、「オーランチオキト

リウム」と、「ボトリオコッカス」という２

種類の藻類であり、オーランチオキトリウ

ムは、光合成をせずに、下水や汚泥に含ま

れる有機物を取り込んで増殖する。また、

ボトリオコッカスは光合成をして増殖する

が、下水処理水に含まれる窒素やリンを栄

養として利用するものである。

これら二つの藻類を活用して、エネルギ

ーを多量に消費するだけであった下水処理

施設から、エネルギーを生産する新しい循

環型システムの確立を目指して研究を進め

てきた。

写真 藻類バイオマス技術開発実験室

（２）有機薄膜太陽電池実証実験

フィルム状の形状をした「有機薄膜太陽

電池」は、「薄い」、「軽い」、「曲がる」、「高

いデザイン性」などの特徴を持ち、太陽光

発電の用途を拡大させる次世代型太陽電池

として活用が期待されているものである。

本市では、有機薄膜太陽電池を開発して

いる三菱化学株式会社と、平成 年６月

日に相互連携に関する覚書を締結し、平

成 年度より、仙台市科学館および仙台国

際センターにおいて、ウインドウフィルム

タイプの有機薄膜太陽電池の実用化に向け

た実証実験を実施してきた。

写真 有機薄膜太陽電池実証実験

（仙台国際センター）

（３）創エネルギー導入促進助成制度

市内において、クリーンで安定的なエネ

ルギーの製造・供給を行う事業所や次世代

エネルギー等の研究開発・実証実験を行う

施設を新設・増設する民間事業者等に対し

て、固定資産税等相当額分を助成する創エ

ネルギー導入促進助成制度を、平成 年

月に創設した。

 

 
 

エネ意識の向上を図っている。

また同時に、停電時も集会所や街路灯に

電気を供給する仕組みとしており、非常時

のエネルギーを確保している。

（※）ガスコージェネレーションシステム

都市ガスから電気とお湯を同時につくるシステム。

田子西地区のみ導入。

（２）事業の特徴

①民間事業者によるタウンマネジメント事業

エコモデルタウン事業は、民間事業者が

電気や水道（田子西のみ）の供給と、電力

消費量などの見える化サービスを提供する

タウンマネジメント事業である。

事業者についてはそれぞれの地区で公募

を行い、選定した。田子西地区については、

国際航業株式会社、株式会社ＮＴＴファシ

リティーズ、東日本電信電話株式会社の３

社連合体である一般社団法人仙台グリー

ン・コミュニティ推進協議会を平成 年７

月、事業者として選定した。荒井東地区に

ついては、一般社団法人荒井タウンマネジ

メント、産電工業株式会社、東日本電信電

話株式会社の３社連合体である「グループ

ＡＳＮ」を平成 年７月、事業者として選

定した。

平成 年度から平成 年度までの運用

実績を通して、事業性の向上を図るととも

に、他地域への展開を見据えた事業の標準

化の可能性について検証することとしてい

る。

②地域コミュニティの醸成

両地区の復興公営住宅敷地内の集会所は、

地域住民にとっての日常的な交流の場であ

るとともに、災害等による停電時にも、電

力が供給されることにより、一時的な避難

施設としても活用されることが想定されて

いる。これにより、地域的な防災意識の醸

成につながることが期待される。

４．次世代エネルギー産業創出

（１）藻類バイオマス

①経過

平成 年、筑波大学大学院の渡邉信教授

により、従来の藻に比べて 倍以上の油を

生産する「オーランチオキトリウム」の株

が発見された。石油に近い成分のオイルを

生む藻の研究は世界的に行われていたが、

「オーランチオキトリウム」が実用化され

れば、小資源国である日本で油を作り出す

ことができると期待されていた。

震災を受け、エネルギー問題の解決に向

けた方策として渡邉教授の研究に着目した

本市職員が、平成 年６月、教授に共同プ

ロジェクトを提案したところ、筑波大学側

の被災地支援の意向と合致し、東北大学と

ともに、研究開発を行うことが決まった。

平成 年 月、筑波大学、東北大学お

よび本市は、藻類バイオマスのエネルギー

の実用化に向けた研究開発を連携して進め

ていくために、共同研究協定を締結した。

この協定に基づき、三者がそれぞれの役割

をもって研究開発に取り組んでいくことと

なった。

図表 筑波大学、東北大学、本市の

役割と連携

平成 年７月には文部科学省の補助事

業である、東北復興次世代エネルギー研究

開発プロジェクト「東北復興のためのクリ

ーンエネルギー研究開発推進事業」に採択

された。
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②研究概要

平成 年４月には南蒲生浄化センター

内に藻類バイオマス技術開発実験室が開所

し、実用化を目指した研究が本格的に始ま

った。

研究に活用するのは、「オーランチオキト

リウム」と、「ボトリオコッカス」という２

種類の藻類であり、オーランチオキトリウ

ムは、光合成をせずに、下水や汚泥に含ま

れる有機物を取り込んで増殖する。また、

ボトリオコッカスは光合成をして増殖する

が、下水処理水に含まれる窒素やリンを栄

養として利用するものである。

これら二つの藻類を活用して、エネルギ

ーを多量に消費するだけであった下水処理

施設から、エネルギーを生産する新しい循

環型システムの確立を目指して研究を進め

てきた。

写真 藻類バイオマス技術開発実験室

（２）有機薄膜太陽電池実証実験

フィルム状の形状をした「有機薄膜太陽

電池」は、「薄い」、「軽い」、「曲がる」、「高

いデザイン性」などの特徴を持ち、太陽光

発電の用途を拡大させる次世代型太陽電池

として活用が期待されているものである。

本市では、有機薄膜太陽電池を開発して

いる三菱化学株式会社と、平成 年６月

日に相互連携に関する覚書を締結し、平

成 年度より、仙台市科学館および仙台国

際センターにおいて、ウインドウフィルム

タイプの有機薄膜太陽電池の実用化に向け

た実証実験を実施してきた。

写真 有機薄膜太陽電池実証実験

（仙台国際センター）

（３）創エネルギー導入促進助成制度

市内において、クリーンで安定的なエネ

ルギーの製造・供給を行う事業所や次世代

エネルギー等の研究開発・実証実験を行う

施設を新設・増設する民間事業者等に対し

て、固定資産税等相当額分を助成する創エ

ネルギー導入促進助成制度を、平成 年

月に創設した。
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第１節 空間放射線量率の調査 
 
１．対応状況 

東日本大震災での東京電力福島第一原子

力発電所（以下、「福島第一原発」という。）

における事故に由来する放射性物質の影響

は、福島県内はもちろん、福島第一原発か

ら 以上にまで及んだことが指摘され

ており、放射能汚染への不安が東日本を中

心に広がった。

本市では、市民に正確な情報を提供する

ため、空間放射線量率の測定や飲食物中の

放射性物質の検査を実施した。

２．空間放射線量率の調査 
放射性物質の影響については、市民の間

で特に子どもたちに対する影響への懸念や

不安が大きかったことから、平成 年６月

８日から 日までの間に、全ての市立学校、

保育所、幼稚園、児童館、公園等 カ所

について空間放射線量率を測定した（第一

段階モニタリング）。いずれの場所も、国の

除染の基準とされている毎時 μ （マ

イクロシーベルト）に達していないことが

確認された。

その後、平成 年６月 日から、地域

バランスを考慮して、学校や公園等の カ

所で定期的な測定を始めた（第二段階モニ

タリング）。当初は週１回、平成 年度は

月２回、平成 年度からは月１回と、頻度

を変えながら平成 年度末の時点でも調

査を継続している。

また、平成 年の７月と 月から 月

の二度にわたり、花壇、側溝等どのような

箇所で空間放射線量率が高いのかを把握す

るため、モデル地点 カ所を選定し、測定

を実施した（第三段階モニタリング）。その

結果側溝部分や植え込み等でやや高めであ

るという傾向はあったが、いずれの場所も

毎時 μ を下回っていることが確認

された。

また、上記のモニタリングのほか、市民

等から問い合わせや相談が寄せられた箇所

については各施設所管課において調査を行

い、確認の結果、局所的に空間放射線量率

が除染の基準とされる毎時 μ を超

えた場所（いわゆるマイクロホットスポッ

ト）については、後述の学校施設で除染を

行ったほか、平成 年度から 年度まで

に公園 カ所、道路３カ所で側溝汚泥や落

ち葉等を除去した。

平成 年４月１日には、それまでの各区

役所等の職員による手作業での測定に代わ

り、空間放射線量率を常時監視するモニタ

リングポストを市内７カ所に新設した。測

定結果はホームページに１時間おきに自動

的に公開される。設置場所は市役所本庁舎

と宮城野区、若林区、太白区、泉区の区役

所と、宮城、秋保両総合支所の敷地内で、

地上１ 地点の線量を測る。太陽光発電パ

ネルとバッテリーを備え、外部電源がなく

ても稼働する。

写真 市役所前モニタリングポスト
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図表 放射性セシウムの

暫定値と新基準値

（暫定規制値）

食品群 規制値（ ）

野菜類

穀類

肉・卵・魚・その他

牛乳・乳製品

飲料水

※放射性ストロンチウムを含めて規制値を設定

（新基準値）

食品群 基準値（ ）

一般食品

乳幼児用食品

牛乳

飲料水

※放射性ストロンチウム、プルトニウムを含めて基

準値を設定

２．水道水

福島第一原発事故に関連した水道水中の

放射性物質への対応について、水道局では

平成 年３月 日から、水道水中の放射

性物質のモニタリングを実施している。当

初は、国見、福岡、茂庭の各浄水場および

宮城県仙南・仙塩広域水道より受水してい

る太白配水所の４地点の水道水について、

東北大学に測定分析を依頼して行ってきた。

平成 年１月には水道局で放射性物質測

定装置（ゲルマニウム半導体検出器）を導

入し、水道局独自の検査体制のもと、採水

ポイントを市内全ての浄水場と太白配水所

の９地点に拡大して、放射性物質のモニタ

リングを週１回の頻度で実施してきたが、

水道水中に放射性物質が検出されない状況

が継続していることから、平成 年８月以

降は検査の頻度を月１回に変更している。

水質検査の結果は、水道局のホームペー

ジにおいて公開しており、これまで検出し

た中での最高値は、放射性ヨウ素が平成

年３月 日の （当時の飲用指標

値 、乳児の飲用指標値 ）、

放射性セシウムが平成 年５月 日の

（当時の飲用指標値 、平

成 年４月１日からの目標値 ）と、

いずれの検査においても厚労省が定めた水

道水中の放射性物質に係る指標値・目標値

を大きく下回っている。

３．食品

（１）農産物等の対応

①農産物・林産物の放射性物質の測定

福島第一原発事故を受けて、県は平成

年３月 日から農産物および林産物（露地

栽培の原木しいたけを除く）独自検査を実

施した結果、全て国の基準値以下であった

（農産物については平成 年３月まで実

施）。

本市においても、ＪＡ仙台の協力のもと、

平成 年８月から農産物および林産物（露

地栽培の原木しいたけを除く）の独自検査

を実施した結果、全て国の基準値以下であ

った。

②原木しいたけの放射性物質検出への対応

福島第一原発事故の影響によって、本市

産の原木しいたけ（露地栽培）から、国の

基準値を超える放射性セシウムが検出され、

平成 年４月 日に国から出荷制限が出

された。

本市には、 名の原木しいたけ生産者が

おり、県の栽培管理基準に則した栽培管理

の実施等により、出荷制限解除に向けて、

対応を行った。本市では、県をオブザーバ

ーとする「仙台市露地栽培原木しいたけ生

産推進協議会」を設置し、生産者が県の基

準に基づく栽培管理を行うことができるよ

う生産者への周知徹底を図った。これらに

より、平成 年２月 日に２名（生産者

の一部の地区で栽培されたものに限る）、７

月 日に４名（うち１名は平成 年２月

 
 

第２節 飲食物の調査

１．国の対応

東京電力福島第一原子力発電所（以下、

「福島第一原発」という。）の事故を受け、

平成 年３月 日、厚生労働省は、高濃

度に放射性物質を含む食品が流通しないよ

う、食品の安全性を確保するための緊急時

の対応として、当時原子力安全委員会が定

めていた原子力災害時における「飲食物摂

取制限に関する指標」を、食品衛生法（昭

和 年法律第 号）上の暫定的な規制値

（平成 年３月 日～平成 年３月

日）に定め、これを上回る食品については、

食品衛生法第六条第二号に当たるものとし

て食用に供されることのないよう対応する

こととし、通知（「放射能汚染された食品の

取り扱いについて」）した。これを受け、

都県（※）を中心に地方自治体では検査を

開始（平成 年３月 日）した。

※ 都県は、青森県、秋田県、岩手県、宮城

県、山形県、福島県、茨城県、新潟県、栃

木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、山梨県、静岡県、長野県である。

その後、４月４日、厚労省より通知「農

畜水産物等の放射性物質検査について」が

発出され、それまで得られた知見に基づき

原子力災害対策本部が定めた、食品中の放

射性物質に関する地方自治体の検査計画や

原子力災害対策特別措置法に基づく出荷制

限等の取り扱いに関するガイドライン（「検

査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・

解除の考え方」）が示された。対象自治体は

検査計画の策定と、それに基づく検査の実

施が求められることになった。

６月 日には、原子力災害対策本部にお

いて、食品からの放射性ヨウ素の検出レベ

ルが低下する一方で、一部の食品から暫定

規定値を超える放射性セシウムが検出され

ていることを踏まえ、当該ガイドラインを

改正し、事故直後の放射性ヨウ素の降下に

よる影響を受けやすい食品に重点を置いた

ものから、放射性セシウムの影響および国

民の食品摂取の実態等を踏まえたものにな

った。以後、それまでの知見等を反映し、

当該ガイドラインが随時改正される形で、

飲食物の放射性物質の検査計画、出荷制限

等に係る運用がなされることとなった。

さらに、福島第一原発事故から約１年後

の平成 年３月 日には、厚労省はそれ

までの暫定規制値に基づく運用を改め、よ

り一層、食品の安全と安心を確保するため、

食品から許容することのできる放射性セシ

ウムの線量を、それまでの年間５ （ミリ

シーベルト）から年間１ に引き下げる

ことを基本として、食品衛生法に基づく放

射性物質の基準値を設定し、平成 年４月

１日から施行した。（「乳及び乳製品の成分

規格等に関する省令の一部を改正する省令、

乳及び乳製品の成分規格等に関する省令別

表の二の（一）の（１）の規定に基づき厚

生労働大臣が定める放射性物質を定める件

及び食品、添加物等の規格基準の一部を改

正する件について」（食安発 第１号））。

ここでは、線量の上限を食品の国際規格を

作成している国際食品規格委員会（コーデ

ックス委員会）の指標を参考に、食品から

追加的に受ける放射線の総量について定め

られたほか、食品区分についても、それま

での５区分から、特別に配慮が必要な「飲

料水」、「乳幼児食品」、「牛乳」および「一

般食品」の４区分に改め、規制値について

も、全ての規制値が暫定規制値より低い数

値になるよう見直しが図られた。
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が継続していることから、平成 年８月以

降は検査の頻度を月１回に変更している。
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福島第一原発事故を受けて、県は平成

年３月 日から農産物および林産物（露地

栽培の原木しいたけを除く）独自検査を実

施した結果、全て国の基準値以下であった

（農産物については平成 年３月まで実

施）。

本市においても、ＪＡ仙台の協力のもと、

平成 年８月から農産物および林産物（露

地栽培の原木しいたけを除く）の独自検査

を実施した結果、全て国の基準値以下であ

った。

②原木しいたけの放射性物質検出への対応

福島第一原発事故の影響によって、本市

産の原木しいたけ（露地栽培）から、国の

基準値を超える放射性セシウムが検出され、

平成 年４月 日に国から出荷制限が出

された。

本市には、 名の原木しいたけ生産者が

おり、県の栽培管理基準に則した栽培管理

の実施等により、出荷制限解除に向けて、

対応を行った。本市では、県をオブザーバ

ーとする「仙台市露地栽培原木しいたけ生

産推進協議会」を設置し、生産者が県の基

準に基づく栽培管理を行うことができるよ

う生産者への周知徹底を図った。これらに

より、平成 年２月 日に２名（生産者

の一部の地区で栽培されたものに限る）、７

月 日に４名（うち１名は平成 年２月
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対象とした持ち込み検査を実施した。本事

業は当初県より貸与を受けた測定機器５台

を用いて市役所で行ったが、平成 年４月

からは本市で購入した２台の測定機器を加

え、各区役所および総合支所で行っている。

測定結果は、その場で申請者へ通知する

ほか、郵送での通知も行った。また、取り

まとめた測定結果は県へ月に一度報告する。

測定結果は県が公表するほか、本市もホー

ムページに掲載する。

本事業は平成 年度以降も継続して行

う予定である。

図表 市民持込み食品検査実績

検体数 不検出
検出

以下 ～ 超

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

 
 

日一部解除対象者）、平成 年１月８日

には４名（うち２名は一部解除対象者）の

計７名の生産者の一部栽培箇所において出

荷制限指示が解除された。本市では、原木

しいたけ栽培管理シールを作成し、県の基

準に基づいて生産された原木しいたけの管

理を行うとともに、出荷制限解除がなされ

た後も、生産者は出荷の度に書類が必要と

なる等、手続きが煩雑なことから、これら

手続きの支援を行っている。

（２）流通食品の検査

今回の原発事故を受け、国が指定した

都県から出荷される農水産物については、

出荷前の放射性物質検査により安全性を確

認し、基準値を超えるものが流通しないよ

うに管理されている（本節１．参照）。本市

では、農畜水産物のより一層の安全性を確

保するため、食品衛生法に基づく検査とし

て、平成 年１月より流通段階における検

査を開始した。検査は効率性を図るため、

簡易検査と精密検査を組み合わせ実施して

いる。流通拠点となる仙台市中央卸売市場

を経由する農水産物については、多くの食

品を迅速に検査するため、まず食品監視セ

ンター（仙台市中央卸売市場内）で、スク

リーニング検査として簡易検査（ヨウ化ナ

トリウム（ シンチレーション検出器を

使用）を実施し、 以上を検出した

検体に限り、本市の衛生研究所に持ち込み

精密検査（ゲルマニウム（ ）半導体検出

器を使用）を行っている。また、前述の検

査に加え、平成 年５月より、仙台市中央

卸売市場を経由する食肉については食肉衛

生検査所、中央卸売市場を経由せず小売店

に出回る産直品などの農畜産物等は、各区

保健福祉センター衛生課が、衛生研究所に

おける精密検査を行っている。

本市では、当初市民から不安の声が多数

あったことを踏まえて、平成 年度以降、

年間 検体余りの検査を実施してきた。

その後、全国の検査状況から、農産物の基

準超過例がないことを考慮し、平成 年度

より農産物を対象とする検査を縮小した。

これまでの検査の実施結果は、図表

のとおりである。本市の検査では、

平成 年度に産直品のわらびにおいて、基

準値の超過（ ）が確認されたこと

から、生産地の管轄自治体に通報したが、

それ以外は、基準値の超過は見られていな

い。

図表 流通食品検査フロー

図表 流通食品検査実績

中央卸売

市場流通

食品

中央卸売市場

外流通食品

（産直品等）

基準値

超過

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

合計

（３）市民持込み食品等放射性物質簡易測定

前述したとおり、平成 年１月から流通

食品検査を実施していたが、自家消費する

食品についても検査してほしいとの声が高

まってきた。これを受け、本市では、県の

放射能安全安心事業に基づき、平成 年９

月に「仙台市市民持込み食品等放射性物質

簡易測定要綱」を策定し、平成 年 月

から自家菜園で収穫した野菜や、自家消費

のために採取した山菜、きのこ、魚などを

㏃ ㎏

以下

食肉

流通可

㏃ ㎏

以上
精密検査

（衛生研究所）

中央卸売

市場外

（産直品等）

中央卸売

市場

簡易検査

（食品監視

センター）

流通食品 農水産物

精密検査

（食肉衛生研究所）

精密検査

（衛生研究所）
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対象とした持ち込み検査を実施した。本事

業は当初県より貸与を受けた測定機器５台

を用いて市役所で行ったが、平成 年４月

からは本市で購入した２台の測定機器を加

え、各区役所および総合支所で行っている。

測定結果は、その場で申請者へ通知する

ほか、郵送での通知も行った。また、取り

まとめた測定結果は県へ月に一度報告する。

測定結果は県が公表するほか、本市もホー

ムページに掲載する。

本事業は平成 年度以降も継続して行

う予定である。

図表 市民持込み食品検査実績

検体数 不検出
検出

以下 ～ 超

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度
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図表 学校給食食材の放射性物質検査

検査対象 検査品目 検査頻度 検査実施主体 検査機器 検査期間

中央卸売市場

流通品
主要２～４品目のサンプリング 週１回

仙台市

衛生研究所

ゲルマニウム半

導体検出器

平成 年９月～継続中

（平成 年度末現在）

給食センター

使用品

契約物資のサンプリング 毎契約後 仙台市各学校

給食センター

ヨウ化ナトリウ

ムシンチレーシ

ョン検出器

平成 年５月～継続中

（平成 年度末現在）前日納品２品目 毎給食前日

単独調理校

使用品

契約物資のサンプリング 毎契約後 仙台市

健康教育課

ヨウ化ナトリウ

ムシンチレーシ

ョン検出器

平成 年６月～継続中

（平成 年度末現在）市場流通品以外 随時

一食全体

【平成 年度】

給食センター２カ所の調理給食

年５回

宮城県委託の

民間検査機関

※文部科学省か

らの委託によ

り実施

ゲルマニウム半

導体検出器

平成 年 月～

平成 年１月
【平成 ～ 年度】

各年度給食センター４カ所、

単独調理校４校の調理給食

一食全体
上記以外の給食センター

および各単独調理校調理給食
年１回

仙台市

健康教育課

ヨウ化ナトリウ

ムシンチレーシ

ョン検出器

平成 年 月～継続中

（平成 年度末現在）

（２）学校給食用牛乳の放射性物質の検査

本市の学校給食に使用している牛乳につ

いても、保護者の不安の声に応えるため、

平成 年６月から放射性物質調査を定期

的に実施し、結果を公表している。

検査は約４週間に１回の頻度で、仙台市

衛生研究所において、ゲルマニウム半導体

検出器を用いて検査している。

平成 年度末まで、検査結果は全て不検

出となっている。

（３）放射性物質への不安に伴う牛乳停止、給

食停止措置の状況

前記の検査等により、学校給食における

放射性物質への不安解消に向けた対応に努

めたものの、保護者の判断により、弁当等

を持参する児童生徒が一定数いた。

教育委員会では、平成 年以降、申請者

に対する牛乳停止、給食停止および弁当等

の持参を学校長の判断により認めることと

した。

平成 年度のピーク時には、牛乳を停止

した児童生徒は計 人、給食を停止した

児童生徒は計 人であったが、平成 年

５月では、それぞれ半数以下となっており、

減少の傾向が見られる。

引き続き検査を継続し、学校給食の安全

性を示していく必要がある。

 
 

第３節 学校の対応

教育委員会では、東京電力福島第一原子

力発電所事故に伴う放射性物質に対する保

護者の不安に対応し、児童生徒の安全な教

育環境を確保するため、学校敷地等の空間

放射線量測定のほか、学校プール水、学校

給食食材の放射性物質検査を実施している。

１．空間放射線量測定

学校施設においては、平成 年度より継

続的に空間放射線量測定を行っている。そ

の結果、除染の基準として国が設定した毎

時 μ を超えた学校について、平成

年度はプール汚泥等の除去（ 校）、汚

染土壌の除去（８校）、平成 年度は汚染

土壌の除去（４校）を行った。

平成 年度以降も、市内の中学校に簡易

測定器を１台設置し、定期的に空間放射線

量測定を行っているが、基準値を下回って

おり、安全が確認されている。

検査結果については、各学校ホームペー

ジ等により情報公開をしている。

２．学校プール水の放射性物質測定

震災後、夏の水泳授業の開始を控え、学

校の屋外プールの使用に不安の声が多く寄

せられていたことから、平成 年６月、

小・中学校 校を対象として、プール水の

放射性物質測定を行った。結果は不検出で

あり、安全性が確認できたことから、市内

小・中学校では、平成 年度より、水泳授

業を開始している。

平成 年度からも、プール使用シーズン

（５月～８月）の月１回、市内数カ所の学

校プールにおいて放射線測定を行っており、

平成 年度から 年度は 校、平成

年度は 校、地域バランス等を考慮の上

（各区から一校以上は選定）採水校を決定

して測定を行い、結果については教育委員

会ホームページ等により広く情報発信して

いる。

採水方法としては、プールを満水にした

後、プール最下層部の水を採取するもので、

測定には簡易型放射性物質検査器を用いて

いる。

平成 年度の検査開始から平成 年度

まで、検査の結果は全て不検出となってお

り、プールの利用は問題ないという有識者

の評価も得ている。

３．学校給食の放射性物質検査

（１）学校給食食材の放射性物質検査

食品の安全に不安をもつ保護者がいるこ

とを踏まえ、平成 年９月より、学校給食

に使用する頻度の高い主要な食品の中から、

産地や入荷状況等を考慮して２～４品目を

選定し、ゲルマニウム半導体検出器による

検査を実施している。頻度は週１回とし、

検査は仙台市衛生研究所において行ってい

る。

また、平成 年５月より、６カ所の学校

給食センターにおいて、ヨウ化ナトリウム

シンチレーション検出器による簡易検査を

給食実施日の前日にセンターごと食品２品

目について行っている。

その後も保護者の不安を解消するため検

査対象を拡大し、単独調理校での使用食品

や学校給食センターおよび単独調理校にお

ける契約物資の事前検査、実際の献立を全

て検査する一食全体検査も実施することと

なった。

いずれの検査においても、平成 年度末

まで、基準値（ ）を超える検査結

果は出ておらず、検査結果をホームページ

等により広く情報発信し、学校給食に対す

る児童生徒および保護者の安心につなげて

いる。
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図表 学校給食食材の放射性物質検査

検査対象 検査品目 検査頻度 検査実施主体 検査機器 検査期間

中央卸売市場

流通品
主要２～４品目のサンプリング 週１回

仙台市

衛生研究所

ゲルマニウム半

導体検出器

平成 年９月～継続中

（平成 年度末現在）

給食センター

使用品

契約物資のサンプリング 毎契約後 仙台市各学校

給食センター

ヨウ化ナトリウ

ムシンチレーシ

ョン検出器

平成 年５月～継続中

（平成 年度末現在）前日納品２品目 毎給食前日

単独調理校

使用品

契約物資のサンプリング 毎契約後 仙台市

健康教育課

ヨウ化ナトリウ

ムシンチレーシ

ョン検出器

平成 年６月～継続中

（平成 年度末現在）市場流通品以外 随時

一食全体

【平成 年度】

給食センター２カ所の調理給食

年５回

宮城県委託の

民間検査機関

※文部科学省か

らの委託によ

り実施

ゲルマニウム半

導体検出器

平成 年 月～

平成 年１月
【平成 ～ 年度】

各年度給食センター４カ所、

単独調理校４校の調理給食

一食全体
上記以外の給食センター

および各単独調理校調理給食
年１回

仙台市

健康教育課

ヨウ化ナトリウ

ムシンチレーシ

ョン検出器

平成 年 月～継続中

（平成 年度末現在）

（２）学校給食用牛乳の放射性物質の検査

本市の学校給食に使用している牛乳につ

いても、保護者の不安の声に応えるため、

平成 年６月から放射性物質調査を定期

的に実施し、結果を公表している。

検査は約４週間に１回の頻度で、仙台市

衛生研究所において、ゲルマニウム半導体

検出器を用いて検査している。

平成 年度末まで、検査結果は全て不検

出となっている。

（３）放射性物質への不安に伴う牛乳停止、給

食停止措置の状況

前記の検査等により、学校給食における

放射性物質への不安解消に向けた対応に努

めたものの、保護者の判断により、弁当等

を持参する児童生徒が一定数いた。

教育委員会では、平成 年以降、申請者

に対する牛乳停止、給食停止および弁当等

の持参を学校長の判断により認めることと

した。

平成 年度のピーク時には、牛乳を停止

した児童生徒は計 人、給食を停止した

児童生徒は計 人であったが、平成 年

５月では、それぞれ半数以下となっており、

減少の傾向が見られる。

引き続き検査を継続し、学校給食の安全

性を示していく必要がある。
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している。

 
図表 保育所給食一食全体検査結果

検査結果

給食数 セシウム セシウム

平成 年度

平成 年度

平成 年度

 

 
 

第４節 保育所の対応

１．給食事前調査

県では、平成 年５月から、学校等の給

食の安全を確保し、放射性物質の基準値を

超過する食材の給食への使用を防ぐことを

目的として、保育施設で翌日以降に使用す

る給食用食材の放射能サンプル測定を実施

している。

また、保護者の給食用食材の放射能汚染

に関する不安の高まりを受け、平成 年５

月からは本市独自で、全ての公立保育所の

ほか、市内の民間保育施設等へ参加を呼び

かけ、希望する保育施設等も加えた約

施設で給食用食材の放射性物質測定を実施

し、保育所等の給食のより一層の安全・安

心の確保を図ることにした。

当該事業の対象食品は、「食品中の放射性

物質に関する新たな基準値」（平成 年４

月１日施行）において、一般食品に分類さ

れるものとし、厚生労働省が定める「食品

中のセシウムスクリーニング法」に準じて

簡易検査を行った上で、測定結果が基準値

（ ）の２分の１（ ）より大

きい場合は、さらに精密検査としてゲルマ

ニウム半導体検出器を用いた検査を実施す

ることとしている。測定にあたっては、県

から簡易検査器の貸与を受け、子供未来局

において行っている。

当該検査は、平成 年５月から実施し、

平成 年３月 日現在も継続中だが、こ

れまで計測機器の測定の下限値である

を超える数値は出ていない。

なお、測定結果の一覧は検査日、品名、

産地、使用予定保育所、検査結果などの項

目を明らかにし、測定日翌日以降に本市ホ

ームページに公表している。

図表 保育所給食用食材事前調査実績

検体数 基準値超過

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

 
２．一食全体調査

本市では、県が放射性物質の基準値を超

過する食材の給食への使用を防ぐことを目

的として行う給食用食材の事前調査に加え

て、児童の安全・安心の確保の観点から、

給食一食全体について放射性物質の有無や

量について継続して把握するために、平成

年７月から「仙台市保育所給食の一食全

体測定事業に関する実施要領」に基づき、

「保育所給食の一食全体調査」を実施して

いる。この調査は、保育所給食の一食全体

について、提供後に精密検査を行い、放射

性物質の有無および量を測定するもので、

当該検査は、食品衛生法第四条第９項に規

定する登録検査機関等に委託して、実施し

ている。

当該事業の対象保育所は、公立保育所お

よび私立保育所の中から、子供未来局が保

育所の意向調査の結果や地域バランス等を

考慮し、指定して、実施している。

測定は、セシウム とセシウム に

ついてゲルマニウム半導体検出器を用いた

ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分

析法を用いて、週に１回程度、同じ施設で

継続的（おおむね３か月）に実施している。

当該検査は、平成 年７月から実施し、

平成 年３月 日現在も継続中だが、機

器の計測の検出下限値である５ を超

える検出はこれまでのところない。また、

測定結果は、翌日以降に検査日、対象保育

所名、給食提供日、献立内容、検査結果を

本市ホームページへの掲載等をもって公表
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している。

 
図表 保育所給食一食全体検査結果

検査結果

給食数 セシウム セシウム

平成 年度

平成 年度

平成 年度
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市民からは、本事業による放射性物質に

関わる不安の声も寄せられたため、事業内

容や測定結果などについて、その都度丁寧

に説明を行った。焼却期間中、焼却灰の放

射能濃度および空間放射線量を週１回、排

ガスと放流水の放射能濃度を月１回測定し、

その結果をホームページやチラシ等で公表

した。また、本格焼却の放射性物質に関わ

る測定結果についても、試験焼却と同様に、

通常のごみ処理時と同程度であった。

測定結果は次のとおり。

①搬出時の空間放射線量： μ か

ら μ

②清掃工場の敷地境界等における空間放

射線量： μ から μ

③清掃工場の排ガス・放流水の放射能濃

度：不検出

④焼却灰・集塵灰の放射能濃度：不検出

～

２．水道

水道水の浄水処理過程で生じる浄水発生

土について厚生労働省は、放射性物質が検

出された場合の処分などに関する取扱いを

示している（平成 年６月 日付け「放

射性物質が検出された浄水発生土の当面の

取扱いに関する考え方について」）。 
本市では、東京電力福島第一原子力発電

所の事故により放射性物質濃度がクリアラ

ンスレベル（ ）を超える浄水発生

土が発生し、その最大濃度は平成 年

月に採取された茂庭浄水場発生土の

であった。なお、平成 年８

月以降、クリアランスレベルを超えるもの

は生じていない。 
浄水発生土について、本市では前述の取

扱いに従い、クリアランスレベルを超えた

ものは管理型最終処分場への埋め立て処分、

クリアランスレベル以下のものは建設改良

土やセメント原料、園芸用土として再利用

を行っている。 

図表 放射性物質が検出された浄水

発生土の当面の取扱いに関する考え方

基準 取扱い

万 超 県内の遮蔽できる施設で保管

万 以下

濃度ごとに敷地境界から一定

の距離を取り、管理型処分場に

仮置き

千 以下

管理型処分場に埋め立て処分

（跡地を居住などの用途に供

しない場合）

クリアランスレ

ベル（ ）

以下

再利用

 
図表 浄水発生土の処理状況

年度 状況

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

３．下水

下水処理に伴い発生する汚泥に関して、

放射性物質を含む汚泥等の取り扱いの基準

が、国土交通省都市・地域整備局、同下水

道部より平成 年６月に通知された。この

ほか、他の関係省庁や県などからの通知に

基づき、本市下水道事業では、平成 年７

月より南蒲生、広瀬川の２カ所の浄化セン

ターにおいて、脱水汚泥および汚泥焼却灰

（南蒲生浄化センターは、焼却炉が復旧し

た平成 年６月の焼却再開後。同年 月

以降は、広瀬川浄化センターの汚泥も合わ

せて焼却。）の放射性物質濃度検査を月１回

実施している。

南蒲生浄化センターでは平成 年７月

の脱水汚泥の測定で、放射性セシウム

を計測したが、以降、年月の経過と

 
 

第５節 廃棄物ほか

 
１．廃棄物

（１）放射性物質汚染対処特別措置法の施行

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原

子力発電所の事故により、大量の放射性物

質が一般環境中に拡散し、それにより汚染

された廃棄物や土壌等に起因する周辺住民

の健康および生活環境への影響が懸念され

た。

こうしたことから、当該事故由来の放射

性物質による環境汚染への対処に関し、国、

原子力事業者、地方自治体等のそれぞれの

主体が果たすべき責任を定め、速やかに環

境汚染を低減することを目的として、平成

年８月に放射性物質汚染対処特別措置法

が成立し、平成 年１月に完全施行された。

本法においては、放射能濃度

超の指定廃棄物は、国がその処理を行うこ

ととされた。一方で、 以下の汚

染廃棄物については、廃棄物処理法に基づ

く通常の処理方法によって、周辺住民、作

業者のいずれにとっても安全に処理するこ

とが可能であるため、同法に基づく処理を

行うこととされた。

（２）農林業系廃棄物（牧草およびホダ木）の

処理

放射性物質により汚染された牧草および

ホダ木（キノコ栽培用の丸太）については、

原発事故以降、長期にわたり市内の畜産農

家やしいたけ生産者が敷地内に保管を続け、

生産活動にも支障をきたす状況であった。

これら汚染廃棄物 は、放射能濃度が

以下であり、廃棄物処理法上の

一般廃棄物に区分されるため、市町村がそ

の処理責任を有する。また、腐敗等が進行

し生活環境保全上支障が生じるおそれがあ

ったことから、農林業系廃棄物の焼却処理

の検討に入った。

平成 年６月に、国の全額負担による処

理について協議が整ったことなどから、翌

月から試験焼却を実施することとした。

図表 放射性物質に汚染された農林業

系廃棄物の処理量等

区分 処理量 
放射能濃度

平成 年秋測定

牧草 
約 ｔ

（ ロール）

平均値

最高値

ホダ木 
約 ｔ

（約 本）

平均値

最高値

試験焼却（７月 日から 日までの５

日間）を実施するにあたり、通常のごみ処

理に支障を来さないよう、３カ所の清掃工

場（今泉・葛岡・松森）の安定的な運転（混

焼）および円滑な搬出入ができる範囲内で

条件を設定し、その条件下で、焼却灰の放

射能濃度への影響について、検証した。

その結果、燃焼しにくい牧草が安定的に

処理でき、また、焼却灰の放射能濃度等に

ついて、汚染廃棄物を焼却する前後と比べ

て、同程度であって、安全に処理できるこ

とを確認した。

測定結果は次のとおり。

①搬出時の空間放射線量：仙台市街地と

同程度の μ から μ

②清掃工場の敷地境界等における空間放

射線量：試験焼却の前後と同程度の

μ から μ

③清掃工場の排ガス・放流水の放射能濃

度：不検出

④焼却灰・集塵灰の放射能濃度：試験焼

却の前後と同程度の から

同年８月 日から本格焼却を実施する

こととし、 月 日までの約４カ月間、

３カ所の清掃工場で、汚染廃棄物の全量に

ついて、一般ごみとの混焼により処理した。
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市民からは、本事業による放射性物質に

関わる不安の声も寄せられたため、事業内

容や測定結果などについて、その都度丁寧

に説明を行った。焼却期間中、焼却灰の放

射能濃度および空間放射線量を週１回、排

ガスと放流水の放射能濃度を月１回測定し、

その結果をホームページやチラシ等で公表

した。また、本格焼却の放射性物質に関わ

る測定結果についても、試験焼却と同様に、

通常のごみ処理時と同程度であった。

測定結果は次のとおり。

①搬出時の空間放射線量： μ か

ら μ

②清掃工場の敷地境界等における空間放

射線量： μ から μ

③清掃工場の排ガス・放流水の放射能濃

度：不検出

④焼却灰・集塵灰の放射能濃度：不検出

～

２．水道

水道水の浄水処理過程で生じる浄水発生

土について厚生労働省は、放射性物質が検

出された場合の処分などに関する取扱いを

示している（平成 年６月 日付け「放

射性物質が検出された浄水発生土の当面の

取扱いに関する考え方について」）。 
本市では、東京電力福島第一原子力発電

所の事故により放射性物質濃度がクリアラ

ンスレベル（ ）を超える浄水発生

土が発生し、その最大濃度は平成 年

月に採取された茂庭浄水場発生土の

であった。なお、平成 年８

月以降、クリアランスレベルを超えるもの

は生じていない。 
浄水発生土について、本市では前述の取

扱いに従い、クリアランスレベルを超えた

ものは管理型最終処分場への埋め立て処分、

クリアランスレベル以下のものは建設改良

土やセメント原料、園芸用土として再利用

を行っている。 

図表 放射性物質が検出された浄水

発生土の当面の取扱いに関する考え方

基準 取扱い

万 超 県内の遮蔽できる施設で保管

万 以下

濃度ごとに敷地境界から一定

の距離を取り、管理型処分場に

仮置き

千 以下

管理型処分場に埋め立て処分

（跡地を居住などの用途に供

しない場合）

クリアランスレ

ベル（ ）

以下

再利用

 
図表 浄水発生土の処理状況

年度 状況

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

平成 年度
埋立処分

再利用

３．下水

下水処理に伴い発生する汚泥に関して、

放射性物質を含む汚泥等の取り扱いの基準

が、国土交通省都市・地域整備局、同下水

道部より平成 年６月に通知された。この

ほか、他の関係省庁や県などからの通知に

基づき、本市下水道事業では、平成 年７

月より南蒲生、広瀬川の２カ所の浄化セン

ターにおいて、脱水汚泥および汚泥焼却灰

（南蒲生浄化センターは、焼却炉が復旧し

た平成 年６月の焼却再開後。同年 月

以降は、広瀬川浄化センターの汚泥も合わ

せて焼却。）の放射性物質濃度検査を月１回

実施している。

南蒲生浄化センターでは平成 年７月

の脱水汚泥の測定で、放射性セシウム

を計測したが、以降、年月の経過と
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第６節 賠償和解申立て 

１．損害賠償の請求 
本市では、東京電力福島第一原発事故に

伴う放射能検査、放射線測定、除染、広報

等の経費に関して、国からの補助金を除く

全額について、東京電力株式会社に対する

損害賠償請求を行ってきた。平成 年

月に１回目の賠償請求を行い、以降、平成

年 月までに５回にわたり、請求して

いる。

東京電力（株）では、法令や政府指示等

により負担を余儀なくされた費用を賠償対

象と主張しており、特に除染については、

対象範囲である「汚染状況重点調査地域」

に本市が入っていないとして、対象外とし

ている。

それに対して本市では、除染は原発事故

に伴い市民の安心安全のために実施したも

のであり、このような事態を招いた原子力

事業者が責任を持って費用負担すべきとし

て引き続き主張している。

なお、請求にあたっては、県および県内

市町村と連携して請求書を提出している。

【一般会計分】

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年 月および

平成 年３月

・賠償金受領額： 円

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年８月

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年３月

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年 月

また、下水道および水道事業においても

損害賠償請求を行っている。

本市下水道事業においては、東京電力福

島第一原発事故に伴う放射線測定、下水汚

泥焼却灰保管、下水汚泥焼却灰処分、除染

等の経費に関して、東京電力（株）に対す

る損害賠償請求を行ってきた。平成 年５

月に１回目の賠償請求を行い、以降、平成

年 月までに４回にわたり、請求して

いる。

これまでの協議の結果、東京電力（株）

では、放射線測定、下水汚泥焼却灰処分に

関する費用についてはおおむね賠償する意

向を示しているが、下水汚泥焼却灰の保管

費用については、その保管に係る施設整備

が資産の取得にあたるとして賠償対象外と

している。

それに対して本市下水道では、この保管

に係る施設整備は、原発事故の影響により

処分できなくなった下水汚泥焼却灰を一時

保管するために行ったものであり、このよ

うな事態を招いた原子力事業者が責任を持

って負担すべきとして引き続き主張してい

る。

【下水道事業分】

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年５月および

平成 年９月

・賠償金受領額： 円

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年９月

 
 

ともに数値は漸減している。焼却灰につい

ては、平成 年度は を超える

こともあったが、平成 年度末においては

から 程度まで減少し

た。

震災前は、汚泥全量をセメント原料とし

てリサイクルしていたが、焼却灰にはいま

だ基準値以上の放射性物質が含まれており、

平成 年度末現在でもリサイクルを中断

している状況である。

なお、南蒲生浄化センターからの放流水

についても平成 年７月以降検査を続け

ているが、放射性物質は不検出となってい

る。

図表 放射性セシウムを含む汚泥の

取り扱い基準

濃度 取扱い基準

万 超 放射線を遮蔽できる施設で保管

万 以下 管理型処分場に仮置き

千 以下 管理型処分場に埋立可能

以下 汚泥肥料への再利用可能

以下 コンクリート等への再利用可能

 
図表 脱水汚泥、汚泥焼却灰の放射性セシウム濃度の推移
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第６節 賠償和解申立て 

１．損害賠償の請求 
本市では、東京電力福島第一原発事故に

伴う放射能検査、放射線測定、除染、広報

等の経費に関して、国からの補助金を除く

全額について、東京電力株式会社に対する

損害賠償請求を行ってきた。平成 年

月に１回目の賠償請求を行い、以降、平成

年 月までに５回にわたり、請求して

いる。

東京電力（株）では、法令や政府指示等

により負担を余儀なくされた費用を賠償対

象と主張しており、特に除染については、

対象範囲である「汚染状況重点調査地域」

に本市が入っていないとして、対象外とし

ている。

それに対して本市では、除染は原発事故

に伴い市民の安心安全のために実施したも

のであり、このような事態を招いた原子力

事業者が責任を持って費用負担すべきとし

て引き続き主張している。

なお、請求にあたっては、県および県内

市町村と連携して請求書を提出している。

【一般会計分】

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年 月および

平成 年３月

・賠償金受領額： 円

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年８月

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年３月

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年 月

また、下水道および水道事業においても

損害賠償請求を行っている。

本市下水道事業においては、東京電力福

島第一原発事故に伴う放射線測定、下水汚

泥焼却灰保管、下水汚泥焼却灰処分、除染

等の経費に関して、東京電力（株）に対す

る損害賠償請求を行ってきた。平成 年５

月に１回目の賠償請求を行い、以降、平成

年 月までに４回にわたり、請求して

いる。

これまでの協議の結果、東京電力（株）

では、放射線測定、下水汚泥焼却灰処分に

関する費用についてはおおむね賠償する意

向を示しているが、下水汚泥焼却灰の保管

費用については、その保管に係る施設整備

が資産の取得にあたるとして賠償対象外と

している。

それに対して本市下水道では、この保管

に係る施設整備は、原発事故の影響により

処分できなくなった下水汚泥焼却灰を一時

保管するために行ったものであり、このよ

うな事態を招いた原子力事業者が責任を持

って負担すべきとして引き続き主張してい

る。

【下水道事業分】

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年５月および

平成 年９月

・賠償金受領額： 円

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年９月
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解仲介（あっせん）の申立てを行った。

申立ての内容は、本市下水道が平成 年

３月 日までに原発事故に伴う放射性物

質対策に要した費用のうち、既に賠償額を

受領している平成 年度分を除く２億

万円余および延滞損害金の支払いを

求めるものである。
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平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年 月

本市水道事業に係る放射性物質の影響対

策に要した費用として、水道局では、検査

モニタリング費用、測定機器等購入費用、

浄水発生土処分等費用および対応人件費の

損害賠償請求を東京電力（株）に対して行

ってきた。平成 年 月に１回目の賠償

請求を行い、以降、平成 年３月までに６

回にわたり、約１億 万円を賠償請求

している（重複して請求している分を除く。

以下※部分同様）。そのうち、約１億

万円の賠償金を受領しているが、人件費に

ついては合意に至らず、協議を進めている。

【水道事業分】

平成 年度分

・請求額： 円※

・請求時期：平成 年 月、

平成 年６月、

平成 年 月、

平成 年７月および

平成 年３月

・賠償金受領額： 円

平成 年度分

・請求額： 円※

・請求時期：平成 年 月、

平成 年７月および

平成 年３月

・賠償金受領額： 円

平成 年度分

・請求額： 円※

・請求時期：平成 年７月および

平成 年３月

・賠償金受領額： 円

平成 年度分

・請求額： 円

・請求時期：平成 年 月および

平成 年３月

２．原子力損害賠償紛争解決センターへの申

立て 
裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）とは、訴

訟手続によらない紛争解決方法を広く指す

もので、あっせん、調停、仲裁の種類があ

る。訴訟と比べて手続きが簡便で、時間・

経費ともに少なく済む、などのメリットが

あり、紛争処理に関する負担の軽減が期待

される制度である。

東京電力福島第一原発事故を受け、原子

力損害賠償法に基づき、文部科学省の原子

力損害賠償紛争審査会のもとに平成 年

８月 日に「原子力損害賠償紛争解決セン

ター」が設置された。同センターは、原発

事故に関する紛争を円滑、迅速、かつ公正

に解決することを目的としており、弁護士

等の仲介委員らによる和解のあっせんが行

われる。同意または一部同意の場合には和

解が成立、不同意の場合には再度和解仲介

の申立てまたは民事訴訟提起ができる。

本市は、平成 年第３回定例会での議決

を経て、平成 年 月９日、原子力損害

賠償紛争解決センターに、東京電力（株）

を相手方とする和解仲介（あっせん）の申

立てを行った。

申立ての内容は、本市が平成 年３月

日までに原発事故に伴う放射性物質対策

に要した費用 万円余および延滞損害

金（すでに一部受領した損害賠償金に対す

るものを含む）の支払いを求めるものであ

る。

なお、平成 年度分として賠償請求して

いる額のうち、約９割にあたる 万円

余の支払いについて平成 年９月 日に

東京電力（株）と合意した。残りの賠償額

については、引き続き請求することとした。
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第１節 業務継続計画 ＢＣＰ の策定

 
１．業務継続計画策定の経緯 

東日本大震災では多くの尊い人命が失わ

れ、ライフラインの停止や燃料の供給途絶

など、市民生活や経済活動に重大な支障が

生じた。

本市においては、発災後速やかに災害対

策本部を設置し、組織の総力をあげて災害

対応業務に従事したが、これまでの想定を

はるかに超えた大災害であったため、指定

避難所の運営をはじめとしてマンパワーが

大幅に不足した。また、災害対応業務と通

常業務の配分や通常業務の再開時期が不明

確であったことにより、業務量のアンバラ

スが生じるなどさまざまな混乱をきたした。

こうした経験と教訓を踏まえ、大規模な

地震・津波災害の発生により市役所機能が

低下した場合における、人的、物的資源の

確保のため、時系列ごとに実施すべき業務

の優先度を整理し、共有を図る必要がある

として、業務継続計画策定の検討を始める

こととした。

【震災時における本市業務の状況】

・避難所はピーク時に カ所が開設され、

開設期間は５カ月にわたった。

・膨大なマンパワーが必要となり、特に区役

所の負担が大きかった。

・災害対応の知識や心構えが不十分な職員が

いた。

・震災２カ月後も災害対応業務が全業務量の

半分を占め他都市応援職員などのマンパワ

ーが必要であった。

・早期に通常業務に戻った部署もあり、繁忙

な部署と不均衡が生じた。

・耐震対策の効果により、倒壊した建物はな

かったが、設備や機器が破損し業務再開に

時間を要した施設もあった。

・燃料の調達が困難となり、災害対応車両の

燃料や市庁舎の非常用電源等、全ての業務

に影響があった。

２．業務継続計画の策定 
本市では、平成 年度に「仙台市業務継

続計画」の策定に着手した。非常時に行う

べき業務の優先順位や、人的・物的資源の

確保策等について市の庁内照会やヒアリン

グを実施し、設備や機器、燃料、物資備蓄

等についても調査を進めた。東日本大震災

の経験と教訓を生かした計画を目指し、骨

子案や素案に庁内各課からの意見を反映す

るなどの検討経過を経て、平成 年３月

日の「仙台市危機管理連絡本部会議」に

おいて「仙台市業務継続計画（ＢＣＰ）【地

震・津波災害対策編】」を決定した。

なお、上記本部会議では、業務継続計画

と関連のある災害時の燃料の優先配分に係

る計画も決定している。

３．業務継続計画の内容 
（１）基本方針 

業務継続計画は、大規模な地震・津波災

害の発生により市役所機能が低下する中に

あっても、市民の生命・身体および財産を

保護し、市民生活への影響を最小限とする

よう、迅速に災害対応業務を開始するとと

もに、最低限の行政サービスを維持しつつ、

可能なかぎり早期に通常業務を復旧させる

ことを目的としており、「非常時に必要な人

的・物的資源を確保するとともに、職員の

災害対応能力を強化する」「市民の安全の確

保を最優先に、優先度の高い業務から着手

する」「課題と対策を検証し不断の見直しを

行う」の３点を基本方針として掲げている。
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よう、迅速に災害対応業務を開始するとと

もに、最低限の行政サービスを維持しつつ、

可能なかぎり早期に通常業務を復旧させる

ことを目的としており、「非常時に必要な人

的・物的資源を確保するとともに、職員の
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行う」の３点を基本方針として掲げている。
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②視点２ 職員の災害対応体制 
従前の地域防災計画でも災害時の各部署

の業務を規定していたが、実際の震災対応

で、自分の課の業務とされている災害対応

業務を十分に理解していない職員もいた。

また、本来は避難所の担当ではない職員

も避難所に派遣されたが、応援に入った職

員が業務内容を理解しておらず、また業務

内容や懸案事項等の引き継ぎを適切に行う

ことができなかった。応援の職員が数日で

交代するため、仕事を覚えたころに元の職

場に戻り、また初心者が配置される繰り返

しで十分な戦力とならない状況も生じた。

区役所は、区本部長である区長の指揮に

より災害対応を行うこととされていたが、

区役所の通常業務の企画・指導を行う本庁

の事業主管課からも直接指示や依頼があり、

混乱した。

これらの経験と教訓から、今後に向けて

は、災害時における職員の役割についての

研修や訓練の実施、非常時の指揮系統の整

理などの取り組みを進める。なお職員の動

員計画については、より厳しい発災想定で

計画を立てる必要がある。

③視点３ 庁舎および設備 
今回の震災で、倒壊した市の庁舎はなか

った。これは、これまで進めてきた市有建

築物の耐震化の取り組み（平成 年度末約

）に、一定の効果があったものと考えら

れる。一方で、非構造部材については、天

井部材等の落下などが生じたものもあった。

執務室では機器が転倒、破損して業務再開

に時間や費用を要した。

避難所の中には、緊急に避難所を開設し

たが、その後の安全確認によりほかの建物

への移動を余儀なくされたところもあった。

庁舎および設備についての課題としては、

庁舎の躯体以外の非構造部材等の対策、発

災後速やかな避難所の安全確認の実施、執

務室の什器の転倒防止などがあげられる。

④視点４ 燃料の確保 
発災当時、各施設の非常用発電機の燃料

の備蓄量は数時間から１日分程度で、停電

が復旧したときには枯渇寸前のところもあ

った。

燃料確保のための市役所内の一元的な情

報連絡ルートが確立されていなかった。緊

急車両でさえ燃料調達に時間を要し、給油

できなかった公用車もあった。

燃料の確保についての課題としては、各

施設で必要な量をあらかじめ把握すること

とあわせて、劣化対策なども必要である。

また、ガソリンの備蓄や公用車の給油頻度

の見直しのほか、災害時の燃料確保につい

て一元的な情報管理を考える必要がある。

⑤視点５ 情報・通信システム 
震災時、外線電話は通信が集中し、関係

機関等と連絡が取れなかった。防災行政無

線を指定避難所に整備していたが、通話時

間が１回３分と短く、バッテリーも数時間

から１日程度しかもたないものであった。

衛星携帯電話を保有していたが、保有の事

実を知らず使用しなかった例があった。ま

た、震災後、膨大なデータ量を管理するた

め被災者支援のシステムを開発することに

なり、その構築に時間を要した。

これらの課題に対しては、代替の通信手

段の検討、機器の導通試験や習熟訓練、被

災者支援のための情報システムの事前検討

などが必要である。

⑥視点６ 業務用物資・職員用備蓄 
震災以前から職員用の食料・飲料水１万

食を確保していたが、不十分だった。泊ま

り込みの者もおり、毛布が必要だった。ト

イレットペーパーが不足し、補充ができず

底をついた庁舎もあった。

災害発生の初動期は昼夜を問わず対応を

継続する必要があるため、２日分程度の職

員用の食料や毛布の備蓄、配給ルールの設

定が必要である。また、断水等で庁舎のト
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業務継続計画では、６つの視点から震災

時の対応を振り返り、課題を整理して取り

組みを進めることとしている。

①視点１ 災害対応業務と通常業務の対応 
避難所はピーク時に カ所を開設し、

５カ月弱の長期運営となった。区役所職員

に大きな負荷がかかり、マンパワー不足を

補うため本庁職員も避難所運営に携わった

が、職員の業務内容に対する理解不足や短

期間での交代により、避難所運営に支障が

生じるなど、避難所運営の対応体制に課題

を残した。

また、通常業務の優先度が整理されてお

らず、災害対応業務と並行で通常業務を行

った部署があり、「避難所で 時間勤務し

た後に通常業務を８時間行う」など過酷な

労働環境となる事例もあった。り災証明の

発行業務でも業務量が膨大となり、人員不

足により業務が滞って苦情を招いた。その

一方、負担の大きい災害対応業務の割当の

なかった部署もあり、業務分担の不均衡が

見られた。

これらの経験と教訓から、避難所運営に

ついては、全庁的な対応体制を構築すると

ともに、非常時優先業務について、時系列

ごとの業務の把握・通常業務の絞り込みを

行う。また同時に、優先度の低い通常業務

を縮小か停止し、災害対応のマンパワーを

ねん出する必要がある。あわせて、保育所

のような、災害時にもニーズが大きい市有

施設は業務を極力継続する（本章第４節参

照）。

仙台市業務継続計画 の構成

第１章
総 論

第３章
非常時優先業務

第４章
業務を継続する
ための環境整備

１．業務の対応 ２．職員の体制

３．庁舎と設備 ４．燃料の確保

５．情報・通信

６．業務用物資

１．業務の対応 ⇒災害時に当市が

実施する「非常時優先業務」を整理

２．職員の体制 ３．庁舎と設備

４．燃料の確保 ６．業務用物資

５．情報・通信

第２章
東日本大震災の
経験と教訓
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②視点２ 職員の災害対応体制 
従前の地域防災計画でも災害時の各部署

の業務を規定していたが、実際の震災対応

で、自分の課の業務とされている災害対応

業務を十分に理解していない職員もいた。

また、本来は避難所の担当ではない職員

も避難所に派遣されたが、応援に入った職

員が業務内容を理解しておらず、また業務

内容や懸案事項等の引き継ぎを適切に行う

ことができなかった。応援の職員が数日で

交代するため、仕事を覚えたころに元の職
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研修や訓練の実施、非常時の指揮系統の整

理などの取り組みを進める。なお職員の動

員計画については、より厳しい発災想定で

計画を立てる必要がある。
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った。これは、これまで進めてきた市有建
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れる。一方で、非構造部材については、天

井部材等の落下などが生じたものもあった。
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急車両でさえ燃料調達に時間を要し、給油

できなかった公用車もあった。

燃料の確保についての課題としては、各

施設で必要な量をあらかじめ把握すること

とあわせて、劣化対策なども必要である。

また、ガソリンの備蓄や公用車の給油頻度

の見直しのほか、災害時の燃料確保につい

て一元的な情報管理を考える必要がある。

⑤視点５ 情報・通信システム 
震災時、外線電話は通信が集中し、関係

機関等と連絡が取れなかった。防災行政無

線を指定避難所に整備していたが、通話時

間が１回３分と短く、バッテリーも数時間

から１日程度しかもたないものであった。

衛星携帯電話を保有していたが、保有の事

実を知らず使用しなかった例があった。ま

た、震災後、膨大なデータ量を管理するた

め被災者支援のシステムを開発することに

なり、その構築に時間を要した。

これらの課題に対しては、代替の通信手

段の検討、機器の導通試験や習熟訓練、被

災者支援のための情報システムの事前検討

などが必要である。

⑥視点６ 業務用物資・職員用備蓄 
震災以前から職員用の食料・飲料水１万

食を確保していたが、不十分だった。泊ま

り込みの者もおり、毛布が必要だった。ト

イレットペーパーが不足し、補充ができず

底をついた庁舎もあった。

災害発生の初動期は昼夜を問わず対応を

継続する必要があるため、２日分程度の職

員用の食料や毛布の備蓄、配給ルールの設

定が必要である。また、断水等で庁舎のト
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出勤するのかの想定が可能となり、業務遂

行に必要な職員体制の把握を円滑に行うこ

とができる。

図表 職員の参集率予測結果

（基本モデル）

発災 時間以内

発災 時間以内

発災 時間以内

発災 時間以内

発災 時間以内

発災 時間経過後

 
あわせて、参集不能率として、渋滞やけ

が、病休や育休などで参集できない職員が

いることを考慮する必要がある。発災直後

は が、最終的には長期の休暇・休職の

取得者等の割合と同程度の５ が、参集不能

と見込んでいる。

③非常時優先業務の実施方針 
ア．市民の命をつなぐ災害対応業務を最優先で

実施 
発災直後は職員のマンパワーや燃料等の

資源が不足する状況の中、膨大な災害対応

業務を遂行しなければならない。また、災

害対応業務の市民ニーズも時間とともに変

化する。このため、時系列ごとの優先度に

応じた業務の選択と、マンパワーや燃料等

の資源の集中が必要である。

そのため、発災直後は全ての災害対応業

務を一斉に開始するのではなく、救命救急

活動や避難所開設等の市民の生命・身体に

関わる災害対応業務を最優先で実施し、そ

の後順次、相談窓口の設置や、罹災証明発

行等の生活再建支援業務を実行する。

イ．市民生活のライフライン維持のための業務

は、災害時でも「継続」 
水道局、交通局、ガス局、市立病院、建

設局下水道関連部門、環境局ごみ処理関連

部門は、市民生活に直結するライフライン

であることから、機能維持と早期復旧に全

力を投入する。

被災後、市民が事業の再開に向けて速や

かに復旧業務等を進めるためには、学校や

保育所等の環境整備も重要であることから、

避難所運営等の非常時優先業務との兼ね合

いを適切に見極めながら早期再開を進める。

ウ．災害対応業務へのマンパワー確保のため、

通常業務を可能な限り「停止」または「縮小」 
各局・区役所等は、発災直後に生じる避

難所運営業務等の膨大な災害対応業務を迅

速かつ的確に実施するため、平常時に実施

している通常業務については、優先度に応

じ停止もしくは縮小する。

エ．業務遂行に必要となるエネルギー等の必要

資源は「選択と集中」によって配分 
災害時には、非常時優先業務で必要とす

る資源について、庁内各部局の要求する数

量を調達できない場合が想定される。この

ため、非常時優先業務の中でも特に重要な

業務を洗い出し、優先順位をつけて、資源

を効果的に配分する。

④業務開始時期の目安 
発災後の経過時間により３つの段階に分

け、それぞれ主な業務内容と業務開始時期

の目安を設定した。

フェーズ１は、発災からおおむね 時間

までの時期で、「市民の命をつなぐ」初動段

階と位置づける。職員の参集など初動体制

の構築、救急救命活動、ライフライン機能

の維持などの業務を想定する。

フェーズ２は、発災からおおむね 週間

までの時期で、「日常の復旧」へ踏み出す応

急対策段階とする。相談窓口の設置や建物

危険度判定、道路の応急復旧、通常業務の

一部再開などにあたる。

フェーズ３は、発災からおおむね１週間

以降の時期とし、「生活を再建する」復旧復

 
 

イレが使用できなくなる事態への備えや、

トイレットペーパーなどの消耗品の備蓄を

進める。

（３）非常時優先業務 
①非常時優先業務の定義 

「非常時優先業務」には応急対策業務や

早期実施の必要な「災害対応業務」と、停

止することにより市民生活等への影響が大

きい｢優先的通常業務｣がある。

ア．災害対応業務 
災害対策本部の設置・運営、避難所運営、

救援物資搬送、罹災証明発行など、災害時

においてのみ発生する業務。

イ．優先的通常業務 
通常ごみの処理、戸籍届の審査受理、食

中毒・感染症対策等の市民の健康管理など、

通常業務のうち災害時も継続または早期再

開すべき業務。

図表 非常時優先業務

非常時優先業務

＝ 災害対応業務 ＋ 優先的通常業務

図表 非常時優先業務実施のイメージ

 
 

②非常時優先業務選定の前提条件 
非常時優先業務を選定する際の前提とし

ては、「東日本大震災と同規模」の被害が「日

曜日の 時に発災」する想定で、業務の対

象期間は「発災２カ月以内」として、検討

を行っている。また、市長部局の職員約４

千人分の「自宅から勤務先まで徒歩」で参

集する場合の所要時間から、参集率を算定

している。

これにより、実際に何人がどこの部署に
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出勤するのかの想定が可能となり、業務遂

行に必要な職員体制の把握を円滑に行うこ

とができる。

図表 職員の参集率予測結果

（基本モデル）
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あわせて、参集不能率として、渋滞やけ

が、病休や育休などで参集できない職員が

いることを考慮する必要がある。発災直後

は が、最終的には長期の休暇・休職の

取得者等の割合と同程度の５ が、参集不能

と見込んでいる。

③非常時優先業務の実施方針 
ア．市民の命をつなぐ災害対応業務を最優先で

実施 
発災直後は職員のマンパワーや燃料等の

資源が不足する状況の中、膨大な災害対応

業務を遂行しなければならない。また、災

害対応業務の市民ニーズも時間とともに変

化する。このため、時系列ごとの優先度に

応じた業務の選択と、マンパワーや燃料等

の資源の集中が必要である。

そのため、発災直後は全ての災害対応業

務を一斉に開始するのではなく、救命救急

活動や避難所開設等の市民の生命・身体に

関わる災害対応業務を最優先で実施し、そ

の後順次、相談窓口の設置や、罹災証明発

行等の生活再建支援業務を実行する。

イ．市民生活のライフライン維持のための業務

は、災害時でも「継続」 
水道局、交通局、ガス局、市立病院、建

設局下水道関連部門、環境局ごみ処理関連

部門は、市民生活に直結するライフライン

であることから、機能維持と早期復旧に全

力を投入する。

被災後、市民が事業の再開に向けて速や

かに復旧業務等を進めるためには、学校や

保育所等の環境整備も重要であることから、

避難所運営等の非常時優先業務との兼ね合

いを適切に見極めながら早期再開を進める。

ウ．災害対応業務へのマンパワー確保のため、

通常業務を可能な限り「停止」または「縮小」 
各局・区役所等は、発災直後に生じる避

難所運営業務等の膨大な災害対応業務を迅

速かつ的確に実施するため、平常時に実施

している通常業務については、優先度に応

じ停止もしくは縮小する。

エ．業務遂行に必要となるエネルギー等の必要

資源は「選択と集中」によって配分 
災害時には、非常時優先業務で必要とす

る資源について、庁内各部局の要求する数

量を調達できない場合が想定される。この

ため、非常時優先業務の中でも特に重要な

業務を洗い出し、優先順位をつけて、資源

を効果的に配分する。

④業務開始時期の目安 
発災後の経過時間により３つの段階に分

け、それぞれ主な業務内容と業務開始時期

の目安を設定した。

フェーズ１は、発災からおおむね 時間

までの時期で、「市民の命をつなぐ」初動段

階と位置づける。職員の参集など初動体制

の構築、救急救命活動、ライフライン機能

の維持などの業務を想定する。

フェーズ２は、発災からおおむね 週間

までの時期で、「日常の復旧」へ踏み出す応

急対策段階とする。相談窓口の設置や建物

危険度判定、道路の応急復旧、通常業務の

一部再開などにあたる。

フェーズ３は、発災からおおむね１週間

以降の時期とし、「生活を再建する」復旧復
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４．総括 
本市においては、東日本大震災の以前か

ら、さまざまな災害対策を実施してきたが、

それらの全てが機能したというわけではな

かった。

特に指定避難所の運営については、区役

所の負担が大きくなり、区役所と本庁で業

務量のアンバランスが生じたことから、従

来、区役所のみが担っていた避難所担当の

役割を見直し、平成 年度に避難所担当課

制度を設け（第 章第 節参照）、本庁を

含め全庁的に避難所の対応を行うこととし

た。また、各課で担当する災害対応業務と

通常業務について、東日本大震災の際に実

施した業務量をベースに、それを見直す形

で非常時優先業務の選定を行っており、ど

の業務を、いつから、どのくらいの人手で

実施するのか、あるいは縮小・停止するの

かを検証するために、職員の参集予測を勘

案し、非常時優先業務実行管理表を作成し

ている。この非常時優先業務実行管理表は

毎年作成しており、各課が非常時優先業務

の実施について検証しているのが、本市の

業務継続計画の大きな特徴となっている。

業務を継続するための環境整備について

は３．（４）に記載した取り組みのほかにも、

平成 年度には避難所担当課の職員が速

やかに各指定避難所に移動するため、災害

時における公用車の使用についてのルール

を定めるなど、東日本大震災の経験と教訓

をもとに災害時の適切な業務執行のために

取り組んできた。

今後も本市の業務継続のために必要なこ

とは何かを考え、常に見直し、改善を続け

ていかなければならない。

 
 

興段階と設定した。罹災証明の発行、仮設

住宅入居者募集、重要度の高い通常業務の

本格再開などを実施する。

なお、これらは災害対応の状況を勘案し

ながら適宜見直しを行うこととしている。

図表 全市的な業務開始時期の目安

（４）業務を継続するための環境整備 
非常時優先業務を実施する上で、必要資

源が不足しているものについては、環境整

備を図る必要がある。以下は、震災後から

平成 年度までに、取り組みを実施した事

業の一部である。

・地域防災計画の全面修正（平成 年度）

・職員研修の実施（災害シミュレーション

演習、避難所対応研修、震災時の担当職

員講話等）

・避難広報活動要領の制定（平成 年度）

・学校つり天井対策（平成 年度から平

成 年度）

・避難所等安全確認チェックシート作成

（平成 年度）

・上杉分庁舎の建替え（平成 年度完成）

・市有建築物の耐震化 達成（平成

年度）

・指定避難所等 カ所に太陽光発電シス

テムの整備（平成 年度から平成 年

度）

・燃料供給の協定締結（平成 年度）

・燃料設備等情報の一元的管理（平成

年度）

・燃料配分の考え方の整理（平成 年度）

・衛星携帯電話の追加導入（平成 年度）

・補助避難所等に防災行政無線等を設置

（平成 年度から平成 年度）

・「ＩＣＴ部門の業務継続計画」策定と訓練

の実施（平成 年度～）

・被災者支援基礎情報システムの構築（平

成 年度）

・自家用給油施設の整備（平成 年度）

経過時間 災害対応業務 優先的通常業務

３時間以内
災害対策本部の設置、被害状況
の把握、職員の安否確認、救急救
助活動、避難所の開設

６時間以内

12時間以内
被害状況等の広報
道路啓開

24時間以内
応援・支援の要請、備蓄食料等の
供給

市民の生命保護に必要な業務
市役所機能維持に必要な業務

72時間以内
交通規制
物資集配拠点の設置運営、被災
建物の応急危険度判定

保健衛生に関する重要業務の再
開

１週間以内
支援物資受け入れ調整、罹災証
明の申請受付、避難所集約・閉鎖

住民記録関係業務・福祉関連業
務等、最低限の窓口業務の一部
再開

１カ月以内
罹災証明の発行、応急仮設住宅
入居募集

証明書発行業務等、窓口業務の
再開範囲拡大

２カ月以内
災害弔慰金の支給、復興公営住
宅の計画及び整備

※非常時優先業務の優先順位を
整理するにあたっては、被災時
間の想定は「18時発災」を想定し
ており、発災12時間以内は災害
対応に専念するものと想定
（平日の業務時間内に発災した
場合は、下に示した通常業務の
前倒し実施が必要となる。）
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４．総括 
本市においては、東日本大震災の以前か

ら、さまざまな災害対策を実施してきたが、

それらの全てが機能したというわけではな

かった。

特に指定避難所の運営については、区役

所の負担が大きくなり、区役所と本庁で業

務量のアンバランスが生じたことから、従

来、区役所のみが担っていた避難所担当の

役割を見直し、平成 年度に避難所担当課

制度を設け（第 章第 節参照）、本庁を

含め全庁的に避難所の対応を行うこととし

た。また、各課で担当する災害対応業務と

通常業務について、東日本大震災の際に実

施した業務量をベースに、それを見直す形

で非常時優先業務の選定を行っており、ど

の業務を、いつから、どのくらいの人手で

実施するのか、あるいは縮小・停止するの

かを検証するために、職員の参集予測を勘

案し、非常時優先業務実行管理表を作成し

ている。この非常時優先業務実行管理表は

毎年作成しており、各課が非常時優先業務

の実施について検証しているのが、本市の

業務継続計画の大きな特徴となっている。

業務を継続するための環境整備について

は３．（４）に記載した取り組みのほかにも、

平成 年度には避難所担当課の職員が速

やかに各指定避難所に移動するため、災害

時における公用車の使用についてのルール

を定めるなど、東日本大震災の経験と教訓

をもとに災害時の適切な業務執行のために

取り組んできた。

今後も本市の業務継続のために必要なこ

とは何かを考え、常に見直し、改善を続け

ていかなければならない。
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②対象建築物 
本計画では、建築基準法の新耐震基準施

行日（昭和 年６月１日）前の基準で建て

られた建築物を対象に、これに満たない各

種建築物の耐震化を進めることにしている。

本計画において、優先的に耐震化すべきと

する建築物は、図表 のとおりである。

図表 優先的に耐震化を図るべき 
建築物 

区分 概要

住宅

戸建住宅、共同住宅、長屋等

※賃貸住宅（共同住宅に限定）、寄宿舎、

下宿の用途に供するもので、一定規模以上

のものも該当

民間特定

建築物

多数の者が利用する一定規模以上の建築物

等

市有

建築物

原則、本市が所有する建築物で２階建て以

上又は床面積が ㎡以上の非木造建築物。

また、保育所や児童館等の多数の者が利用

する福祉施設等の建築物は木造も対象

以下は、本市が本計画策定以前および本

計画に基づき実施してきた施策である。

２．民間建築物の耐震化 
（１）基本方針 

今回の震災で亡くなった方の多くは、津

波によるもので、阪神・淡路大震災の時の

ように、建物の倒壊等により亡くなった方

は少なかった（阪神・淡路大震災と今回の

震災では、直下型地震か否かの違いや地震

動の違いなども影響している）。

本市では、災害に強いまちづくりに向け

た市内建築物の耐震化の促進にあたり、ま

ず建物所有者等が、地震防災対策を自らの

問題・地域の問題と意識し、取り組むこと

が不可欠であるとの観点から、国等ととも

に、こうした所有者等の取り組みをできる

限り支援するため、耐震診断および耐震改

修に関する取り組みを実施してきた。

（２）住宅の耐震化 
①助成事業 

本市では、上記のような考え方を基本に、

地震に強い安全なまちづくりを目指し、民

間建築物への耐震化の施策については、支

援対象を昭和 年以前に建てられた戸建

木造住宅、共同住宅、分譲マンションの３

つに分類し、耐震診断に関する助成事業を

創設した上で、その後その診断結果を踏ま

えて耐震化工事に係る費用について助成す

る形で事業を実施していた。事業の推移は、

図表 のとおりである。

図表 本市の耐震化事業の推移 
年度 事業名

戸建木造住宅耐震診断士派遣事業（簡易診断）

木造共同住宅耐震診断促進事業

分譲マンション耐震予備診断支援事業

戸建木造住宅耐震診断促進事業（一般診断）

戸建木造住宅耐震改修工事補助金交付事業

戸建木造住宅耐震改修工事促進補助金交付事業

緊急輸送路沿道建築物耐震化促進事業

分譲マンション耐震精密診断補助金交付事業

②震災時の状況 
今回の震災では、第１章第１節にあるよ

うに、本市における建物被害は、全壊およ

び大規模半壊が５万７千棟を超え、本市で

死亡が確認された方は 人を超えたが、

直接震災が原因で亡くなった方の多くは津

波によるもので、建物倒壊による圧死で亡

くなった方は少なかったことから、事前の

耐震化の取り組みに一定の効果があったと

考えられる。

また、宮城県沖地震発生を見据え震前・

震後対策を一貫して推進するため、県およ

び県下 市町村と学識経験者、建設・設計

関連など 団体が構成メンバーとなり平

成 年に設立された「宮城県建築物等地震

対策推進協議会」が、震災後の平成 年

月、東日本大震災における木造住宅の耐

 
 
 

第２節 住宅・建築物の耐震化

１．背景 
（１）法制度と本市の状況 

本市では、昭和 年の宮城県沖地震以降、

ライフラインや民間住宅、公共施設の耐震

化に向けたさまざまな取り組みを実施して

きた。

住宅・建築物の耐震化に係る国の法整備

に関しては、昭和 年６月 日の宮城県

沖地震を契機に、建築基準法（昭和 年法

律第 号）に新耐震基準（昭和 年政令

改正）が導入された。また平成７年１月の

阪神・淡路大震災を契機に、同年 月、「建

築物の耐震改修の促進に関する法律（平成

７年法律第 号。以下、「耐震改修促進法」

という。）が制定され、新耐震基準に満たな

い建築物について積極的に耐震診断や改修

を行うことになった。その後、平成 年

月の新潟県中越地震や、平成 年３月

の福岡県西方沖地震などの相次ぐ地震の発

生を受け、翌平成 年 月、国は同法を改

正した。この改正により、国から基本方針

（「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

を図るための基本的な方針（平成 年１月

日 国土交通省告示第 号）」）が示さ

れ、都道府県はできるだけ速やかに耐震改

修促進計画を策定することが義務付けられ

た。また、市町村においては耐震改修促進

計画を定めるよう努めることとなったが、

本市では、平成 年４月、耐震改修促進法

第五条７項により、前述の国の基本方針お

よび「宮城県耐震改修促進計画」に基づき、

「仙台市耐震改修促進計画【平成 年度～

平成 年度】」を策定し、建築基準法の新

耐震基準に満たない住宅等について、耐震

化の各種事業を積極的に進めることになる。

なお、本市では、大規模建築物等に対す

る耐震診断結果の報告義務などを盛り込ん

だ耐震改修促進法の改正（平成 年 月）

を受けて平成 年６月に、また、市立病院

の移転（本章第６節参照）に伴う緊急輸送

道路沿道建築物の耐震診断補助対象路線の

延長を受けて平成 年 月に、それぞれ

同計画を改正している。

また、平成 年４月からは、住宅・民間

特定建築物の耐震化率の目標を に設定

し、さらに民間大規模建築物の耐震化の促

進および緊急輸送道路沿道建築物の耐震診

断補助対象路線の拡充を含めた新たな計画、

「仙台市耐震改修促進計画【平成 年度～

平成 年度】」を実施することとしている。

（２）耐震改修促進計画 
①概要 

耐震改修促進計画は、前述したように国

の指針および県の耐震改修促進計画に基づ

き策定するもので、市域内にある建築物の

うち、建築基準法の新耐震基準に満たない

各建築物を対象に、その耐震化を計画的に

実施するためのものである。

本市の計画は、市域内の各建築物の耐震

化の現状調査とそれに基づく推計等を行っ

た上で、現状の耐震化率を把握し、それに

対する耐震化目標を定めて、それに向けた

各施策を実施する、という構成になってい

る。本計画の対象としている建築物は、大

別して住宅、民間特定建築物、市有建築物

の３種類あり、下記時点における耐震化率

と平成 年度末時点の耐震化目標は、住宅

は現状 （平成 年 月時点）に対し

以上、民間特定建築物は現状 （平成

年度末時点）に対し 以上、市有建築

物は現状 （平成 年度末時点）に対し

としていた。

本市では、上記の現状認識と目標設定の

もと、宮城県沖地震（昭和 年）の教訓を

踏まえて本計画策定前から、各種助成制度

を創設するなどして、後述する市内各建築

物の耐震化を進めていた。
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②対象建築物 
本計画では、建築基準法の新耐震基準施

行日（昭和 年６月１日）前の基準で建て

られた建築物を対象に、これに満たない各

種建築物の耐震化を進めることにしている。

本計画において、優先的に耐震化すべきと

する建築物は、図表 のとおりである。

図表 優先的に耐震化を図るべき 
建築物 

区分 概要

住宅

戸建住宅、共同住宅、長屋等

※賃貸住宅（共同住宅に限定）、寄宿舎、

下宿の用途に供するもので、一定規模以上

のものも該当

民間特定

建築物

多数の者が利用する一定規模以上の建築物

等

市有

建築物

原則、本市が所有する建築物で２階建て以

上又は床面積が ㎡以上の非木造建築物。

また、保育所や児童館等の多数の者が利用

する福祉施設等の建築物は木造も対象

以下は、本市が本計画策定以前および本

計画に基づき実施してきた施策である。

２．民間建築物の耐震化 
（１）基本方針 

今回の震災で亡くなった方の多くは、津

波によるもので、阪神・淡路大震災の時の

ように、建物の倒壊等により亡くなった方

は少なかった（阪神・淡路大震災と今回の

震災では、直下型地震か否かの違いや地震

動の違いなども影響している）。

本市では、災害に強いまちづくりに向け

た市内建築物の耐震化の促進にあたり、ま

ず建物所有者等が、地震防災対策を自らの

問題・地域の問題と意識し、取り組むこと

が不可欠であるとの観点から、国等ととも

に、こうした所有者等の取り組みをできる

限り支援するため、耐震診断および耐震改

修に関する取り組みを実施してきた。

（２）住宅の耐震化 
①助成事業 

本市では、上記のような考え方を基本に、

地震に強い安全なまちづくりを目指し、民

間建築物への耐震化の施策については、支

援対象を昭和 年以前に建てられた戸建

木造住宅、共同住宅、分譲マンションの３

つに分類し、耐震診断に関する助成事業を

創設した上で、その後その診断結果を踏ま

えて耐震化工事に係る費用について助成す

る形で事業を実施していた。事業の推移は、

図表 のとおりである。

図表 本市の耐震化事業の推移 
年度 事業名

戸建木造住宅耐震診断士派遣事業（簡易診断）

木造共同住宅耐震診断促進事業

分譲マンション耐震予備診断支援事業

戸建木造住宅耐震診断促進事業（一般診断）

戸建木造住宅耐震改修工事補助金交付事業

戸建木造住宅耐震改修工事促進補助金交付事業

緊急輸送路沿道建築物耐震化促進事業

分譲マンション耐震精密診断補助金交付事業

②震災時の状況 
今回の震災では、第１章第１節にあるよ

うに、本市における建物被害は、全壊およ

び大規模半壊が５万７千棟を超え、本市で

死亡が確認された方は 人を超えたが、

直接震災が原因で亡くなった方の多くは津

波によるもので、建物倒壊による圧死で亡

くなった方は少なかったことから、事前の

耐震化の取り組みに一定の効果があったと

考えられる。

また、宮城県沖地震発生を見据え震前・

震後対策を一貫して推進するため、県およ

び県下 市町村と学識経験者、建設・設計

関連など 団体が構成メンバーとなり平

成 年に設立された「宮城県建築物等地震

対策推進協議会」が、震災後の平成 年

月、東日本大震災における木造住宅の耐

－ 561 －

第
16
章

行
政
機
能
の
維
持
・
強
化



 
 
 

業のお知らせを通知していたほか、補助対

象とならないブロック塀等の所有者等には、

「生垣づくり助成事業」の検討を勧めるな

ど、危険なブロック塀等の除去とブロック

塀を利用しない場合の代替手段の紹介等を

実施していた。

イ．震災時の状況等 
今回の震災では、本市においてブロック

塀の倒壊等による犠牲者はおらず、上記の

ような取り組みの一定の成果といえる。

また、震災後は、損壊等により危険とな

ったブロック塀について、公費で解体・撤

去を行うなどの支援を行ったほか、解体後

跡地に生垣づくり助成事業を勧めるなどの

支援を行った（ブロック塀の公費解体につ

いては第１章第５節、生垣づくり助成につ

いては第 章第１節参照）。

②落下物防止対策 
ア．震災前の取り組み 

都市を襲う地震において、窓ガラス、外

壁タイル等の落下による被害が生じていた

ことから、高層ビル、マンション、大規模

空間建築物の集積をかかえる本市において

も、窓ガラス、外壁タイル等の落下および

大規模空間建築物のつり天井の崩落の危険

性について震災前から予想していた。

そのため、平成 年６月から、国土交通

省の定めるところにより、地震時の落下物

による人身事故の発生を防止するため、落

下の危険が予想される以下の建築物につい

て順次調査を実施し、立入調査や定期調査

報告時の機会を捉え、適切な管理の徹底を

指導するとともに、落下のおそれがあるも

のについては、改善指導を実施していた。

■窓ガラスの飛散防止対策対象建築物

都市計画法に基づく商業地域において、

地階を除く階数が３以上であり、昭和 年

３月 日以前に着工された建築物

■外壁タイル等の落下防止対策対象建築

物

都市計画法に基づく商業地域において、

地階を除く階数が３以上であり、竣工後お

おむね 年以上経過したもので、傾斜した

外壁部分にタイル等を使用しており、落下

した場合、危害を与えるおそれのある建築

物

■天井の崩落防止対策対象建築物

・建築基準法施行令第三十九条第３項に

規定する特定天井を有する建築物

・体育館、屋内プール、劇場、ホール、

ターミナル、展示場等の用途で ㎡以上

の大規模空間を有し、天井ふところが

以上のつり天井を有する建築物

■屋外広告物の落下防止対策対象建築物

都市計画法に基づく商業地域において、

屋外広告物が取り付く、地階を除く階数が

３以上、竣工後おおむね 年以上経過した

建築物

イ．震災時の状況とその後の対応 
震災では、建物の構造躯体への大きな被

害はなかったものの、上記の非構造躯体と

いわれる窓ガラスや外壁タイル、天井材、

屋外広告等の落下等による被害が多く発生

した。これは、国土交通省の技術的助言に

従い調査を実施し、改善を要する建築物に

ついては改善指導もしていたが、今回の震

災は、調査時に想定していた規模を上回る

ものであったため、結果的に大きな被害が

発生した。

国では、平成 年４月１日より建築物の

天井脱落対策に係る建築基準法施行令等を

施行したことから、本市では、市が定めて

いる大規模天井に新たに特定天井を加え、

新規建築物について、中間検査（建築物の

工事途中段階に検査を行うことにより「建

 
 
 

震化の取り組みに対する調査として、「東日

本大震災後の木造住宅の耐震改修効果に関

する調査」を実施した。この調査は、一般

社団法人宮城県建築士事務所協会が調査機

関となって実施し、本市が木造住宅の耐震

診断を行い、耐震改修を実施した住民を対

象にした調査（回答数 件）では、

以上の方が耐震化の取り組みについて「効

果があった」と回答していることからも、

本市の木造住宅への耐震化の取り組みは一

定の効果があったものと考えられる。

③震災後の取り組み 
本市では、震災後、住宅の耐震化の促進

はもちろんであるが、平成 年度には、震

災に間に合わなかった分譲マンションの耐

震改修工事に対する助成を創設し、耐震診

断の結果、耐震改修工事が必要と判断され

た分譲マンションのうち、一定の要件を満

たすものについて、耐震改修工事に要する

経費の一部を助成することとした。

また、平成 年度には、震災の経験を踏

まえて、「仙台市民間大規模建築物耐震化促

進事業」を創設し、耐震診断および耐震改

修工事費用等について、助成制度を創設し、

次の災害に備えた耐震化の取り組みを行っ

ている。

このほか、震災後に資材の高騰などによ

り、耐震改修工事費用も上昇していること

から、平成 年度からは、戸建木造住宅の

耐震改修工事費の補助金交付事業の補助額

上限を増額することとしている。

（３）民間特定建築物の耐震化 
①震災時の状況と国の動き 

発災当時、地震が昼間であったこともあ

り、デパートやスーパー、百貨店などの民

間の大規模建築物内には多くの買い物客が

いたが、建物所有者は天井材の落下なども

あり建物の安全確認ができないとして、買

い物客などを建物外に避難させた。それに

交通手段の途絶が相まって、ターミナル駅

を中心に、大量の帰宅困難者が発生し、駅

周辺は帰宅困難者で溢れ返る結果となった。

震災後の平成 年 月、国は震災時の

結果を踏まえ耐震改修促進法を改正し、大

規模建築物等の所有者に対し、所管行政庁

への耐震診断結果の報告を義務付け、所管

行政庁はそれを取りまとめて公表すること

となった。なお、耐震診断結果の報告期限

は、学校施設やホテル・旅館等不特定多数

が利用する施設については、平成 年

月 日までとなっていた。

②仙台市民間大規模建築物耐震化促進事業 
本市では、上記法改正を受け、また災害

時の帰宅困難者の抑制には、主要駅周辺の

事業者やデパートやスーパー等の民間大規

模建築物所有者が、従業員や買い物客等を

一斉帰宅させないことが不可欠であるとい

う教訓を踏まえ、民間大規模建築物の耐震

化等を図るため、平成 年度、「仙台市民

間大規模建築物耐震化促進事業」を創設し、

耐震診断、補強設計および評定、耐震改修、

天井の耐震改修費用について助成すること

とした。

（４）その他の対策 
①ブロック塀等の倒壊防止等 
ア． 震災前の取り組み 

昭和 年に発生した宮城県沖地震では

県内で 名の尊い命が失われ、そのうちブ

ロック塀や石塀、門柱の倒壊で 名が亡く

なった。そのため本市では、指定避難所に

至る公道からスクールゾーン沿いにあるブ

ロック塀の調査を順次拡大しながらその安

全対策を進め、震災前の平成 年には、市

内全域にある公道やスクールゾーンに面す

る敷地のブロック塀等調査を終了していた。

また、その調査結果において、特に危険

なブロック塀等と判定された所有者等に対

しては、その除却の依頼と、本市の補助事
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業のお知らせを通知していたほか、補助対

象とならないブロック塀等の所有者等には、

「生垣づくり助成事業」の検討を勧めるな

ど、危険なブロック塀等の除去とブロック

塀を利用しない場合の代替手段の紹介等を

実施していた。

イ．震災時の状況等 
今回の震災では、本市においてブロック

塀の倒壊等による犠牲者はおらず、上記の

ような取り組みの一定の成果といえる。

また、震災後は、損壊等により危険とな

ったブロック塀について、公費で解体・撤

去を行うなどの支援を行ったほか、解体後

跡地に生垣づくり助成事業を勧めるなどの

支援を行った（ブロック塀の公費解体につ

いては第１章第５節、生垣づくり助成につ

いては第 章第１節参照）。

②落下物防止対策 
ア．震災前の取り組み 

都市を襲う地震において、窓ガラス、外

壁タイル等の落下による被害が生じていた

ことから、高層ビル、マンション、大規模

空間建築物の集積をかかえる本市において

も、窓ガラス、外壁タイル等の落下および

大規模空間建築物のつり天井の崩落の危険

性について震災前から予想していた。

そのため、平成 年６月から、国土交通

省の定めるところにより、地震時の落下物

による人身事故の発生を防止するため、落

下の危険が予想される以下の建築物につい

て順次調査を実施し、立入調査や定期調査

報告時の機会を捉え、適切な管理の徹底を

指導するとともに、落下のおそれがあるも

のについては、改善指導を実施していた。

■窓ガラスの飛散防止対策対象建築物

都市計画法に基づく商業地域において、

地階を除く階数が３以上であり、昭和 年

３月 日以前に着工された建築物

■外壁タイル等の落下防止対策対象建築

物

都市計画法に基づく商業地域において、

地階を除く階数が３以上であり、竣工後お

おむね 年以上経過したもので、傾斜した

外壁部分にタイル等を使用しており、落下

した場合、危害を与えるおそれのある建築

物

■天井の崩落防止対策対象建築物

・建築基準法施行令第三十九条第３項に

規定する特定天井を有する建築物

・体育館、屋内プール、劇場、ホール、

ターミナル、展示場等の用途で ㎡以上

の大規模空間を有し、天井ふところが

以上のつり天井を有する建築物

■屋外広告物の落下防止対策対象建築物

都市計画法に基づく商業地域において、

屋外広告物が取り付く、地階を除く階数が

３以上、竣工後おおむね 年以上経過した

建築物

イ．震災時の状況とその後の対応 
震災では、建物の構造躯体への大きな被

害はなかったものの、上記の非構造躯体と

いわれる窓ガラスや外壁タイル、天井材、

屋外広告等の落下等による被害が多く発生

した。これは、国土交通省の技術的助言に

従い調査を実施し、改善を要する建築物に

ついては改善指導もしていたが、今回の震

災は、調査時に想定していた規模を上回る

ものであったため、結果的に大きな被害が

発生した。

国では、平成 年４月１日より建築物の

天井脱落対策に係る建築基準法施行令等を

施行したことから、本市では、市が定めて

いる大規模天井に新たに特定天井を加え、

新規建築物について、中間検査（建築物の

工事途中段階に検査を行うことにより「建
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３．公共施設 
（１）建築物に対する震災前の取り組み 

本市が所有する公共建築物は、約

施設あり、その規模は大小さまざまである。

本市では、高い確率で発生すると言われ

ていた宮城県沖地震に備え、新耐震基準（昭

和 年）以前に建築された市有建築物の耐

震化などを中心に、震災時までに積極的か

つ計画的に耐震事業に取り組んできた。

なお、以下は、企業局（水道局、交通局、

ガス局、市立病院）および建設局の一部（下

水道施設）を除いた市有建築物についての

内容である。

①構造躯体の耐震化 
平成７年に発生した阪神・淡路大震災を

契機に、本市では、大地震時に公共建築物

が果たす役割の重要性を考慮し、平成 年

度に市有建築物の災害対策上の観点から分

類した耐震性能の目標と目標達成のための

指標（「仙台市有建築物が目標とすべき耐震

安全性について（平成 年 月）」）を定

めた。

また、前述した新耐震基準（昭和 年）

以前に建築された市内建築物の地震に対す

る安全性の向上を計画的に促進していくこ

とを目的に策定した「仙台市耐震改修促進

計画（平成 年度～平成 年度）」に基づ

き、市有建築物においては、震災前（平成

年度末）までに約 棟の耐震補強を講

じ、耐震化率 に達していた。

②大規模空間施設の天井脱落対策 
後述するように、本市の公共建築物被害

の特徴の一つは、天井部材等の落下にあっ

たが、本市では、吊り天井のある大規模空

間（天井面積 ㎡以上かつ吊りボルト長

さ 以上と規定）を有する施設を対象に、

平成 年度から斜め振れ止めの設置およ

びクリアランスの有無等の調査を実施し、

未設置施設等については、年次計画（平成

年度～平成 年度）に基づき、天井改

修工事を講じていた。

③窓ガラスの飛散落下防止対策 
窓ガラスの飛散落下については、本市で

は、「仙台市市有建築物等適性保全推進連絡

会議（※）」において検討・取りまとめた、

『地震時における市有建築物の窓ガラスの

飛散落下防止について（平成 年９月）』

に基づき、市民や職員等が常時滞在する建

築物および道路や通路に面する建築物を対

象に、対策部位・対策方法等を定め、対策

を講じていた。

※仙台市市有建築物等適性保全推進連絡会議とは、

市有建築物およびその附属施設の長寿命化、健全性

の確保等に資するため、その適正な保全を推進する

ことを目的として、平成 年度に設置した市内部で

構成する連絡会議である。

④壁タイル落下防止対策 
平成 年 月に若林区役所の外壁タイ

ルが、また、平成 年１月に若林文化セン

ターの内壁タイルが落下したことを受け、

壁にタイルを使用している市有建築物を対

象に健全性を調査し、劣化により落下の恐

れのある施設について対策工事を講じた。

平成 年度からは、建築基準法の規定

（平成 年国土交通省告示第 号）に基

づく外壁タイル等の劣化および損傷の状況

調査を、赤外線装置により実施していた。

なお、平成 年以降は、仕上げ材選定に

おいて、タイルに限らず、耐久性および安

全性を十分に検討したうえで、材料や工法

を採用するものとした。

 
 
 

築物の適法性の確保」と「適正な工事監理

の徹底」を実現することを目的に実施する

検査）をすべき対象を拡大したほか、前述

した「仙台市民間大規模建築物耐震化促進

事業」の中で特定天井（天井高６ 以上か

つ天井面積 ㎡以上の天井が対象）の耐

震改修に要する経費を補助することとした。

③環境整備 
本市では、震災前から、適切な耐震診断

および耐震改修が実施されるには、業務に

携わる専門家の耐震診断および耐震改修に

係る知識・技術と専門家の資質向上を図る

必要があるとの観点から、専門家向けの講

習会や研修会、受講者登録・紹介制度の整

備を進めていた。平成 ・ 年度には、宮

城県と宮城県既存建築物耐震改修促進協議

会（現 宮城県建築物等地震対策推進協議

会）と共同で、施工者や設計者、工事監理

者を対象に、木造住宅の耐震改修工事の円

滑かつ適正な実施を図るため、「みやぎ木造

住宅耐震改修施工技術者」の養成講習を実

施した上で、その受講修了登録者リストを

県のホームページで公開し、専門家の知

識・技術等の向上と、利用者の便宜を図っ

ていた（平成 年３月 日現在も年１回

のリスト更新がなされている）。

また、都市整備局住環境整備課および各

区街並み形成課では、既存建築物の耐震診

断・耐震改修についての相談に対し、建築

関係団体等と連携し、具体的な耐震改修事

例や一般的な工事費用、専門家・事業者情

報等についての情報提供も実施し、相談体

制の充実を図っていた。

そのほか、適切な水準での耐震改修工事

の普及促進を図るため、本市助成制度を活

用して耐震改修工事を実施した戸建て木造

住宅の所有者に対し、本市が耐震改修済み

ステッカーを交付し、耐震改修を実施した

所有者が安心して生活できるように、中古

住宅を安心して流通できるように配慮した

施策も実施していた。

④啓発・知識の普及 
本市では、以上の取り組みのほかにも、

平成 年４月、「地震ハザードマップ」を

ホームページで公表し、建築物の所有者等

に地震防災対策を自らの問題、地域の問題

として意識するよう促していたほか、耐震

診断・耐震改修に関する各種事業パンフレ

ット等の配布や、セミナーや講習会、防災・

防火フェスティバル等のイベント開催時に、

地震体験車「ぐらら」等による地震体験や

耐震改修工事現場の見学会の開催等を行っ

ていた。

また、耐震性が確保された良質な住宅ス

トック形成や、耐震改修工事の促進のため

に設けられている融資制度、税の特例措置

の周知のほか、地震保険の中に建築年また

は耐震性能に応じた保険料割引（ ～ ）

の制度を設けている保険があることから、

市の耐震化制度を活用して耐震改修を実施

した所有者には、その証明書を交付する支

援を行っていた。

さらに、地域住民主体の地震防災対策に

関する取り組みを支援するため、市政出前

講座や地域懇談会および防災訓練等に職員

を派遣し、耐震化の重要性についての意識

啓発を行った。平成 年度から、市内で屋

外に設置されている自動販売機のうち、

地区の 台について調査したところ、

緊急的改善が求められるものが約 あっ

たことから、その後、本市では自動販売機

メーカーや清涼飲料、たばこ製造販売関係

団体、たばこ、酒類販売の小売団体に対し

て、改善について要請した。

なお、自動販売機関係団体は、震災前、

業界独自の新たな統一据付基準を策定中で

あり、既設の自動販売機の据付安全性の向

上にも取り組んでいた。
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３．公共施設 
（１）建築物に対する震災前の取り組み 

本市が所有する公共建築物は、約

施設あり、その規模は大小さまざまである。

本市では、高い確率で発生すると言われ

ていた宮城県沖地震に備え、新耐震基準（昭

和 年）以前に建築された市有建築物の耐

震化などを中心に、震災時までに積極的か

つ計画的に耐震事業に取り組んできた。

なお、以下は、企業局（水道局、交通局、

ガス局、市立病院）および建設局の一部（下

水道施設）を除いた市有建築物についての

内容である。

①構造躯体の耐震化 
平成７年に発生した阪神・淡路大震災を

契機に、本市では、大地震時に公共建築物

が果たす役割の重要性を考慮し、平成 年

度に市有建築物の災害対策上の観点から分

類した耐震性能の目標と目標達成のための

指標（「仙台市有建築物が目標とすべき耐震

安全性について（平成 年 月）」）を定

めた。

また、前述した新耐震基準（昭和 年）

以前に建築された市内建築物の地震に対す

る安全性の向上を計画的に促進していくこ

とを目的に策定した「仙台市耐震改修促進

計画（平成 年度～平成 年度）」に基づ

き、市有建築物においては、震災前（平成

年度末）までに約 棟の耐震補強を講

じ、耐震化率 に達していた。

②大規模空間施設の天井脱落対策 
後述するように、本市の公共建築物被害

の特徴の一つは、天井部材等の落下にあっ

たが、本市では、吊り天井のある大規模空

間（天井面積 ㎡以上かつ吊りボルト長

さ 以上と規定）を有する施設を対象に、

平成 年度から斜め振れ止めの設置およ

びクリアランスの有無等の調査を実施し、

未設置施設等については、年次計画（平成

年度～平成 年度）に基づき、天井改

修工事を講じていた。

③窓ガラスの飛散落下防止対策 
窓ガラスの飛散落下については、本市で

は、「仙台市市有建築物等適性保全推進連絡

会議（※）」において検討・取りまとめた、

『地震時における市有建築物の窓ガラスの

飛散落下防止について（平成 年９月）』

に基づき、市民や職員等が常時滞在する建

築物および道路や通路に面する建築物を対

象に、対策部位・対策方法等を定め、対策

を講じていた。

※仙台市市有建築物等適性保全推進連絡会議とは、

市有建築物およびその附属施設の長寿命化、健全性

の確保等に資するため、その適正な保全を推進する

ことを目的として、平成 年度に設置した市内部で

構成する連絡会議である。

④壁タイル落下防止対策 
平成 年 月に若林区役所の外壁タイ

ルが、また、平成 年１月に若林文化セン

ターの内壁タイルが落下したことを受け、

壁にタイルを使用している市有建築物を対

象に健全性を調査し、劣化により落下の恐

れのある施設について対策工事を講じた。

平成 年度からは、建築基準法の規定

（平成 年国土交通省告示第 号）に基

づく外壁タイル等の劣化および損傷の状況

調査を、赤外線装置により実施していた。

なお、平成 年以降は、仕上げ材選定に

おいて、タイルに限らず、耐久性および安

全性を十分に検討したうえで、材料や工法

を採用するものとした。
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図表 市有建築物の被害状況 

 

イ．大規模空間施設の天井被害と対応 
本市では、平成 年度から、大規模空間

（天井面積 ㎡以上かつ吊りボルト長さ

以上と規定）を有する施設の天井脱落

対策を進めており、改修工事を実施した施

設の天井材については、落下被害は発生し

ていないことから、改修の効果はあったと

判断している。

一方、「せんだいメディアテーク」の天井

が落下するなど、改修が終了していない天

井や国土交通省による技術的助言の対象外

であった天井において落下が見られたこと

から、これらについては被害状況を検証の

うえ、状況に応じて構造解析に基づいた対

策を検討し、復旧工事に反映することとし

た。

その後、平成 年４月１日に建築基準法

に基づく天井脱落対策の規制強化が施行さ

れ、６ｍ超の高さにある ㎡超の吊り天

井への基準が設けられたことから、既存不

適格の施設も含めて、防災拠点施設など特

に早急に改善すべき建築物について、既存

施設の天井材の支持部材の補強、部材の軽

量化・撤去、ネット張り等、施設の状況に

応じた「天井脱落対策」を計画的に推進し

ていくこととした。

写真 太白区文化センター 

 

写真 せんだいメディアテーク 

 

ウ．窓ガラスの飛散被害と対応 
前述のとおり、本市では窓ガラスの飛散

落下防止対策を講じており、復旧に際して

は、原則として、強化ガラスまたは飛散防

止フィルム貼とした。また、今後の施設整

備における窓ガラス等も、法令等に定めが

ある場合を除き、さまざまな状況を勘案し

ながら、強化ガラスまたは飛散防止フィル

ム貼を基本として整備することとしている。

エ．壁タイル落下被害と対応 
前述のとおり、本市の壁タイル等の落下

防止対策は実施していたものの、地震の揺

れに伴う躯体の変形により外壁タイルが落

下した箇所が見受けられた。幸い外壁付近

に人が近づけないよう、壁に沿って植込み

等を配置するなどの対策を講じていたこと

もあり、被害を最小限にとどめ、タイル落

下による人的被害の報告は無かった。また、

 
 
 

（２）建築物の被害 
①被害状況の調査および体制 

発災後、本市では、各施設の被害調査に

ついて、施設所管課が被害の大きさや重要

度等を勘案し、優先順位を付けて局単位で

都市整備局に依頼する体制とした。

都市整備局では、施設所管課からの報告

を基に、必要に応じて都市整備局営繕課・

設備課が被害調査を実施し、損害額や復旧

費などの概算算定を行い、施設所管課は、

それを受けて、復旧工事に係る予算を確保

することになった。

その被害調査は、４月から施設を再開し

たい、あるいは避難所として使用したいな

ど、施設所管課からの強い要望を受けて３

月中旬に実施した施設もあったが、それら

を除く多くの施設は、４月１日から４月

日にかけて、施設所管課からの要望に基づ

き集中的に実施した。調査は、車両やガソ

リン不足、営繕課・設備課の人員不足のほ

かに、災害時の対応計画が定まっていなか

ったため延べ７日間（ 名）を要した。

②建築物の被災状況 
本市所有公共建築物約 施設のうち、

企業局等の所管を除く 施設を対象に暫

定的に被災状況区分と判断基準を定め、被

災状況に応じて分類したのが、図表

である。地震動による被災状況区分に加え、

今回の震災の特徴でもある津波による被害

を別区分とした。

図表 被災状況区分と判断基準 
区分 被災状況 判断基準

無被害 被害報告がない施設

軽微被害
非構造部材等に軽微な被害があ

るが、施設使用に支障がない施設

小破
主として構造躯体の被害が小さ

い施設

中破
主として構造躯体の被害が大き

く、改修する施設

大破
主として構造躯体の被害が大き

く、建替する施設

特別被災
津波等による大きな被害があっ

た施設

施設の内訳は次のとおりとなってお

り、無被害施設は （ ）、軽微被害施

設は （ ）、小破施設は （ ）、中

破施設は （３ ）、大破施設は （２ ）、

特別被災施設は （４ ）であった。なお、

改修可能であっても復旧費用と残存価値な

どを踏まえ、事業判断により建て替えする

こととなった施設を含んでいる。

ア．構造躯体と非構造部材 
前述のとおり、建物の構造躯体に大きな

被害が発生した中破・大破の割合は、 施

設（５ ）に過ぎなかったが、中破・大破に

は至らないものの施設再開まで時間を要し

た施設もあった。

なお、大破 施設のうち、 施設は新

耐震基準や耐震補強が施された施設であり、

４施設は耐震性能が不足していた施設、残

り３施設は区分所有や建物自体が小規模で

あるとの理由から耐震改修対象外としてい

た施設であった。
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図表 市有建築物の被害状況 

 

イ．大規模空間施設の天井被害と対応 
本市では、平成 年度から、大規模空間

（天井面積 ㎡以上かつ吊りボルト長さ

以上と規定）を有する施設の天井脱落

対策を進めており、改修工事を実施した施

設の天井材については、落下被害は発生し

ていないことから、改修の効果はあったと

判断している。

一方、「せんだいメディアテーク」の天井

が落下するなど、改修が終了していない天

井や国土交通省による技術的助言の対象外

であった天井において落下が見られたこと

から、これらについては被害状況を検証の

うえ、状況に応じて構造解析に基づいた対

策を検討し、復旧工事に反映することとし

た。

その後、平成 年４月１日に建築基準法

に基づく天井脱落対策の規制強化が施行さ

れ、６ｍ超の高さにある ㎡超の吊り天

井への基準が設けられたことから、既存不

適格の施設も含めて、防災拠点施設など特

に早急に改善すべき建築物について、既存

施設の天井材の支持部材の補強、部材の軽

量化・撤去、ネット張り等、施設の状況に

応じた「天井脱落対策」を計画的に推進し

ていくこととした。

写真 太白区文化センター 

 

写真 せんだいメディアテーク 

 

ウ．窓ガラスの飛散被害と対応 
前述のとおり、本市では窓ガラスの飛散

落下防止対策を講じており、復旧に際して

は、原則として、強化ガラスまたは飛散防

止フィルム貼とした。また、今後の施設整

備における窓ガラス等も、法令等に定めが

ある場合を除き、さまざまな状況を勘案し

ながら、強化ガラスまたは飛散防止フィル

ム貼を基本として整備することとしている。

エ．壁タイル落下被害と対応 
前述のとおり、本市の壁タイル等の落下

防止対策は実施していたものの、地震の揺

れに伴う躯体の変形により外壁タイルが落

下した箇所が見受けられた。幸い外壁付近

に人が近づけないよう、壁に沿って植込み

等を配置するなどの対策を講じていたこと

もあり、被害を最小限にとどめ、タイル落

下による人的被害の報告は無かった。また、
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などの対策を行っており、設備と建築が独

自に耐震対策を施すのではなく、お互いが

干渉しないような対策をとった。精密機器

被害（舞台設備の調整卓等）は、カバーを

掛けていたことから被害を免れた施設もあ

ったため、未使用時の保管方法を検討する

など使用者側の対策を行った。

③機械設備の被害と対応 
ア．被害 

機械設備における種別ごとの被害棟数は

図表 のとおりである。延べ件数で合

計 件（実質施設数 棟）、主な被害は

空調設備のダクト・吹出口のズレや落下（

件）、屋外配管（排水 、給水５、ガス１

件）、スプリンクラー（ 件）で５割を占

めた。建築天井の落下やズレに伴う被害が

多数（ 件）であり、ホール等の大空間を

有する施設で顕著に発生した。また、スプ

リンクラーが可とう管施工でなかったため

天井の揺れに追随できずにヘッドが破損し、

コンサートホールの音響システム等を水損

させる被害（１件）が発生した。屋外配管

の被害は、地盤沈下により破損したものが

ほとんどで、屋上に敷設されている大口径

配管を支える支持架台が変形したり、置き

基礎に固定していたことでズレるなどした

ため、配管を支えることができずにフラン

ジなどの配管継手に大きな負荷が掛かり、

液体が漏れる被害も発生した。

図表 機械設備種別被害 

 

イ．対応 
これらに対する対応としては、ダクトに

ついては振れ止め支持を可能な範囲で追加

し、吹出口には落下防止ワイヤーを取り付

けた。スプリンクラー設備では、主管から

スプリンクラーヘッドの間を巻出し管から

フレキシブル管に変更した。また、屋上配

管支持架台の被害に対しては、変形に対し

ては支持架台の補強を行い架台のズレに対

しては近接架台と鋼材で接続して対応した。

④エレベーター設備の被害と対応 
ア．被害 

エレベーター設備は設置されている

施設のうち、延べ件数で 件（実質施設

数 棟）が被害を受けた。部位別の被害棟

数は図表 のとおりである。被害の多

くはレール周りや、かご周りに発生し、そ

の比率は被害全体のそれぞれ７割を占めた。

レール周りの主な被害はガイドシューやレ

ールブラケットの破損であり、それに伴い

つり合いおもりの脱レールも 件発生し

た。

エレベーター設備の被害の中では、人身

事故に繋がる恐れがあったものとして、つ

り合いおもりの脱落が２件あった。発生時

に人が乗っていなかったため重大事故には

繋がらなかったが、落下したつり合いおも

 
 
 

震災後の二次災害を避けるため、余震によ

り落下の恐れのある箇所については、立入

禁止等の応急措置を行いながら、赤外線装

置によるタイルの全面調査を行った。

オ．災害復旧工事の概要 
平成 年度に実施した工事は、早急な復

旧が必要とされた市民利用施設について優

先的に実施し、ひび割れ補修や天井脱落部

の復旧を中心に実施した。また、早期の現

場着手を図るために、工事受注者を随意契

約により決定し、「緊急工事指示書」により

工事を依頼し着手した。

「緊急工事指示書」には、件名・概算金

額・工期・依頼日を明記のうえ依頼し、請

負金額は工事の進捗と共に明らかになった

数量を最終設計書に反映させ、設計変更に

よって確定させた。

これにより、例年比２倍程度と予想され

マンパワー不足が懸念された復旧業務の契

約手続きに要する時間や労力を平準化する

ことができた。

平成 年度以降は、建て替えが必要にな

った施設や、大規模復旧が必要な重度被災

施設の設計・施工を実施した。

（３）設備の被害 
①概要 

建築設備の被害調査対象としたのは、市

有建築物のうち、 棟についてである（企

業局、環境局、建設局の一部、教育局の小

中学校、市営住宅、消防局のコミュニティ

消防センター、ならびに津波被害より今後

の復旧方針が未確定な施設を除く）。電気・

機械設備は各施設所管課からの被害報告と

営繕課・設備課での現場調査を基に、エレ

ベーター設備は各納入メーカーへヒアリン

グを行い、部位ごとの被害件数を集計して

分析した。

②電気設備の被害と対応 
ア．被害 

電気設備における種別ごとの被災建物棟

数は図表 のとおりである。施設棟数

は設備種別ごとに被害の発生した場合、そ

の程度にかかわらず１件としてカウントし

ている。（以下、機械設備、エレベーター設

備も同様）延べ件数で合計 件（実質施設

数 棟）、主な被害は照明（ 件）、音響

（ 件）、火災報知（８件）、舞台（５件）

となった。

 
図表 電気設備種別被害 

 
被害発生の原因は、建築天井の落下に伴

う機器の落下が９割以上を占めており、機

器単独での被害はほとんど無かった。

具体的な被害内容は、高天井用設備が建

築天井と共に落下・破損、天井材と高天井

用設備とで振動周期が異なり互いに干渉し

破損、またスプリンクラーの破損による漏

水、天井材の破損による大量の粉塵が精密

機器に降りかかったことによる、舞台設備

の音響調整卓等の基板の汚損などがあった。

イ．対応 
これらの被害に対しては、高天井器具で

は振れ止めの追加や吊り方法自体の見直し、

天井と吊り元を同じくして振動を合わせる

等の対策を行った。建築では天井自体の撤

去、天井吊りしろの短縮や振れ止めの追加

－ 568 －

第
16
章

行
政
機
能
の
維
持
・
強
化



 
 
 

などの対策を行っており、設備と建築が独

自に耐震対策を施すのではなく、お互いが

干渉しないような対策をとった。精密機器

被害（舞台設備の調整卓等）は、カバーを

掛けていたことから被害を免れた施設もあ

ったため、未使用時の保管方法を検討する

など使用者側の対策を行った。

③機械設備の被害と対応 
ア．被害 

機械設備における種別ごとの被害棟数は

図表 のとおりである。延べ件数で合

計 件（実質施設数 棟）、主な被害は

空調設備のダクト・吹出口のズレや落下（

件）、屋外配管（排水 、給水５、ガス１

件）、スプリンクラー（ 件）で５割を占

めた。建築天井の落下やズレに伴う被害が

多数（ 件）であり、ホール等の大空間を

有する施設で顕著に発生した。また、スプ

リンクラーが可とう管施工でなかったため

天井の揺れに追随できずにヘッドが破損し、

コンサートホールの音響システム等を水損

させる被害（１件）が発生した。屋外配管

の被害は、地盤沈下により破損したものが

ほとんどで、屋上に敷設されている大口径

配管を支える支持架台が変形したり、置き

基礎に固定していたことでズレるなどした

ため、配管を支えることができずにフラン

ジなどの配管継手に大きな負荷が掛かり、

液体が漏れる被害も発生した。

図表 機械設備種別被害 

 

イ．対応 
これらに対する対応としては、ダクトに

ついては振れ止め支持を可能な範囲で追加

し、吹出口には落下防止ワイヤーを取り付

けた。スプリンクラー設備では、主管から

スプリンクラーヘッドの間を巻出し管から

フレキシブル管に変更した。また、屋上配

管支持架台の被害に対しては、変形に対し

ては支持架台の補強を行い架台のズレに対

しては近接架台と鋼材で接続して対応した。

④エレベーター設備の被害と対応 
ア．被害 

エレベーター設備は設置されている

施設のうち、延べ件数で 件（実質施設

数 棟）が被害を受けた。部位別の被害棟

数は図表 のとおりである。被害の多

くはレール周りや、かご周りに発生し、そ

の比率は被害全体のそれぞれ７割を占めた。

レール周りの主な被害はガイドシューやレ

ールブラケットの破損であり、それに伴い

つり合いおもりの脱レールも 件発生し

た。

エレベーター設備の被害の中では、人身

事故に繋がる恐れがあったものとして、つ

り合いおもりの脱落が２件あった。発生時

に人が乗っていなかったため重大事故には

繋がらなかったが、落下したつり合いおも
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月を要する契約手続き期間を、「緊急工事指

示書」により短縮し、迅速に復旧工事に着

手できた。

一方、当指示書を活用した場合、概算に

よる発注が可能とはなるものの、工事着手

後、速やかに通常発注同様の内訳書の作成

が必要とされ、営繕担当業務が工事着手時

に集中したことから、限られた職員が効率

よく柔軟に復旧業務に従事できるよう事務

の効率化や平準化に向け、今後、関連する

部署と協議を行う必要がある。

④災害に備えた事業推進 
本市は、これまで近い将来発生すると考

えられていた宮城県沖地震に備え、建物構

造躯体の耐震化など、各種の耐震関連事業

に積極的かつ計画的に取り組んできており、

前述したようなさまざまな取り組みについ

ては、一定の効果があったと考えている。

しかし、天井材などの非構造部材や建築

設備の被害により、施設の継続使用が困難

となる状況が多数生じており、災害に備え

た耐震事業のさらなる推進と同時に、今回

の震災で判明した非構造部材等への耐震対

策の強化を図る必要がある。

今後は、対策の改善が望まれる特定天井

について、平成 年４月に改正された建築

基準法を踏まえながら対策を講じていく予

定である。

また、災害時に避難所となる学校施設の

整備にあたっては、災害への対応として、

ライフラインへの損傷を最小限にとどめる

ために十分な耐震性を確保するとともに、

天井や照明器具等の非構造部材についても

落下防止等に配慮しており、避難所運営に

備えた諸室の配置、炊き出し等に転用可能

なスペースの確保に努める等、防災機能の

強化を図っている。

４．長寿命化 
（１）公共施設マネジメントの経過 
①国の動向 

高度経済成長期以降に整備した道路や鉄

道などのインフラが、今後、急速に老朽化

していく中、国土交通省では平成 年

月に「中央自動車道笹子トンネル天井板落

下事故」の発生を契機に、平成 年を社会

資本メンテナンス元年と位置づけ、平成

年 月に「インフラ長寿命化基本計画」を

策定した。この基本計画の中で、各地方公

共団体においてもインフラ長寿命化計画を

策定するよう示されている。

また、総務省では、平成 年４月に地方

公共団体の厳しい財政状況や人口減少等に

よる公共施設等の利用需要の変化を踏まえ、

長期的な視点を持って更新・統廃合・長寿

命化を計画的に行う「公共施設等総合管理

計画」を平成 年度までに各地方公共団体

が策定するよう、通知により促している。

②本市の動向 
本市では、平成 年３月に「行財政改革

プラン 」を策定し、その中で、市有地

等の処分と有効活用の促進や、公共事業の

厳選・重点化や公共施設の管理等の最適化

等の「公共施設の総合的マネジメントの推

進」を掲げていた。

また、平成 年３月に議決された「仙台

市基本構想」においても、公共施設の経営

改革を掲げ、「整備拡張」から「現有施設の

保全・活用重視」への方針転換や公共施設

の総合的マネジメントの推進に取り組むこ

ととした。これらの方針に基づき、本市で

は平成 年度中の「公共施設マネジメント

プラン」の策定を目指して各種検討を行っ

ていたが、東日本大震災の発生により、改

めて検討を行う必要が生じた。

その後、被害を受けた各施設の復旧を踏

まえた現状把握や将来負担の再推計、課題

の再整理を行いながら、平成 年３月に

 
 
 

りにより、かごやガイドレール、昇降路外

壁等が大きく損傷した。

図表 昇降機部位別被害 

イ．対応 
これらの被害に対しては、おもり脱落防

止に効果のある押さえ金具（上下地震力）

と中間ストッパー（水平地震力）の併用で

不十分だったことから、水平・上下地震力

に効果のある通しボルトによる脱落防止対

策を加えて施した。

なお、エレベーターに閉じ込められたと

いう被害の報告は無かったことから、地震

管制運転などの耐震対策は有効に機能した

と評価できる。

（４）課題 
今回の地震で強い揺れを受けた市有建築

物において、被害程度の大小はあるものの、

幸いにも建物の倒壊に至るような構造体へ

の大きな損傷は確認されなかった。しかし

ながら、天井材の落下など、非構造部材の

耐震性の脆弱さが改めて浮き彫りとなり、

今後の対策に課題を残すこととなった。

震災当時苦慮した点や復旧業務手法、業

務執行体制のあり方など改善が求められる

課題や、迅速かつ効率化に向けた平時から

の見直しなどについて、以下に整理する。

①組織体制 
震災までの営繕課・設備課の組織体制は、

担当者の専門性を高めることで技術レベル

を向上させるため、設計と工事監理の業務

担当を「分離」する係体制であった。しか

し、震災後の復旧業務において、膨大な件

数を速やかに処理するため、通常の発注形

態とは異なる「緊急工事指示書」による発

注としたため、「設計から工事を一貫」して

行う必要が生じたことから、体制を変更し

て対応することとした。平常時に行ってい

ない業務の緊急かつ混乱した環境下での対

応は難を極めた。

震災が高い確率で起こるとされていなが

らも、災害対策業務を想定した組織体制が

平時からなされていなかった反省から、災

害時における初期対応やその後の長期にわ

たる復旧業務を想定した組織体制を構築す

る必要性を鑑み、平成 年度以降は、設計

から工事監理までを一貫して担当する組織

体制に改正している。

②施設復旧フローの整備 
震災直後の混乱が落ち着いてくるに従い、

津波被害を免れた市内陸部の市民利用施設

の早期復旧と利用再開の要望が多数寄せら

れたが、施設所管課と営繕課・設備課の間

で、施設復旧に向け、何をどのように進め

ていくべきか、どの施設の復旧を優先して

行うべきかなど、発災から復旧工事に至る

までの各々の役割や整備方針をまとめた計

画書が整理されていなかったことから混乱

した。

このような反省を踏まえ、今後は迅速に

災害対応業務を開始するとともに、可能な

かぎり早期に通常業務を再開させるため、

非常時優先業務を仙台市業務継続計画によ

り定めた。

③効率的執行手法 
今回の震災では、平常時であれば約１カ
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月を要する契約手続き期間を、「緊急工事指

示書」により短縮し、迅速に復旧工事に着

手できた。

一方、当指示書を活用した場合、概算に

よる発注が可能とはなるものの、工事着手

後、速やかに通常発注同様の内訳書の作成

が必要とされ、営繕担当業務が工事着手時

に集中したことから、限られた職員が効率

よく柔軟に復旧業務に従事できるよう事務

の効率化や平準化に向け、今後、関連する

部署と協議を行う必要がある。

④災害に備えた事業推進 
本市は、これまで近い将来発生すると考

えられていた宮城県沖地震に備え、建物構

造躯体の耐震化など、各種の耐震関連事業

に積極的かつ計画的に取り組んできており、

前述したようなさまざまな取り組みについ

ては、一定の効果があったと考えている。

しかし、天井材などの非構造部材や建築

設備の被害により、施設の継続使用が困難

となる状況が多数生じており、災害に備え

た耐震事業のさらなる推進と同時に、今回

の震災で判明した非構造部材等への耐震対

策の強化を図る必要がある。

今後は、対策の改善が望まれる特定天井

について、平成 年４月に改正された建築

基準法を踏まえながら対策を講じていく予

定である。

また、災害時に避難所となる学校施設の

整備にあたっては、災害への対応として、

ライフラインへの損傷を最小限にとどめる

ために十分な耐震性を確保するとともに、

天井や照明器具等の非構造部材についても

落下防止等に配慮しており、避難所運営に

備えた諸室の配置、炊き出し等に転用可能

なスペースの確保に努める等、防災機能の

強化を図っている。

４．長寿命化 
（１）公共施設マネジメントの経過 
①国の動向 

高度経済成長期以降に整備した道路や鉄

道などのインフラが、今後、急速に老朽化

していく中、国土交通省では平成 年

月に「中央自動車道笹子トンネル天井板落

下事故」の発生を契機に、平成 年を社会

資本メンテナンス元年と位置づけ、平成

年 月に「インフラ長寿命化基本計画」を

策定した。この基本計画の中で、各地方公

共団体においてもインフラ長寿命化計画を

策定するよう示されている。

また、総務省では、平成 年４月に地方

公共団体の厳しい財政状況や人口減少等に

よる公共施設等の利用需要の変化を踏まえ、

長期的な視点を持って更新・統廃合・長寿

命化を計画的に行う「公共施設等総合管理

計画」を平成 年度までに各地方公共団体

が策定するよう、通知により促している。

②本市の動向 
本市では、平成 年３月に「行財政改革

プラン 」を策定し、その中で、市有地

等の処分と有効活用の促進や、公共事業の

厳選・重点化や公共施設の管理等の最適化

等の「公共施設の総合的マネジメントの推

進」を掲げていた。

また、平成 年３月に議決された「仙台

市基本構想」においても、公共施設の経営

改革を掲げ、「整備拡張」から「現有施設の

保全・活用重視」への方針転換や公共施設

の総合的マネジメントの推進に取り組むこ

ととした。これらの方針に基づき、本市で

は平成 年度中の「公共施設マネジメント

プラン」の策定を目指して各種検討を行っ

ていたが、東日本大震災の発生により、改

めて検討を行う必要が生じた。

その後、被害を受けた各施設の復旧を踏

まえた現状把握や将来負担の再推計、課題

の再整理を行いながら、平成 年３月に
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④東日本大震災の影響 
この耐震補強工事の後、地震時の挙動評

価等を目的に、本庁舎１階と屋上階に地震

計を設置しており、その計測記録によれば

東日本大震災による最大加速度は地上階で

、屋上階で であった。地震

応答解析により確認したところ、建物の変

形（層間変形角）は耐震補強の性能目標内

に収まっており、耐震補強が有効に機能し

ていたことが確認された。仮に耐震補強を

実施していなかった場合、層間変形角は最

大で約 倍、建物の相対変位は最大で

倍に増大していたこととなり、庁舎に大き

な損傷が発生していたものと想定された。

震災による被害としては、煙突一部破損、

空調用冷温水配管一部破損、井水用高架水

槽破損、議会棟議場天井等破損、外壁タイ

ル一部剥離・亀裂、内部壁一部破損・亀裂、

窓ガラス一部破損・亀裂のほか、一部の書

庫転倒があったが、建物の構造面からは比

較的軽微な被害に留まり、庁舎機能を継続

的に維持することができた。耐震補強をし

ていたことが、庁舎機能の維持、ひいては

その後の災害対応への円滑な移行に大きく

寄与したものと考えている。

 
 
 

「仙台市公共施設総合マネジメントプラ

ン」を策定した。

また、既存の市営住宅においては、昭和

年から 年代にかけて建設された建物

が全体の４割を占めるなど老朽化した住宅

が多く、社会の変化に伴いバリアフリー化

の促進など新たな課題への取り組みも重要

になっていたことから、平成 年３月に

「仙台市営住宅長寿命化計画」を策定し、

建替事業や長寿命化に資する改善工事等を

計画的に進めていた。

５．耐震化 
（１）本庁舎の耐震補強工事 
①耐震補強までの経緯 

本庁舎は鉄骨鉄筋コンクリート造の地上

８階、塔屋３階、地下２階建てで、昭和

年に竣工した。建築面積は ㎡、延

床面積は ㎡となっている。

本市が定めている指標では、災害対策本

部を設置する施設については 値 以

上であることが求められるが、平成８年度

に本庁舎および議会棟の耐震診断を実施し

たところ、最小 値が となり、耐震

性に問題があるという結果が出た。このた

め、耐震化の方策を検討し、震度６強の地

震で倒壊または崩壊しないことを設計上の

補強目標として暫定的な耐震補強を行うこ

ととした。また、設備更新サイクルも考慮

し、耐震補強工事が完了する見込みの平成

年度から 年間程度、平成 年頃まで

を目途に現庁舎を使用することとしていた。

②工事の内容 
本庁舎と議会棟の耐震補強工事は、平成

年度から 年度までの３カ年事業とし

て実施し、工期は平成 年３月１日から平

成 年９月 日までであった。事業費は

約９億 万円で、内訳は工事費が約８億

万円、工事監理業務委託料が約

万円であった。

構法としては地震エネルギーの吸収によ

り、地震力を低減させる制震構法を採用し、

工事内容は増幅機構付油圧制震ブレースを

カ所設置した。

そのほか、建物の耐力と剛性を向上させ

るための鉄筋コンクリート壁増設（２カ所）、

柱の靱性（ねばり強さ）を上げるための炭

素繊維補強（ カ所）と耐震スリットの増

設（ カ所）も実施した。

工事後の新設壁により事務室が狭隘とな

るため、新たに民間ビルを賃借して事務室

を確保する必要が生じた。

また、事務室を順次移転しながら工事を

することとなり、工事完了後の再配置を含

めて、移転は 次に及んだ。この間、３度

移転した部署もあった。

工事にあたっては、騒音や臭気等の影響

を考慮し、アンカー打ち等は閉庁日か平日

時以降に実施するよう調整したほか、粉

塵対策として仮間仕切りによる作業区画を

設定のうえ粉塵除去用のファンを設置する

などの対策を行った。

③工事の効果 
耐震性能を向上させるには「耐震補強」

「制震補強」「免震補強」の３つの種類があ

るが、今回の構法は、建物の耐力を上げる

耐震型の補強ではなく、制震型の補強のた

め、耐震性能の指標である 値換算は不可

能である。

このため、地震応答解析による評価を外

部機関に依頼し、その結果、設計上の補強

目標を満足しており妥当であるとの評定を

得た。

一方で、庁舎運用の面では制震ブレース

設置によりスペースの分断が生じるため、

事務室レイアウトの自由度が低下した。ま

た、制震ブレース機構は見た目に目立ちす

ぎるため、化粧壁による目隠しも考えられ

たが、採光や空調、事務室としての使い勝

手の面などから採用しなかった。
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④東日本大震災の影響 
この耐震補強工事の後、地震時の挙動評

価等を目的に、本庁舎１階と屋上階に地震

計を設置しており、その計測記録によれば

東日本大震災による最大加速度は地上階で

、屋上階で であった。地震

応答解析により確認したところ、建物の変

形（層間変形角）は耐震補強の性能目標内

に収まっており、耐震補強が有効に機能し

ていたことが確認された。仮に耐震補強を

実施していなかった場合、層間変形角は最

大で約 倍、建物の相対変位は最大で

倍に増大していたこととなり、庁舎に大き

な損傷が発生していたものと想定された。

震災による被害としては、煙突一部破損、

空調用冷温水配管一部破損、井水用高架水

槽破損、議会棟議場天井等破損、外壁タイ

ル一部剥離・亀裂、内部壁一部破損・亀裂、

窓ガラス一部破損・亀裂のほか、一部の書

庫転倒があったが、建物の構造面からは比

較的軽微な被害に留まり、庁舎機能を継続

的に維持することができた。耐震補強をし

ていたことが、庁舎機能の維持、ひいては

その後の災害対応への円滑な移行に大きく

寄与したものと考えている。
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図表 路線図

ス１台および公用車１台が水没する被害が

あったが、ほかのバスは津波を免れ、幸い

運行中の乗務員および乗客に対する人的被

害もなかった。当日はその後、市の災害対

策本部の要請で、帰宅困難者対応として、

一部路線を 時から 時 分の間に運行

した。

発災翌日から主要路線で運行を順次再開

するとともに、被災者の移送や遺体安置所

へのバス運行を行った。被災し出勤できな

かった乗務員もいたことから運転手が不足

し、路線に障害が発生したため、主要幹線

路線のみの運行再開となったが、順次路線

および運行ダイヤを回復していった。全線

不通となったＪＲ線から乗客が流れ込んだ

こともあり、ＪＲ線と平行する区間のバス

は軒並み大混雑となった。その上、道路状

況も劣悪で運行に大幅な遅れが生じた。乗

務員の復帰や、道路状況の改善、ＪＲ線の

再開が順次進み、４月 日からは全市的に

通常ダイヤでの運行を再開した。なお、津

波被災地域を含む蒲生線、深沼線、井土浜

線の３路線は、３月 日から途中折り返し

運行での再開となった。

そのほか、旭ヶ丘バスターミナルと霞の

目整備工場において建物等に地震の被害が

あり、それぞれ平成 年度と 年度に修

繕・建替工事を行っている。

（２）地下鉄の被害と復旧

地下鉄では、地下部分は比較的軽微な被

害にとどまったが、南北線の泉中央駅・黒

松駅間の地上部分の橋脚等に大きな被害が

発生した。

発災後は直ちに南北線全区間で運行を停

止し、駅構内および車両内の乗客を避難さ

せた。安全点検の後、３月 日に台原駅・

富沢駅間で運行を再開させ、不通区間の台

原駅・泉中央駅間では、無料のシャトルバ

スを走らせた。

損壊した橋脚等の復旧に当たっては、新

幹線の復旧工事を参考に、既存の構造物を

 
 

第３節 交通

 
１．交通局の業務

交通局では、バスおよび地下鉄（南北線・

東西線）を運行している。地下鉄東西線に

ついては、東日本大震災の発災時には建設

工事中で、復興計画期間中の平成 年に開

業した。

（１）市営バスの概況

①車両・路線

本市では、平成 年４月１日現在、

両のバス車両（乗合 両、貸切 両）を

所有し、本市および多賀城市（高橋地区）

を営業区域に、営業路線 、 路線

系統を５営業所・２出張所において運

行している。

②乗車人数

市営バスの年間乗車人数（乗合）は、平

成 年度は 万人、平成 年度は

万人となっており、１日あたり約

万人の方が利用している。なお、平成 年

度から 年度の３年間については、復興需

要の影響もあり 万人程度で推移して

いる。

図表 市営バス乗合年度別運輸実績

（２）市営地下鉄の概況

①路線概要

地下鉄南北線は泉中央駅から富沢駅まで

、 駅（地上駅４、地下駅 ）で

営業している。４両編成で、平日 本（金

曜日 本）・土曜休日 本、朝のラッシ

ュ時は３分から５分間隔で運行している。

地下鉄東西線は、平成 年に本体土木工

事を着工し、東日本大震災による３カ月か

ら６カ月の工事中断を経て、平成 年

月６日に開業した。八木山動物公園駅から

荒井駅まで 、 駅で営業している。

４両編成で、平日 本（金曜日 本）・

土曜休日 本、朝のラッシュ時は５分か

ら６分間隔で運行している。

②輸送人員

平成 年度の南北線・東西線の利用者は

合計約 万人である。

地下鉄の乗車人数は、平成 年度に年間

万人、平成 年度には年間約

万人となっており、復興需要と東西線開業

の効果による増が続いている。

図表 地下鉄南北線・東西線

年度別輸送実績

２．被害と復旧

（１）市営バスの被害と復旧

発災当日の地震発生後は全線で運行を停

止し、乗客を安全な場所で降ろした後、バ

スを営業所に戻した。海岸から２ ほどの

ところにある岡田出張所が津波で全損、バ
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図表 路線図

ス１台および公用車１台が水没する被害が

あったが、ほかのバスは津波を免れ、幸い

運行中の乗務員および乗客に対する人的被

害もなかった。当日はその後、市の災害対

策本部の要請で、帰宅困難者対応として、

一部路線を 時から 時 分の間に運行

した。

発災翌日から主要路線で運行を順次再開

するとともに、被災者の移送や遺体安置所

へのバス運行を行った。被災し出勤できな

かった乗務員もいたことから運転手が不足

し、路線に障害が発生したため、主要幹線

路線のみの運行再開となったが、順次路線

および運行ダイヤを回復していった。全線

不通となったＪＲ線から乗客が流れ込んだ

こともあり、ＪＲ線と平行する区間のバス

は軒並み大混雑となった。その上、道路状

況も劣悪で運行に大幅な遅れが生じた。乗

務員の復帰や、道路状況の改善、ＪＲ線の

再開が順次進み、４月 日からは全市的に

通常ダイヤでの運行を再開した。なお、津

波被災地域を含む蒲生線、深沼線、井土浜

線の３路線は、３月 日から途中折り返し

運行での再開となった。

そのほか、旭ヶ丘バスターミナルと霞の

目整備工場において建物等に地震の被害が

あり、それぞれ平成 年度と 年度に修

繕・建替工事を行っている。

（２）地下鉄の被害と復旧

地下鉄では、地下部分は比較的軽微な被

害にとどまったが、南北線の泉中央駅・黒

松駅間の地上部分の橋脚等に大きな被害が

発生した。

発災後は直ちに南北線全区間で運行を停

止し、駅構内および車両内の乗客を避難さ

せた。安全点検の後、３月 日に台原駅・

富沢駅間で運行を再開させ、不通区間の台

原駅・泉中央駅間では、無料のシャトルバ

スを走らせた。

損壊した橋脚等の復旧に当たっては、新

幹線の復旧工事を参考に、既存の構造物を
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は比較的円滑であった。

通信については、発災後も地下鉄内は業

務用ＰＨＳによる通信が確保されており、

安全確認や復旧作業がスムーズに進んだ。

一方、庁内電話や無線は、庁舎の非常発電

用の燃料がなくなったことにより、使用停

止の時間帯が生じ、業務に支障をきたした。

災害時には燃料確保が困難になることか

ら、非常用発電機の稼働時間を延長させる

ため、電源供給する箇所を限定するなどの

運用を定めた。例えば、乗客の避難誘導や

点検の終了後には、非常用発電機の燃料残

量に応じて照明を消灯させる、などとした。

地下鉄の２台の非常用発電機の維持管理

方法について、震災前は１台のみ定期に保

全管理し、ほかの１台はコスト削減の為不

定期に保全管理を行っていたが、震災後は

常時２台稼働できるように、２台とも定期

保全管理とするよう運用を改めた。

震災後の通信環境が劣悪な中でも、業務

用ＰＨＳは有効に機能していたことから、

平成 年度に６台を導入し、復旧業務等連

絡の用途に当てている。平成 年度には、

衛星携帯電話を２台導入して災害に備えて

いる。

通信設備への電源供給も重要であり、小

型発電機を平成 年度までに３台導入し

た。

②帰宅困難者

今回の震災では、ＪＲや地下鉄の駅舎内

から外に利用客を避難させたが、行き場を

失った帰宅困難者で避難所があふれ、交通

情報の提供にも課題を残すなどの結果とな

った。こうした帰宅困難者の発生に備え、

仙台駅周辺帰宅困難者対策連絡協議会に交

通局も一事業者として参加しており（第

章第６節参照）、地下鉄南北線仙台駅構内を

一時滞在場所として開設するためのマニュ

アルを平成 年３月に整備し、安全点検や

開設場所等を定めた。

③停電時の車内表示

地下鉄車内には、乗客に次の停車駅など

を伝える車内案内表示（電光掲示板）があ

るが、今回の震災では、停電で表示が消え

てしまい、緊急地震警報によって車両が非

常停止する旨の案内は、音声のみにより行

われた。

しかし、聴覚障害のある乗客への伝達と

いう点からも、本来の案内表示が機能して

いることが望ましく、停電時にも表示が途

切れないよう、改修を行っている。改修は

平成 年度に始まっており、平成 年度

までに全車両の改修を完了させる予定であ

る。なお、震災後に開業した東西線は、停

電時を想定した仕様としている。

④地下水の対応

地下鉄のコンコース等の壁面にクラック

が生じたため、発災直後から平成 年度に

かけて、地下鉄施設の壁や天井からの漏水

が多数発生した。地震により、地下水脈の

ルートが変わった可能性も原因の一つと推

測されている。

この問題に対しては、壁面の補修など営

繕工事を行って対応し、平成 年度以降、

壁面補修の進展や地下水流入の減少などに

よって、漏水の発生は落ち着きつつある。

また、堤通ポンプ所では非常用自家発電

機の燃料枯渇により排水機能を失い、ずい

道内が浸水することが懸念された。この教

訓を受けて、一時的な停電で浸水しても、

直ちに影響を受けないよう、平成 年度に

はポンプ制御盤のかさ上げ工事を行った。

（３）バス・地下鉄共通の対応

①燃料の確保

バス燃料の確保については、あらかじめ

宮城県石油商業協同組合との間で平成

年６月に「災害等におけるバス車両用燃料

等の供給協力に関する協定書」を締結して

備えていたが、発災後の混乱により、燃料

の確保が困難な状況が長期間続いた。

 
 

補強する工法を採用して工期を大幅に縮小

し、４月 日に全区間運行を再開した。駅

舎などの破損箇所もこの時期までに修繕を

終えている。シャトルバスは、 日間で延

べ 万人を輸送した。

建設中だった東西線については、クレー

ン等の機材やトンネル資材の破損などがあ

ったが、全体に影響する大きな被害はなか

った。一方で、工事現場での災害時の役割

分担や立ち入り基準を定めていなかったた

め、状況確認や保全措置等に一部混乱が生

じた。職員・工事関係者の安否確認、工事

現場の安全確認、資材の調達確認など工事

再開の準備を進め、６月 日から順次工事

を再開し、９月１日までに全工区で工事を

再開した。

３．震災から見えた課題への対応

（１）市営バスの対応

①初動対応マニュアル

交通局では、宮城県沖地震の再来に備え

て、平成 年度に「自動車部における災害

対応マニュアル」を定めており、その中で

大規模災害時の運行停止や、津波警報等へ

の対応を記載している。これは、昭和 年

の宮城県沖地震の際に鉄道が全面ストップ

して、通勤通学客がバスに集中し、混乱し

た経験を踏まえて策定したものである。当

時、市営バスは全車両全乗務員を駆り出し

て対応したが、信号の停電・道路の損傷・

家屋の倒壊などで大渋滞となり深夜になっ

ても帰営できない車両が続出し、翌日以降

の運行に支障をきたした。

東日本大震災においては、このマニュア

ルに基づいて対応したが、東部沿岸地域の

道路ががれきで通行不能となり、岡田出張

所が津波で壊滅的な被害を受けたことや、

燃料不足のため一部乗務員が営業所に参集

ができないなど想定を上回る規模であった。

東日本大震災のような大規模災害事態に対

応するため、平成 年度以降マニュアル改

訂を進めた。

また、平成 年３月には、大規模災害発

生時にさまざまな要因に配慮し、段階的に

バス路線を回復するよう主要幹線路線を指

定するなどとした新たな初動対応マニュア

ルを策定し、今後の災害への備えとした。

②バス業務に関する通信手段の強化

災害時には、確実で迅速な情報伝達がき

わめて重要である。震災発生直後は、電話

等の通信機器の多くが使用できなくなり、

本局と営業所間の連絡が困難となった。こ

れを踏まえ、平成 年度に本局と各営業

所・出張所に、災害時においても直接通信

が可能な業務用無線機を配備した。さらに、

平成 年度には営業所等の連絡車にも配

備する予定である。また、平成 年度に、

バスロケーションシステム（バスの接近や、

位置情報を営業所および利用者へ提供する

システム）の更新に伴い、無線機を入れ替

えて路線内にあった不感地帯を解消する予

定である。

③設備等の備え

震災時は、停電のため、燃料給油機の稼

動ができず、バスへの給油は手回しポンプ

で行ったが、時間的にも作業量としても負

担が大きかった。このため、平成 年度ま

でに燃料給油機用非常用発電機を全ての営

業所・出張所に導入し、非常時でも、効率

よく給油できるよう備えている。

（２）地下鉄の対応

①電源と通信の確保

東日本大震災では、地上の鉄道施設に比

べて、地下の鉄道施設は地震に強いことが

示された。同時に、復旧工事における電力

と通信の確保の重要性が改めて認識されて

いる。

地下鉄においては、非常用電源が有効で

あったことや、東北電力株式会社の緊急復

旧対応により約 時間後に地下鉄変電所

に対して電源が供給されるなど、電力確保
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は比較的円滑であった。

通信については、発災後も地下鉄内は業

務用ＰＨＳによる通信が確保されており、

安全確認や復旧作業がスムーズに進んだ。

一方、庁内電話や無線は、庁舎の非常発電

用の燃料がなくなったことにより、使用停

止の時間帯が生じ、業務に支障をきたした。

災害時には燃料確保が困難になることか

ら、非常用発電機の稼働時間を延長させる

ため、電源供給する箇所を限定するなどの

運用を定めた。例えば、乗客の避難誘導や

点検の終了後には、非常用発電機の燃料残

量に応じて照明を消灯させる、などとした。

地下鉄の２台の非常用発電機の維持管理

方法について、震災前は１台のみ定期に保

全管理し、ほかの１台はコスト削減の為不

定期に保全管理を行っていたが、震災後は

常時２台稼働できるように、２台とも定期

保全管理とするよう運用を改めた。

震災後の通信環境が劣悪な中でも、業務

用ＰＨＳは有効に機能していたことから、

平成 年度に６台を導入し、復旧業務等連

絡の用途に当てている。平成 年度には、

衛星携帯電話を２台導入して災害に備えて

いる。

通信設備への電源供給も重要であり、小

型発電機を平成 年度までに３台導入し

た。

②帰宅困難者

今回の震災では、ＪＲや地下鉄の駅舎内

から外に利用客を避難させたが、行き場を

失った帰宅困難者で避難所があふれ、交通

情報の提供にも課題を残すなどの結果とな

った。こうした帰宅困難者の発生に備え、

仙台駅周辺帰宅困難者対策連絡協議会に交

通局も一事業者として参加しており（第

章第６節参照）、地下鉄南北線仙台駅構内を

一時滞在場所として開設するためのマニュ

アルを平成 年３月に整備し、安全点検や

開設場所等を定めた。

③停電時の車内表示

地下鉄車内には、乗客に次の停車駅など

を伝える車内案内表示（電光掲示板）があ

るが、今回の震災では、停電で表示が消え

てしまい、緊急地震警報によって車両が非

常停止する旨の案内は、音声のみにより行

われた。

しかし、聴覚障害のある乗客への伝達と

いう点からも、本来の案内表示が機能して

いることが望ましく、停電時にも表示が途

切れないよう、改修を行っている。改修は

平成 年度に始まっており、平成 年度

までに全車両の改修を完了させる予定であ

る。なお、震災後に開業した東西線は、停

電時を想定した仕様としている。

④地下水の対応

地下鉄のコンコース等の壁面にクラック

が生じたため、発災直後から平成 年度に

かけて、地下鉄施設の壁や天井からの漏水

が多数発生した。地震により、地下水脈の

ルートが変わった可能性も原因の一つと推

測されている。

この問題に対しては、壁面の補修など営

繕工事を行って対応し、平成 年度以降、

壁面補修の進展や地下水流入の減少などに

よって、漏水の発生は落ち着きつつある。

また、堤通ポンプ所では非常用自家発電

機の燃料枯渇により排水機能を失い、ずい

道内が浸水することが懸念された。この教

訓を受けて、一時的な停電で浸水しても、

直ちに影響を受けないよう、平成 年度に

はポンプ制御盤のかさ上げ工事を行った。

（３）バス・地下鉄共通の対応

①燃料の確保

バス燃料の確保については、あらかじめ

宮城県石油商業協同組合との間で平成

年６月に「災害等におけるバス車両用燃料

等の供給協力に関する協定書」を締結して

備えていたが、発災後の混乱により、燃料

の確保が困難な状況が長期間続いた。
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第４節 保育・児童館等

１．保育

（１）概要

①保育の概況

本市の０歳から５歳までの未就学児の人

口は、平成 年３月 日現在で 人

となっている。また、本市の保育施設等の

数は、保育所が公立 施設（公設民営２施

設を含む）、私立 施設であり、これに加

え認定こども園 施設、保育ママ 施設

（家庭的保育事業 施設、小規模保育事業

Ｃ型５施設）、小規模保育事業Ａ型 施設、

Ｂ型 施設、事業所内保育事業２施設の計

施設、幼稚園数は公立２施設、私立

施設の合計 施設である。

（２）震災前の取り組み

児童福祉法第四十五条の規定に基づき、

児童福祉施設の最低基準について、昭和

年厚生省令第 号にて「避難及び消火に対

する訓練は、少なくとも毎月一回は、これ

を行わなければならない。」とされているこ

とから、市内のいずれの保育所においても、

震災前から毎月避難訓練を実施していた。

さらに、子供未来局は平成 年度に、「保

育所防災マニュアル」を作成するとともに、

平成 年度の指導監査では、宮城県沖地震

クラスの地震に備えた防災対策について各

施設への聞き取りを実施しており、災害等

が発生した場合に的確な対応ができるよう、

職員動員体制の確保や、日ごろの施設や遊

具の安全点検など、災害時における事前の

備えを行っていた。

（３）被災状況と発災直後の対応

①被災状況

発災直後、全市的なライフラインの供給

停止により、ほとんどの保育所で電気・水

道・ガスが途絶した。

保育所の施設被害としては、公立保育所

では中山保育所と南光台北保育所の２施設

が被災建築物応急危険度判定を準用した調

査により「危険」と判断された。また、私

立保育所では中野栄あしぐろ保育所とアス

ク長町南保育園の２施設の被害が甚大だっ

た。

各保育所では、日ごろから備えていたこ

ともあり、保育士は落ち着いた対応や子ど

もたちを安心させるための声がけができ、

子どもたちはパニックを起こすことなく、

保護者の迎えを待っていた。

発災直後、各保育所と子供未来局双方が

被害状況や安否確認状況の報告のため連絡

を取ろうとしたが、固定電話や災害伝言ダ

イヤルはほぼ途絶状態で、保育所の迅速な

被害状況や安否情報の確認ができなかった。

市内の公立保育所、私立保育所いずれも保

育中の被害はなかったが、帰宅後に津波被

害に遭い２名の子どもが亡くなっている。

②発災直後の保育

震災前の本市の保育所防災マニュアルで

は、ライフラインが途絶した場合、保育所

は閉所することとなっていた。しかし、今

回の震災の甚大さから、行政職員のみなら

ず消防職員や警察官、自衛隊員、医療従事

者、福祉施設職員等の住民も含めた総力で

震災対応を行わなければならない状況であ

ったため、子供未来局では発災当日のうち

に、施設の安全を前提とした保育継続の方

針を決定した。この決定を受け、公立保育

所だけでなく、私立保育所も工夫しながら

保育を継続した。このことは、災害対応の

担い手を最大限確保することにつながり、

復旧活動を後押しすることになった。

ライフラインの供給が停止したため、保

育所で給食の調理ができなくなったが、保

護者、地域等からの支援を受け、保育は継

続された。また、暖房については、保育士

や保護者が持ち寄った石油ファンヒーター

と灯油を使用したり、支援物資や子供未来

 
 

一方、地下鉄変電所や庁舎の非常用発電

機においても燃料が枯渇する問題が生じ、

さらに、交通局本局庁舎においては、燃料

不足による非常用電源喪失により一部通信

手段が途絶する事態となった。

交通局で使用する燃料は、局庁舎用発電

設備はＡ重油、変電所用発電設備は特Ａ重

油、バス燃料は軽油とさまざまであるが、

より万全の体制を構築するため、平成 年

９月、供給協力の当事者に、組合に加盟す

る組合員を明記するとともに、それまでバ

ス車両用の燃料のみであった供給対象を、

地下鉄および本局庁舎の非常用発電機や連

絡車のガソリン燃料などにも範囲を拡げる

など、協定の見直しを行った。

②情報提供体制の充実

災害時は運休や臨時ダイヤなどの臨時情

報を迅速かつ広く知らせることが重要であ

り、平時から、多層的な情報提供体制を整

備しておく必要がある。

震災では、各バス停への掲示や交通局ホ

ームページへの掲載などで運行情報の周知

に努めたが、情報提供にタイムラグが生じ

てしまうことも多かった。テレビ・ラジオ

の報道による情報発信も行っていたが、広

域災害の中、発信できる情報量にも限界が

あった。

こうした経験を踏まえ、平成 年４月に

在仙のコミュニティＦＭ放送局と「災害時

における放送要請（協力）に関する覚書」

を締結し、災害時に、よりきめ細かい運行

情報の放送協力を要請できる体制を構築し

た。
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第４節 保育・児童館等

１．保育

（１）概要

①保育の概況

本市の０歳から５歳までの未就学児の人

口は、平成 年３月 日現在で 人

となっている。また、本市の保育施設等の

数は、保育所が公立 施設（公設民営２施

設を含む）、私立 施設であり、これに加

え認定こども園 施設、保育ママ 施設

（家庭的保育事業 施設、小規模保育事業

Ｃ型５施設）、小規模保育事業Ａ型 施設、

Ｂ型 施設、事業所内保育事業２施設の計

施設、幼稚園数は公立２施設、私立

施設の合計 施設である。

（２）震災前の取り組み

児童福祉法第四十五条の規定に基づき、

児童福祉施設の最低基準について、昭和

年厚生省令第 号にて「避難及び消火に対

する訓練は、少なくとも毎月一回は、これ

を行わなければならない。」とされているこ

とから、市内のいずれの保育所においても、

震災前から毎月避難訓練を実施していた。

さらに、子供未来局は平成 年度に、「保

育所防災マニュアル」を作成するとともに、

平成 年度の指導監査では、宮城県沖地震

クラスの地震に備えた防災対策について各

施設への聞き取りを実施しており、災害等

が発生した場合に的確な対応ができるよう、

職員動員体制の確保や、日ごろの施設や遊

具の安全点検など、災害時における事前の

備えを行っていた。

（３）被災状況と発災直後の対応

①被災状況

発災直後、全市的なライフラインの供給

停止により、ほとんどの保育所で電気・水

道・ガスが途絶した。

保育所の施設被害としては、公立保育所

では中山保育所と南光台北保育所の２施設

が被災建築物応急危険度判定を準用した調

査により「危険」と判断された。また、私

立保育所では中野栄あしぐろ保育所とアス

ク長町南保育園の２施設の被害が甚大だっ

た。

各保育所では、日ごろから備えていたこ

ともあり、保育士は落ち着いた対応や子ど

もたちを安心させるための声がけができ、

子どもたちはパニックを起こすことなく、

保護者の迎えを待っていた。

発災直後、各保育所と子供未来局双方が

被害状況や安否確認状況の報告のため連絡

を取ろうとしたが、固定電話や災害伝言ダ

イヤルはほぼ途絶状態で、保育所の迅速な

被害状況や安否情報の確認ができなかった。

市内の公立保育所、私立保育所いずれも保

育中の被害はなかったが、帰宅後に津波被

害に遭い２名の子どもが亡くなっている。

②発災直後の保育

震災前の本市の保育所防災マニュアルで

は、ライフラインが途絶した場合、保育所

は閉所することとなっていた。しかし、今

回の震災の甚大さから、行政職員のみなら

ず消防職員や警察官、自衛隊員、医療従事

者、福祉施設職員等の住民も含めた総力で

震災対応を行わなければならない状況であ

ったため、子供未来局では発災当日のうち

に、施設の安全を前提とした保育継続の方

針を決定した。この決定を受け、公立保育

所だけでなく、私立保育所も工夫しながら

保育を継続した。このことは、災害対応の

担い手を最大限確保することにつながり、

復旧活動を後押しすることになった。

ライフラインの供給が停止したため、保

育所で給食の調理ができなくなったが、保

護者、地域等からの支援を受け、保育は継

続された。また、暖房については、保育士

や保護者が持ち寄った石油ファンヒーター

と灯油を使用したり、支援物資や子供未来
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容は、以下のとおりである。

・発災直後に施設から持ち出す重要書類に

ついて、以前は「重要書類を持ち出す」

とだけ記述していたものを、具体的に「家

庭調査書」、「送迎表」、「関係機関緊急連

絡網」、「職員緊急連絡網」と列挙した。

・発災直後に行う子どもや職員の安否状況

や施設の被害状況などを報告する様式と

報告先について、マニュアル上すぐに目

に入るよう見やすくした。また、保護者

への子ども引き渡しの際に記録する確認

簿も、震災前は決まった様式がなかった

ことから、様式（「非常時引渡し確認簿」）

を定めた。

・発災直後の連絡途絶の経験を踏まえ、電

話がつながらない時の対応として、イエ

デンワ（詳細は後述）や携帯電話番号メ

ールの活用方法のほか、防災・消防関係

情報ホームページのアドレスを記載した。

・災害対応では、「地域住民との連携が必要

であり、地域の自主防災訓練に積極的に

参加する」ことは引き続き記載した上で、

震災時に地域団体の協力を受けた経験を

踏まえ、日ごろから顔を合わせる機会を

増やすことで災害時のスムーズな連携が

可能になるとし、「日頃から地域の方にも

保育所行事に参加してもらうなど良好な

関係を築いていくこと」を追記した。

・「欠席児の安否確認をする」旨追記した。

・発生する災害想定に「津波」を加えた。

イ 保育所の開所

災害時における保育の継続は、保護者の

安心感につながると同時に、保護者が従事

するさまざまな災害復旧業務や就業を継続

するための下支えになるものである。

震災前は、マニュアル上、電気、水道、

ガス等ライフラインの供給が停止したとき

には閉所する旨が記載されていた。改訂後

は、そのような場合でも原則として開所す

ることとし、建物が被害を受け、子どもを

安全に保育できない場合、開所継続のため

の具体的な手段として代替保育があること

を明記した。

ウ 物資の配送等

発災直後で物流が停止した数日間は、備

蓄と応援物資により対応しなければいけな

いが、以前のマニュアルでは、具体的な物

資拠点となる保育所の設定や、配送・運搬

ルートの記述がなかった。

そこで、改訂後は、子供未来局が一括し

て受けた物資を、各区に定めた拠点保育所

に配送し、各保育所はその拠点保育所に物

資を受け取りに行くことを明記した。また、

私立保育所などの地域の他の保育施設への

物資の配布等を行う場合も、協力して行う

こととした。

また、給食における災害時の対応につい

てもマニュアル上なかったため追記し、災

害時に準備してあると良い非常食や非常物

品、備蓄一覧、備蓄食材を使ったメニュー、

給食準備に必要な食器・器具と給食準備の

作業手順、さらには水道・電気・ガスなど

のライフラインが停止した場合に、発生す

る問題点とその対応としての給食提供まで

をフローチャートで分かりやすく記載した。

②公立・私立保育所合同避難訓練

前述のマニュアル改訂では、開所継続を

前提に、どの保育所も代替元・代替先保育

所になる可能性があることを明記し、災害

時のスムーズな代替保育実施のためは、普

段から保育所同士の連携を強めておく必要

があるとした。

また、物資の配送の点からも、私立保育

所も含め、拠点保育所を中心に支援物資の

配送を行うこととしているため、地域の公

立・私立を問わず、普段から顔の見える関

係づくりを行う必要がある。

そのため、そうした関係づくりの一環と

して、平成 年度、子供未来局の呼びかけ

で、太白区の公立保育所である向山保育所

と根岸保育所、私立保育所のますみ保育園

 
 

局から提供したストーブを使用して対応を

行った。

（４）震災後の保育所の対応

①代替保育の実施

震災時は保育所のうち、公立保育所では

中山保育所と南光台北保育所が、私立保育

所では中野栄あしぐろ保育所とアスク長町

南保育園のそれぞれ２カ所が施設被害が甚

大で、当該園舎を利用できない状況だった

ため、ほかの保育所で一時的に子どもたち

と保育士を受け入れた。このような代替保

育が、長いところで５カ月以上にわたって

行われた。

その際、代替保育先のグループ分けを年

齢別（クラス別）にすると友達同士で同じ

保育所に通うことができるが、きょうだい

で保育所に入所していた場合、きょうだい

で別々の保育所になる可能性があり、保護

者の送り迎えの負担が増すという問題があ

った。一方で、自宅からの距離でグループ

を振り分けると保護者の負担は軽減される

が、子どもたちがクラスの友達と別々の保

育所になってしまうという問題があった。

いずれの分け方にもメリット、デメリット

があったが、施設ごとに被害状況と児童の

構成に基づいて判断した。

②保育所の建て替え

地震により建物が損壊し、仮園舎にて保

育を実施していた公立の中山保育所、南光

台北保育所については、現地で建て替えを

行い、平成 年４月１日から新園舎での保

育を開始した。

子供未来局では、平成 年８月に策定し

た「公立保育所の建替え等に関するガイド

ライン」に基づき、昭和 年以前に建築さ

れた木造の公立保育所について、平成 年

度から毎年おおむね２カ所ずつ建て替えを

行っている。保育所の建て替えにあたって

は、災害時に支援物資配送の拠点ともなる

拠点保育所を除き、民間の力を活用して保

育所を新設する「民設民営方式」を基本と

して計画的に進めているが、中山保育所、

南光台北保育所については地震による損壊

という特別な事情があったことから、本市

が建て替えを行い、民間の運営主体が運営

を行う「公設民営方式」を採用した。

③私立保育所の修繕

本市内の私立保育所では、津波の浸水被

害による大規模な被害から小規模な被害ま

で、 の施設が被災した。大規模な被害を

受けた施設は、被災建築物応急危険度判定

を行った結果、倒壊の危険はなしと判断さ

れたため、建て替えではなく、全て修繕で

の対応となった。子供未来局保育環境整備

課では、平成 年 月、「東日本大震災に

係る仙台市私立保育所災害復旧費補助金交

付要綱」を策定し、全ての施設の修繕費を

国の災害復旧費により補助した。平成 年

度中に全ての私立保育所の修繕が終了して

いる。今回の震災は激甚災害が適用された

ため、修繕に要した費用の６分の５を災害

復旧補助金として交付を受け、事業費

万２千円に対し、交付額は 万９千円、

うち国庫補助額は 万２千円となった。

（５）震災後の新たな取り組み

①防災マニュアルの改訂

震災時、子供未来局で使用していた災害

対応マニュアル「保育所防災のてびき」は、

神戸市が阪神・淡路大震災を教訓に作成し

たものを参考に、平成 年度に作成し、順

次改訂していたものであった。今回の震災

では、そのマニュアルによって、迅速な避

難等の対応ができた一方、多くの教訓も得

たことから、平成 年４月に、より具体的

で実践的なマニュアルに改訂した。

ア 改訂の概要

改訂したマニュアルでは、特に発災直後

から始まる緊急対応について、震災の経験

を踏まえ、より具体的に修正した。主な内
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容は、以下のとおりである。

・発災直後に施設から持ち出す重要書類に

ついて、以前は「重要書類を持ち出す」

とだけ記述していたものを、具体的に「家

庭調査書」、「送迎表」、「関係機関緊急連

絡網」、「職員緊急連絡網」と列挙した。

・発災直後に行う子どもや職員の安否状況

や施設の被害状況などを報告する様式と

報告先について、マニュアル上すぐに目

に入るよう見やすくした。また、保護者

への子ども引き渡しの際に記録する確認

簿も、震災前は決まった様式がなかった

ことから、様式（「非常時引渡し確認簿」）

を定めた。

・発災直後の連絡途絶の経験を踏まえ、電

話がつながらない時の対応として、イエ

デンワ（詳細は後述）や携帯電話番号メ

ールの活用方法のほか、防災・消防関係

情報ホームページのアドレスを記載した。

・災害対応では、「地域住民との連携が必要

であり、地域の自主防災訓練に積極的に

参加する」ことは引き続き記載した上で、

震災時に地域団体の協力を受けた経験を

踏まえ、日ごろから顔を合わせる機会を

増やすことで災害時のスムーズな連携が

可能になるとし、「日頃から地域の方にも

保育所行事に参加してもらうなど良好な

関係を築いていくこと」を追記した。

・「欠席児の安否確認をする」旨追記した。

・発生する災害想定に「津波」を加えた。

イ 保育所の開所

災害時における保育の継続は、保護者の

安心感につながると同時に、保護者が従事

するさまざまな災害復旧業務や就業を継続

するための下支えになるものである。

震災前は、マニュアル上、電気、水道、

ガス等ライフラインの供給が停止したとき

には閉所する旨が記載されていた。改訂後

は、そのような場合でも原則として開所す

ることとし、建物が被害を受け、子どもを

安全に保育できない場合、開所継続のため

の具体的な手段として代替保育があること

を明記した。

ウ 物資の配送等

発災直後で物流が停止した数日間は、備

蓄と応援物資により対応しなければいけな

いが、以前のマニュアルでは、具体的な物

資拠点となる保育所の設定や、配送・運搬

ルートの記述がなかった。

そこで、改訂後は、子供未来局が一括し

て受けた物資を、各区に定めた拠点保育所

に配送し、各保育所はその拠点保育所に物

資を受け取りに行くことを明記した。また、

私立保育所などの地域の他の保育施設への

物資の配布等を行う場合も、協力して行う

こととした。

また、給食における災害時の対応につい

てもマニュアル上なかったため追記し、災

害時に準備してあると良い非常食や非常物

品、備蓄一覧、備蓄食材を使ったメニュー、

給食準備に必要な食器・器具と給食準備の

作業手順、さらには水道・電気・ガスなど

のライフラインが停止した場合に、発生す

る問題点とその対応としての給食提供まで

をフローチャートで分かりやすく記載した。

②公立・私立保育所合同避難訓練

前述のマニュアル改訂では、開所継続を

前提に、どの保育所も代替元・代替先保育

所になる可能性があることを明記し、災害

時のスムーズな代替保育実施のためは、普

段から保育所同士の連携を強めておく必要

があるとした。

また、物資の配送の点からも、私立保育

所も含め、拠点保育所を中心に支援物資の

配送を行うこととしているため、地域の公

立・私立を問わず、普段から顔の見える関

係づくりを行う必要がある。

そのため、そうした関係づくりの一環と

して、平成 年度、子供未来局の呼びかけ

で、太白区の公立保育所である向山保育所

と根岸保育所、私立保育所のますみ保育園
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中野小学校の閉校に伴って閉館した。中野

児童館は開館から約 年の歩みを形に残

すため、記録集を作成している。

図表 児童館の復旧状況

児童館 詳細

中野児童館

津波により全壊したため、中

野栄コミュニティ・センター

において中野栄児童館の協

力を得て仮設にて事業を実

施していたが、平成 年３

月 日中野小学校の閉校に

合わせて閉館。

鶴ケ谷児童館

地震により建物が損壊し、危

険度が高いと診断されたた

め、平成 年４月 日より

鶴ケ谷第一市営住宅の集会

所を借用して事業を実施。平

成 年５月 日からは敷地

外に仮設児童館を設置して

事業を実施していたが、宮城

野区安養寺への移転改築が

完了したため、平成 年

月１日から西山児童館とし

て事業を実施。

黒松児童館

地震により建物が損壊し、危

険度が高いと診断されたた

め、平成 年４月 日から

黒松市民センターの一部を

借用して再開し、平成 年

７月１日には黒松小学校敷

地内に整備した仮設プレハ

ブに移転。その後、改築が完

了したため、平成 年２月

から現地で事業を実施。

 
②児童の保護と地域との連携

本市の児童館では、震災前は、火災想定

の避難訓練しか行っていなかったため、今

回の震災を教訓に、災害想定（地震、火災）、

実施時間（午前、午後、夕方など）、対象者

（乳幼児親子、小学生、児童クラブ登録児

童）などについてさまざまなケースを想定

し、訓練内容の多様化を図った。

また、震災前から実施していた学校や町

内会、民生委員児童委員などの地域関係者

との意見交換会については、地域行事の日

程確認や、児童館運営に対する意見や要望

をもらう場となっていたが、地域特性に応

じて防災に関する意見交換を行うこともあ

り、震災を契機に、その機会の重要性を改

めて認識し、連携協力を強化している。

さらに、震災時に、児童クラブに登録し

ている児童を小学校と児童館のどちらで保

護するかについてのルールが明確になって

おらず、混乱が生じる場面が見られた。こ

れについては、指定避難所である小学校が

児童を保護し、児童館はそれに協力するこ

とに整理している。

③児童館非常時対応物品配備指定管理料の加算

平成 年度より、子供未来局は、非常時

対応物品を配備する児童館に対し、指定管

理料の加算を行った。非常時対応物品の中

身は、飲料水、アルファ米、クッキーなど

であり、いずれも３年ごとに更新すること

としている。

④児童館保護者緊急メール配信サービス

本市の児童館では、震災時、通信が途絶

し、連絡が取れない状況が続いたが、震災

時は固定電話等よりも携帯電話の復旧が早

かったことから、その経験を踏まえ、平成

年度から保護者緊急メール配信サービス

を開始した。

児童館は、児童クラブ登録児童の保護者

の携帯電話などのアドレスを事前に登録し、

不審者情報に加え、台風による児童クラブ

の開設時間変更やお迎えの依頼等、緊急時

には児童館から保護者に連絡を一斉送信す

る。

 
 

が、合同で避難訓練を実施した。訓練は、

土砂災害の避難勧告が出されたと想定して

行われ、園児たちが徒歩で避難した。合同

開催によりお互いの交流も図ることができ

た。この３施設の合同訓練は平成 年度以

降も継続して実施する予定である。本市で

は今後、公立保育所と私立の保育施設との

連携した取り組みを広げていく予定である。

③さまざまな主体からの支援

震災後、本市の公立保育所および私立保

育所において、さまざまな団体から支援を

受けた。

平成 年度から平成 年度にかけて、

さまざまな劇団や音楽団体から子供未来局

に対し、保育所で演奏会などを開きたい旨

の申し出があったことから、子供未来局は、

公立・私立の保育所から希望を募り、被害

の大きさや地域バランスなども考慮しなが

ら、演奏などの依頼を行った。

また、平成 年度には、株式会社ウィル

コムから、電話回線が不要で、乾電池でも

使用できる固定電話型ＰＨＳ「イエデンワ」

の提供を受けた。イエデンワは、子供未来

局保育課と各公立保育所に平成 年度中

に全て設置され、災害時の連絡手段を複数

化することができた。

２．児童館

（１）概要

①児童館利用人口

市内にある児童館は、中野小学校閉校に

伴い、平成 年３月 日に中野児童館が

閉館になったことから、平成 年４月１日

時点で カ所となり、その約８割を指定

管理業務として、公益財団法人仙台ひと・

まち交流財団が運営している。また、放課

後児童クラブの登録人数は、平成 年４月

１日時点で、 人である。

②震災前の取り組み

本市の児童館では、震災前から災害に備

え、避難訓練を毎月実施していた。また、

震災前から「児童館運営委員会」、「地域懇

談会」などの名称で、年２回程度、学校や

町内会、民生委員児童委員、市民センター

などの地域関係者等との話し合いの場を設

け、さまざまな議題を協議する中で、防災

に関する意見交換も行っていた。

（２）被害状況と発災直後の対応

震災時の児童館の施設被害としては、中

野児童館、鶴ケ谷児童館、黒松児童館の３

カ所が地震・津波によって建物が全壊・損

壊し、使用不可となったが、その他の施設

については大きな被害はなかった。

発災当時、小学生は来館前であったが、

乳幼児親子や児童が来館していた児童館で

は、発災後速やかに全員を避難誘導したた

め、利用者や職員に怪我はなかった。その

後、施設が危険と判断された児童館では、

指定避難所に児童を連れて行き、職員付き

添いのもとで保護者の迎えを待った。

その後、ライフラインの復旧状況は地域

によりさまざまであったが、平成 年３月

日までに 館が開館し、児童クラブ事

業を継続できるよう努めた。施設に甚大な

被害を受けた児童館は開館できなかったこ

とから、児童館を所管する子育て支援課か

ら、市内全ての児童館に対し、児童クラブ

登録児童の柔軟な受け入れを行うよう通知

し、被災した児童がどの児童館でも臨時的

に利用できるよう配慮した。

（３）震災後の対策

①児童館の改築

大半の児童館・児童クラブは、平成 年

３月 日から開館した。建物の損壊などに

より復旧まで時間がかかった児童館につい

ては、図表 のとおりである。

なお、中野児童館については津波により

全壊したため、中野栄コミュニティ・セン

ターにおいて仮設にて事業を実施していた

が、前述のとおり、平成 年３月 日の
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中野小学校の閉校に伴って閉館した。中野

児童館は開館から約 年の歩みを形に残

すため、記録集を作成している。

図表 児童館の復旧状況

児童館 詳細

中野児童館

津波により全壊したため、中

野栄コミュニティ・センター

において中野栄児童館の協

力を得て仮設にて事業を実

施していたが、平成 年３

月 日中野小学校の閉校に

合わせて閉館。

鶴ケ谷児童館

地震により建物が損壊し、危

険度が高いと診断されたた

め、平成 年４月 日より

鶴ケ谷第一市営住宅の集会

所を借用して事業を実施。平

成 年５月 日からは敷地

外に仮設児童館を設置して

事業を実施していたが、宮城

野区安養寺への移転改築が

完了したため、平成 年

月１日から西山児童館とし

て事業を実施。

黒松児童館

地震により建物が損壊し、危

険度が高いと診断されたた

め、平成 年４月 日から

黒松市民センターの一部を

借用して再開し、平成 年

７月１日には黒松小学校敷

地内に整備した仮設プレハ

ブに移転。その後、改築が完

了したため、平成 年２月

から現地で事業を実施。

 
②児童の保護と地域との連携

本市の児童館では、震災前は、火災想定

の避難訓練しか行っていなかったため、今

回の震災を教訓に、災害想定（地震、火災）、

実施時間（午前、午後、夕方など）、対象者

（乳幼児親子、小学生、児童クラブ登録児

童）などについてさまざまなケースを想定

し、訓練内容の多様化を図った。

また、震災前から実施していた学校や町

内会、民生委員児童委員などの地域関係者

との意見交換会については、地域行事の日

程確認や、児童館運営に対する意見や要望

をもらう場となっていたが、地域特性に応

じて防災に関する意見交換を行うこともあ

り、震災を契機に、その機会の重要性を改

めて認識し、連携協力を強化している。

さらに、震災時に、児童クラブに登録し

ている児童を小学校と児童館のどちらで保

護するかについてのルールが明確になって

おらず、混乱が生じる場面が見られた。こ

れについては、指定避難所である小学校が

児童を保護し、児童館はそれに協力するこ

とに整理している。

③児童館非常時対応物品配備指定管理料の加算

平成 年度より、子供未来局は、非常時

対応物品を配備する児童館に対し、指定管

理料の加算を行った。非常時対応物品の中

身は、飲料水、アルファ米、クッキーなど

であり、いずれも３年ごとに更新すること

としている。

④児童館保護者緊急メール配信サービス

本市の児童館では、震災時、通信が途絶

し、連絡が取れない状況が続いたが、震災

時は固定電話等よりも携帯電話の復旧が早

かったことから、その経験を踏まえ、平成

年度から保護者緊急メール配信サービス

を開始した。

児童館は、児童クラブ登録児童の保護者

の携帯電話などのアドレスを事前に登録し、

不審者情報に加え、台風による児童クラブ

の開設時間変更やお迎えの依頼等、緊急時

には児童館から保護者に連絡を一斉送信す

る。
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とができた。

のびすく長町南では、平成 年度から、

震災の影響で市内に転居してきた市外被災

者の乳幼児親子を対象としたサロン、「親と

子のひろばＣＯＬＯＲＳ（カラーズ）」を開

催した。当サロンでは、主に福島県出身の

親を対象に子育てについて今悩んでいるこ

と、故郷のこと、仙台での暮らしなどにつ

いて話し合い、居場所づくりや安心できる

場の提供を行った。当サロンは、一時的に

避難していた親子が故郷へ戻ったことによ

り、平成 年度に終了している。

 
 

⑤移動児童館

地域内が津波浸水被害を受けた中野児童

館、六郷児童館などの児童館は、平成 年

度から、応急仮設住宅に出向き、入居して

いる高齢者や子どもの交流促進のため、児

童館行事を開催した。中野児童館は、高砂

一丁目公園仮設住宅などの仮設住宅の集会

所で、折り紙やビーズなど簡単な工作を行

う出張イベントを実施した。また、六郷児

童館では、若林日辺グラウンド仮設住宅に

おいて、年２回ほど子どもたちが寄せ植え

た花の配布や児童によるハンドベル演奏な

どを行った。さらに、復興公営住宅が整備

された地域の児童館では、平成 年度から

復興公営住宅に出向いてさまざまな児童館

行事を開催し、交流の場を創出している。

なお、中野児童館は、中野小学校の児童

の多くが学区外の仮設住宅住まいなどのた

め来館できなかったことから、震災後は毎

月、中野小学校へ移動して児童館を開いた。

この活動は、中野小学校の閉校に伴い中野

児童館が閉館する平成 年３月まで続け

られた。

３．仙台市子育てふれあいプラザ

（１）概要

仙台市子育てふれあいプラザ（のびすく）

は、親子が交流できる場や子育て支援に関

するさまざまな情報の提供や、乳幼児の一

時預かりを実施し、保護者の子育てに対す

る不安や負担の軽減を図ることなどを目的

に、本市が設置する施設である。のびすく

は平成 年３月 日時点で市内に４カ所

あり（仙台、泉中央、長町南、宮城野。う

ち宮城野は震災後の平成 年 月に開館）、

それぞれ指定管理業務としてＮＰＯ等が運

営している。平成 年度の一時預かり利用

者延べ数は 人であった。それぞれの

のびすくでは、震災前から定期的に避難訓

練等を実施し、災害に備えていた。

（２）震災時の状況

のびすく仙台、のびすく泉中央、のびす

く長町南は震災後、それぞれ図表 の

とおり事業を再開した。

図表 のびすく開館状況

のびすく仙台
平成 年３月 日から再開し、

４月１日から通常開館。

のびすく泉中央

地震により建物が損壊し、危険

度が高いと診断されたため、平

成 年４月 日からは泉区中

央市民センターにて、７月１日

からは泉中央駅ビルにて事業を

縮小して事業を実施した。建物

の修繕が完了した 月 日か

ら、現地で事業を再開した。

のびすく長町南
平成 年４月 日から、現地

で事業を再開。

 
（３）のびすくによる支援

各のびすくでは、震災後、被災した親子

の心のケアや、市外で被災し孤立している

親子の交流を目的とし、サロンやイベント

を開催した。また、月に１回登録親子に対

し、広報誌を利用した防災などへの呼びか

けを行った。

のびすく泉中央を運営する一般社団法人

マザー・ウイングは、平成 年から、東日

本大震災中央子ども支援センター福島窓口

と共催し、福島県外避難者支援事業として、

福島県出身の親子を対象に「ふくしまママ

の会きびたん’ 」を毎月１回開催した。当

会は、のびすく泉中央を会場に、親子のふ

れあい遊びとグループトークを中心として

実施した。本事業は平成 年度以降も継続

する予定である。

のびすく仙台では、平成 年度から東日

本大震災の被災地支援を行う学生（神戸親

和女子大学）の受け入れを行った。学生た

ちと被災した親子とが触れ合う機会を設け

ることにより、被災地の現状を知らせるこ
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とができた。

のびすく長町南では、平成 年度から、

震災の影響で市内に転居してきた市外被災

者の乳幼児親子を対象としたサロン、「親と

子のひろばＣＯＬＯＲＳ（カラーズ）」を開

催した。当サロンでは、主に福島県出身の

親を対象に子育てについて今悩んでいるこ

と、故郷のこと、仙台での暮らしなどにつ

いて話し合い、居場所づくりや安心できる

場の提供を行った。当サロンは、一時的に

避難していた親子が故郷へ戻ったことによ

り、平成 年度に終了している。
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年７月８日からは仙台空港に隣接する事業

所（株式会社ジャムコ）に一時的に活動拠

点を移転、平成 年２月１日からは同地区

に所在するアイベックスアビエイション株

式会社仙台エアセンターの事務所付格納庫

の全体を賃借し、ここを仮設の「仙台市消

防航空隊庁舎」として、平成 年３月末現

在、消防航空活動を実施している。

（５）恒久的なヘリコプター活動拠点の整備に

向けて 
恒久的なヘリコプターの活動拠点の整備

については、県とも協議を重ね、平成 年

度から県との共同事業により、宮城郡利府

町菅谷地区に新たなヘリポートを移転再整

備することで事業を進めていた。しかし、

平成 年度に予定していた事業計画地の

造成工事（県の実施事業）において、工事

費用の高騰が予測されるなど、事業推進上

の課題が生じ、造成工事を断念せざるを得

ない状況となり、平成 年 月に利府町

菅谷地区へのヘリポート整備を断念した。

その後、改めてヘリコプター活動拠点の

整備候補地については市内への再整備も含

めて検討し、平成 年５月に新たな事業予

定地として宮城県岩沼市空港西一丁目（仙

台空港隣接地）に、県との共同事業により

「ヘリコプター活動拠点」を整備すること

とし、現在、整備に向けた各種事業を展開

している。

 
 

第５節 ヘリポートの復旧

 
１．被害状況 
（１）施設概要 

仙台市消防ヘリポートは、宮城県沖地震

や阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、航空

灯火設備を備えた 時間運航可能な消防

専用ヘリポートとして若林区荒浜字今切地

区に整備し、平成 年２月１日から供用が

開始された。敷地は約３万５千㎡で、滑走

路（着陸帯）、誘導路、エプロン（駐機スペ

ース）という共有施設が設けられたほか、

宮城県防災ヘリコプター管理事務所も設置

され、本市の消防ヘリコプターと県の防災

ヘリコプターを常駐させ空からの消防・防

災体制の充実強化を図っていた。

また、同敷地内には、若林消防署荒浜航

空分署が荒浜地区周辺の消防・救急業務を

新たに担う部署として平成 年４月１日

に新設され、本市の航空消防体制の整備と

併せ、同地域の地上における消防・救急体

制の充実強化にも取り組んでいた。

 
（２）被害状況等 

発災当日 時 分に地震が発生、 時

分に津波警報「大津波」の発表に伴い、

消防隊員が荒浜救助１号車により地上から

広報・避難誘導活動を実施し、さらに当直

していた航空隊員および非常参集した非番

の職員により仙台ヘリ１号および仙台ヘリ

２号を運用して、上空からの広報・警戒活

動を実施した。

荒浜救助１号車隊は津波が到達する直前

まで地域住民に対する避難広報を実施した

ほか、歩行困難な住民を荒浜小学校までピ

ストン輸送するなどして荒浜航空分署に帰

署した。帰署直後に津波が荒浜航空分署に

到来し、庁舎内にいた職員は屋上等に避難

し難を免れたが、消防庁舎、格納庫は浸水

して全損、分署に配備されていた公用車８

台も全てが水没したほか、職員の通勤用具

も全て水没した。

上空からの避難広報を行っていた仙台ヘ

リ１号および仙台ヘリ２号は、津波の伝播

状況および到達状況等の把握を行うととも

に、消防無線等を活用してその状況報告を

実施し、市東部沿岸地域に津波が到達した

後は、上空からの検索活動や地上隊が到達

できない箇所での救助活動を実施した。

写真 仙台市消防ヘリポート［仙台市若林消防

署荒浜航空分署］被災状況 

 
 
（３）全損した庁舎等の取扱い 

津波により全損した若林消防署荒浜航空

分署は平成 年５月の組織改正により廃

止された。庁舎等の施設については、平成

年３月に解体し（県の施設は平成 年

月に解体）、敷地については、破損した

法面や擁壁等の修復を行い、消防局の訓練

場として活用している。

また、同敷地は、平成 年度において隣

接する荒浜搬入場に搬入される災害廃棄物

の選別場所としても活用された。

なお、仙台市消防ヘリポートは平成 年

１月 日付で航空法に定める飛行場とし

ての供用を廃止している。

（４）ヘリコプター活動拠点の移転 
津波によりヘリポートが全損したため、

被災直後における消防ヘリコプターの活動

は、陸上自衛隊霞目駐屯地の協力を得て、

霞目駐屯地をベースとしながら実施した。

その後、仙台空港の再開等に併せ、平成
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年７月８日からは仙台空港に隣接する事業

所（株式会社ジャムコ）に一時的に活動拠

点を移転、平成 年２月１日からは同地区

に所在するアイベックスアビエイション株

式会社仙台エアセンターの事務所付格納庫

の全体を賃借し、ここを仮設の「仙台市消

防航空隊庁舎」として、平成 年３月末現

在、消防航空活動を実施している。

（５）恒久的なヘリコプター活動拠点の整備に

向けて 
恒久的なヘリコプターの活動拠点の整備

については、県とも協議を重ね、平成 年

度から県との共同事業により、宮城郡利府

町菅谷地区に新たなヘリポートを移転再整

備することで事業を進めていた。しかし、

平成 年度に予定していた事業計画地の

造成工事（県の実施事業）において、工事

費用の高騰が予測されるなど、事業推進上

の課題が生じ、造成工事を断念せざるを得

ない状況となり、平成 年 月に利府町

菅谷地区へのヘリポート整備を断念した。

その後、改めてヘリコプター活動拠点の

整備候補地については市内への再整備も含

めて検討し、平成 年５月に新たな事業予

定地として宮城県岩沼市空港西一丁目（仙

台空港隣接地）に、県との共同事業により

「ヘリコプター活動拠点」を整備すること

とし、現在、整備に向けた各種事業を展開

している。
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回の震災の地震動を基に改めて検証を行っ

た。建物について設計変更の必要性はない

ことを確認したが、震災の経験を踏まえ、

検査機器や減菌装置等の医療機器、薬剤な

どを院内各所に運ぶ搬送設備、照明の一部

などを非常用電源の供給対象に新たに追加

したほか、給水車から地下受水槽へ直接水

を補給するためのルートを確保するなどし

た。

市立病院では震災以前から備蓄や災害対

応マニュアルの整備を進めていたが、今回

の震災時、職員の非常用食料の確保に苦慮

した経験から、平成 年９月に行った災害

対策マニュアルの改訂では、非常用食料の

備蓄量を、５食分から９食分に改めた。

４．新市立病院の整備

（１）整備

新市立病院は、前述の設計内容の検証後、

平成 年 月に着工、平成 年７月に工

事が完了した。

平成 年８月から引越し作業を始め、同

年 月１日に開院した。なお、新市立病院

の建築概要は以下のとおりである。

図表 建築概要

所在地 仙台市太白区あすと長町

敷地面積： ㎡

（旧敷地： ㎡）

建 物 の

規模・構

造

建築面積：病院本館 ㎡、厚

生棟 ㎡、研修医宿舎棟 ㎡

延床面積：病院本館 ㎡

厚生棟 ㎡、研修医宿舎棟

㎡

高さ 階数： ｍ

地下１階 地上 階 塔屋１階

構造：ＲＣ造（病院本館は免震）

屋上ヘリポート設置

※厚生棟に院内保育所、レストラン等設置

写真 新市立病院の全景

（２）災害拠点病院としての機能強化

今回の震災を踏まえ、厚生労働省が平成

年３月に通知した「災害時における医療

体制の充実強化について」の中では、施設

の耐震性やＥＭＩＳ（広域災害・救急医療

情報システム）による情報発信、食料等の

備蓄、ＤＭＡＴ等の医療チームの受け入れ

体制整備等の必要性などが課題としてあげ

られている。

また、市立病院も指定されている災害拠

点病院の指定要件についても、病院機能維

持に必要な全ての施設の耐震性確保、通常

時６割程度の自家発電機能の確保、井戸設

備の整備、衛生電話の保有、食料・飲料水・

医薬品等の３日分程度の備蓄など、より具

体的に示されることとなった。

これら指定要件に対する新市立病院の対

応状況は、以下のとおりである。

 
 

第６節 仙台市立病院

１．震災前の状況と取り組み

仙台市立病院は本院と救命救急センター

で構成され、本院は昭和 年、救命救急セ

ンターは平成３年に若林区清水小路に建設

された。

本院は、平成 年に実施した新耐震基準

による耐震診断の結果、大規模災害時に支

障なく診療を行うために必要とされる耐震

性能を満たしていないことが判明したが、

診療を行いながらの現地での大規模改修や

建替えは困難と判断し、移転新築に向けた

検討を開始した。震災のあった平成 年度

には設計作業まで完了していた。

災害用備蓄については、宮城県沖地震の

経験から、全入院患者の５食分の食料、職

員用アルファ米 食分、クラッカー

食分、飲料水（ ） 本などに加え、

医薬品１週間（７日）分、医療用の水約

ｔ、自家発電用燃料約 ℓなどを備蓄

していた。

また、災害訓練については、平成 年以

降、緊急度や重症度に応じて診察の優先度

を決めるトリアージを含めた訓練を毎年実

施しているほか、平成 年９月には災害対

応マニュアルを整備していた。

２．被災状況と震災対応

震災による人的被害については、入院患

者２名が打撲症となったが、それ以外の患

者および職員に被害はなかった。

本院施設の被害については、ボイラー用

煙突の折損による傾き、壁面の剥離・亀裂、

カルテ庫の破損、停電、都市ガスの遮断、

受水槽等の緊急遮断弁の作動による給水の

停止などがあった。特に、ボイラー用煙突

の折損・傾きにより本院の一部区域が立ち

入り禁止となったため、各病棟のナースス

テーションや病室、医療器材管理科等への

立ち入りが制限されることとなり、病院機

能は大幅に低下することになった。なお、

給水については緊急遮断弁の点検後、電源

については発災翌日に復旧した。

また、救命救急センター施設の被害につ

いては、東西の耐力壁（１～６階）に大き

な亀裂が入り、３階のＩＣＵ（集中治療室）

やＣＣＵ（冠疾患集中治療室）、東病棟や４

階小児病棟の病室などの一部が使用中止と

なった。

救急患者の受け入れについては、電話が

ほとんど通じない状況となったため、事前

照会なしでの救急車の受け入れを行った。

救命救急センターは、震災後も、 時間救

急患者の受け入れを継続し、地震直後から

多数の負傷者が搬送された。

発災翌日の３月 日からは全国からＤ

ＭＡＴが駆けつけ、トリアージや来院患者

リスト作成などの活動が開始された。

外来診療については、３月 日には内

科・外科・小児科で診療を開始し、他の診

療科も順次再開、３月 日には通常体制に

戻っている。

患者の受け入れにあたっては、これまで

の災害訓練や災害対応マニュアルの整備に

より、現場で大きな混乱が生じることはな

かった。

なお、食料については、備蓄していた食

料全てを消費したが、支援物資が届いたこ

とで入院患者の食事を途切れることなく提

供することができた。職員については、各

自が自宅から持ち寄った備蓄食料や支援物

資により対応した。医薬品の備蓄について

は、不足は生じなかった。

また、病院からの情報発信として、ホー

ムページを震災対応用に変更し、病院の状

況や診療体制など、利用者が必要とする情

報をすぐに得られるよう工夫した。

３．震災後の対応

移転新築する新市立病院の設計図書は震

災後の平成 年５月に完成していたが、今
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回の震災の地震動を基に改めて検証を行っ

た。建物について設計変更の必要性はない

ことを確認したが、震災の経験を踏まえ、

検査機器や減菌装置等の医療機器、薬剤な

どを院内各所に運ぶ搬送設備、照明の一部

などを非常用電源の供給対象に新たに追加

したほか、給水車から地下受水槽へ直接水

を補給するためのルートを確保するなどし

た。

市立病院では震災以前から備蓄や災害対

応マニュアルの整備を進めていたが、今回

の震災時、職員の非常用食料の確保に苦慮

した経験から、平成 年９月に行った災害

対策マニュアルの改訂では、非常用食料の

備蓄量を、５食分から９食分に改めた。

４．新市立病院の整備

（１）整備

新市立病院は、前述の設計内容の検証後、

平成 年 月に着工、平成 年７月に工

事が完了した。

平成 年８月から引越し作業を始め、同

年 月１日に開院した。なお、新市立病院

の建築概要は以下のとおりである。

図表 建築概要

所在地 仙台市太白区あすと長町

敷地面積： ㎡

（旧敷地： ㎡）

建 物 の

規模・構

造

建築面積：病院本館 ㎡、厚

生棟 ㎡、研修医宿舎棟 ㎡

延床面積：病院本館 ㎡

厚生棟 ㎡、研修医宿舎棟

㎡

高さ 階数： ｍ

地下１階 地上 階 塔屋１階

構造：ＲＣ造（病院本館は免震）

屋上ヘリポート設置

※厚生棟に院内保育所、レストラン等設置

写真 新市立病院の全景

（２）災害拠点病院としての機能強化

今回の震災を踏まえ、厚生労働省が平成

年３月に通知した「災害時における医療

体制の充実強化について」の中では、施設

の耐震性やＥＭＩＳ（広域災害・救急医療

情報システム）による情報発信、食料等の

備蓄、ＤＭＡＴ等の医療チームの受け入れ

体制整備等の必要性などが課題としてあげ

られている。

また、市立病院も指定されている災害拠

点病院の指定要件についても、病院機能維

持に必要な全ての施設の耐震性確保、通常

時６割程度の自家発電機能の確保、井戸設

備の整備、衛生電話の保有、食料・飲料水・

医薬品等の３日分程度の備蓄など、より具

体的に示されることとなった。

これら指定要件に対する新市立病院の対

応状況は、以下のとおりである。
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第７節 広報

１．災害時の広報

災害時には市民の適切な判断と行動を促

すため、正確で分かりやすい情報を速やか

に発信する必要がある。適切な広報には流

言飛語による社会的混乱を防止する効果も

あり、市民生活の早期安定の側面からも重

要である。

災害時に市民が求める情報は、時間の経

過により変化していくことから、ニーズを

とらえた対応に留意しなければならない。

図表 災害時の広報内容

（仙台市地域防災計画地震・津波災害対策編

平成 年４月版より）

２．東日本大震災と広報

（１）発災後の広報

東日本大震災直後の時期は、停電や通信

途絶が発生する中、被害の状況や避難所の

開設、ライフラインに関すること等、多岐

にわたる情報発信が必要となった。

発災直後、本市のホームページはデータ

センターの通信途絶により閲覧が不能とな

り、当日夜に仮復旧を行って運用を再開し

た。３月 日には本復旧を行うことができ、

通常の運用に戻っている。３月 日に避難

者名簿（公開に関する了承を得られた方の

み）を掲載、３月 日に「被災された方々

への各種支援制度」としてポータルサイト

を設け、順次情報発信を続けた。

避難所においては、インターネットの利

用環境がなく、また発災後しばらくはテレ

ビもなく、情報入手の手段はかなり限られ

ていた。被災者の方々に必要な支援情報や

ライフライン情報などを届けるため、「避難

所通信」「被災された方のための生活支援情

報」「仙台市災害対策広報」などの市の作成

資料やさまざまなチラシ等を貼り出して周

知に努めた。

報道機関に対しては、市長囲み取材の対

応や、災害対策本部会議の公開、記者発表、

資料提供、電話インタビュー等できる限り

の対応を行い、ニュースや新聞等によって

も随時市の動きが伝えられた。報道の関心

も非常に高く、東京をはじめあらゆる地域

から報道陣が取材に入り、海外からも多く

の記者が訪れ、連日多くの報道対応に忙殺

された。

月１回発行の市広報紙「仙台市政だより」

は、紙の調達難に直面しながらも、通常の

半分の ページとし、内容を支援情報に特

化して編集して平成 年４月号を発行し

た。減ページ対応は７月号まで続き、８月

号から従前の ページ編成に戻している。

以降も引き続き、復興事業や生活再建のお

知らせ、シリーズ記事（平成 年度「復興

の足音」、平成 年度「復興のまち」、平成

年・ 年度「わたしの防災宣言」）の企

画等により、復興情報の発信に努めている。

時期 広報内容

災害の発生状況／余震・津
波・洪水等に関する情報／
災害対策本部の設置／安否
情報／被害状況の概要／避
難所等の情報／救援活動の
状況／二次災害防止に関す
る情報／災害応急対策の実
施状況／医療機関の活動状
況／水・食料等の物資供給
状況／ボランティア受け入
れ情報　など

ライフラインの被害状況と
復旧見込み／生活必需品の
供給状況／道路・交通情報
／医療情報／教育関連情報
／災害ごみの処理方法／相
談窓口の開設状況／市の通
常業務の再開情報／り災証
明・義援金関連情報／住宅
関連情報／各種貸付・融資
制度情報／各種減免措置等
の状況／復興関連情報／被
災地からの情報発信　など

災害発生
直後

生活再開
時・復興期

 
 

図表 災害拠点病院の設備等

施
設
・
設
備

・免震構造の採用

・ヘリポートの設置

・防災倉庫（ ㎡、屋外に設置）や災

害時対応用スペース（エントランス、

リハビリ室、講堂等）の確保

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

・通常時 割程度の非常用発電機確保

・ 重油 日分の確保

・耐震性の高い中圧ガス管採用

・ガス・コージェネレーションシステ

ムの採用

・受水槽に 日分の水を確保

・浄水装置設置による地下水の飲料化

備

蓄

・ 食 日分の食料および飲料水の確保

・ 週間分の医薬品の確保

・簡易ベッド、衛星携帯電話等の配備

５．総括

新市立病院の設計は震災前に固まってい

たが、震災の経験を活かすために、各部署

から意見を聴収し、現場の声を設計に反映

させた。また、設備や備蓄についても、震

災の教訓を活かした内容とすることができ

た。

市立病院では、地震だけではなく、大雨

や台風などさまざまな災害を想定した備え

が必要との認識の下、今後も防災訓練など、

さまざまな防災対策を実施することとして

いる。
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第７節 広報

１．災害時の広報

災害時には市民の適切な判断と行動を促

すため、正確で分かりやすい情報を速やか

に発信する必要がある。適切な広報には流

言飛語による社会的混乱を防止する効果も

あり、市民生活の早期安定の側面からも重

要である。

災害時に市民が求める情報は、時間の経

過により変化していくことから、ニーズを

とらえた対応に留意しなければならない。

図表 災害時の広報内容

（仙台市地域防災計画地震・津波災害対策編

平成 年４月版より）

２．東日本大震災と広報

（１）発災後の広報

東日本大震災直後の時期は、停電や通信

途絶が発生する中、被害の状況や避難所の

開設、ライフラインに関すること等、多岐

にわたる情報発信が必要となった。

発災直後、本市のホームページはデータ

センターの通信途絶により閲覧が不能とな

り、当日夜に仮復旧を行って運用を再開し

た。３月 日には本復旧を行うことができ、

通常の運用に戻っている。３月 日に避難

者名簿（公開に関する了承を得られた方の

み）を掲載、３月 日に「被災された方々

への各種支援制度」としてポータルサイト

を設け、順次情報発信を続けた。

避難所においては、インターネットの利

用環境がなく、また発災後しばらくはテレ

ビもなく、情報入手の手段はかなり限られ

ていた。被災者の方々に必要な支援情報や

ライフライン情報などを届けるため、「避難

所通信」「被災された方のための生活支援情

報」「仙台市災害対策広報」などの市の作成

資料やさまざまなチラシ等を貼り出して周

知に努めた。

報道機関に対しては、市長囲み取材の対

応や、災害対策本部会議の公開、記者発表、

資料提供、電話インタビュー等できる限り

の対応を行い、ニュースや新聞等によって

も随時市の動きが伝えられた。報道の関心

も非常に高く、東京をはじめあらゆる地域

から報道陣が取材に入り、海外からも多く

の記者が訪れ、連日多くの報道対応に忙殺

された。

月１回発行の市広報紙「仙台市政だより」

は、紙の調達難に直面しながらも、通常の

半分の ページとし、内容を支援情報に特

化して編集して平成 年４月号を発行し

た。減ページ対応は７月号まで続き、８月

号から従前の ページ編成に戻している。

以降も引き続き、復興事業や生活再建のお

知らせ、シリーズ記事（平成 年度「復興

の足音」、平成 年度「復興のまち」、平成

年・ 年度「わたしの防災宣言」）の企

画等により、復興情報の発信に努めている。

時期 広報内容

災害の発生状況／余震・津
波・洪水等に関する情報／
災害対策本部の設置／安否
情報／被害状況の概要／避
難所等の情報／救援活動の
状況／二次災害防止に関す
る情報／災害応急対策の実
施状況／医療機関の活動状
況／水・食料等の物資供給
状況／ボランティア受け入
れ情報　など

ライフラインの被害状況と
復旧見込み／生活必需品の
供給状況／道路・交通情報
／医療情報／教育関連情報
／災害ごみの処理方法／相
談窓口の開設状況／市の通
常業務の再開情報／り災証
明・義援金関連情報／住宅
関連情報／各種貸付・融資
制度情報／各種減免措置等
の状況／復興関連情報／被
災地からの情報発信　など

災害発生
直後

生活再開
時・復興期
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写真 せんだい復興だより

（５）仙台復興リポート

「仙台復興リポート」は、本市の復興事

業の進捗等を広く発信するため、復興事業

局震災復興室が作成していた資料で、平成

年 月から平成 年２月まで毎月更新

された。データと図解により、津波被災や

宅地被害の支援事業、生活再建支援、復興

公営住宅、経済復興、教訓発信など、各種

復興事業の概要および進捗を分かりやすく

示している。平成 年２月の 号は、最

終号として、これまでの本市の復興事業の

成果と今後の取り組みについての別冊も一

緒に発行し、震災復興計画の総括とした。

写真 仙台復興リポート

３．広報の強化

（１）ホームページ

避難者数やライフラインの復旧状況等、

刻々と変化する情報をタイムリーに発信す

る手段として、インターネットの活用は欠

かせない。震災の際に市ホームページが中

断した教訓を生かし、緊急時に備えていく

つかの対策を講じている。

平成 年度には、通信回線の途絶防止策

として、通信回線を複線化し、一方が寸断

した場合にもう片方を経由しデータセンタ

ーとやりとりができる体制とした。

平成 年３月には、ヤフー株式会社と

「災害に係る情報発信等に関する協定」を

締結している。災害によるアクセス集中の

場合にはキャッシュサイトを作成し、そこ

から閲覧できるようにすることで、情報提

供機能を維持し、同時に負荷の軽減を図る

内容である。

なお、平成 年 月と平成 年９月に

豪雨災害の避難勧告等が発令された際、ア

クセスの集中によりホームページが閲覧で

きなくなったことを受けて、トップページ

を簡易版に切り替えて負荷を減らす対応や、

回線の増強等を図り、災害対応に備えてい

る。

（２）広報課

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・

サービス）は双方向型の情報発信ツールと

して震災前から急速に普及しており、本市

でも観光分野をはじめ、各部署において

や を用いた広報の取り組

みが始まっていた。

震災の後、本市総務局では、こうしたＳ

ＮＳを効果的に活用して、復興が進む様子

やイベント情報、季節の話題等を発信し、

仙台の魅力やまちの元気な姿を市内外にア

ピールするため、平成 年８月に仙台市広

報課 を立ち上げて、旬の情報を積

極的に提供している。

 
 

（２）ともに、前へ 仙台

未曾有の災害からの復興に向かう決意を

示すとともに、行政と市民が力を合わせて

震災を乗り越えていこうと呼びかける言葉

「ともに、前へ 仙台」を、平成 年３月

日に本市ホームページの震災ポータルサ

イトに掲載した。その後、本市ではこのフ

レーズを看板や懸垂幕などにして市の各庁

舎などに掲げてきた。

震災から１年後の平成 年３月には、

「東日本大震災１年の記録 ともに、前へ

仙台」というタイトルで、カラー ペー

ジの記録誌を発行している。

さらに、平成 年３月には、震災を風化

させないための取り組みを全庁挙げて推進

することを目的に、「ともに、前へ 仙台」

を用いたシンボルマークの活用を開始した。

シンボルマークは、仙台藩初代藩主伊達政

宗騎馬像をデザイン化したもので、総務局

広報課が職員公募を呼び掛け、応募があっ

た中から決定した。市政だより、公用封筒、

職員の名刺ほか本市が業務上使用するさま

ざまな印刷物や資料に活用した。また、市

内各所で行われている復旧復興関係の工事

業者にも協力を呼びかけ、多くの工事看板

にも掲載されて仙台の復興をアピールした。

図表 「ともに、前へ 仙台」

シンボルマーク

（３）市広報ラジオ番組

ラジオは、震災時に最も活用された情報

源のひとつであり、震災後その有用性が再

認識された。

震災前より市のイベントやお知らせを発

信していた東北放送のラジオ番組「仙台市

民だより」と、 のラジオ番組「ジ

ョイフル 」は、発災後、通常の番組

情報から震災関連情報に切り替えて放送し

た。平成 年７月から平成 年３月まで

はエフエム仙台において復興まちづくりの

情報発信番組「 ’ せんだい」を

放送、平成 年度からは、地域密着型のコ

ミュニティＦＭ放送３局（ラジオ３、 い

ずみ、エフエムたいはく）ネットにより、

復興や防災の取り組みを市民へのインタビ

ューで発信する「せんだい復興日記」に引

き継がれ、４年にわたり発信を続けてきた。

平成 年度からは、前年の８月に開局した

らくてんエフエムも加わり、４局合同の番

組として、イベントやお知らせなど復興以

外のまちの話題も発信する予定としている。

（４）せんだい復興だより

「せんだい復興だより」は、市の復興の

進捗を広くアピールしようと、平成 年７

月から年に５～６回、平成 年度末までに

延べ 回にわたり、河北新報の一面広告と

して掲載している。

掲載テーマは、防災集団移転、復興公営

住宅、津波避難施設、国連防災世界会議、

コミュニティ形成など、時期にあわせてタ

イムリーな内容の情報を発信してきた。各

事業の実施状況やスケジュールを写真や図

表を用いて解説するとともに、関係する市

民や事業者等へのインタビューも交え、復

興に関わる人々の思いや声を同時に伝えて

いる。
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写真 せんだい復興だより

（５）仙台復興リポート

「仙台復興リポート」は、本市の復興事

業の進捗等を広く発信するため、復興事業

局震災復興室が作成していた資料で、平成

年 月から平成 年２月まで毎月更新

された。データと図解により、津波被災や

宅地被害の支援事業、生活再建支援、復興

公営住宅、経済復興、教訓発信など、各種

復興事業の概要および進捗を分かりやすく

示している。平成 年２月の 号は、最

終号として、これまでの本市の復興事業の

成果と今後の取り組みについての別冊も一

緒に発行し、震災復興計画の総括とした。

写真 仙台復興リポート

３．広報の強化

（１）ホームページ

避難者数やライフラインの復旧状況等、

刻々と変化する情報をタイムリーに発信す

る手段として、インターネットの活用は欠

かせない。震災の際に市ホームページが中

断した教訓を生かし、緊急時に備えていく

つかの対策を講じている。

平成 年度には、通信回線の途絶防止策

として、通信回線を複線化し、一方が寸断

した場合にもう片方を経由しデータセンタ

ーとやりとりができる体制とした。

平成 年３月には、ヤフー株式会社と

「災害に係る情報発信等に関する協定」を

締結している。災害によるアクセス集中の

場合にはキャッシュサイトを作成し、そこ

から閲覧できるようにすることで、情報提

供機能を維持し、同時に負荷の軽減を図る

内容である。

なお、平成 年 月と平成 年９月に

豪雨災害の避難勧告等が発令された際、ア

クセスの集中によりホームページが閲覧で

きなくなったことを受けて、トップページ

を簡易版に切り替えて負荷を減らす対応や、

回線の増強等を図り、災害対応に備えてい

る。

（２）広報課

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・

サービス）は双方向型の情報発信ツールと

して震災前から急速に普及しており、本市

でも観光分野をはじめ、各部署において

や を用いた広報の取り組

みが始まっていた。

震災の後、本市総務局では、こうしたＳ

ＮＳを効果的に活用して、復興が進む様子

やイベント情報、季節の話題等を発信し、

仙台の魅力やまちの元気な姿を市内外にア

ピールするため、平成 年８月に仙台市広

報課 を立ち上げて、旬の情報を積

極的に提供している。
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第８節 情報システム

１．本市の情報システム・ネットワーク

（１）概要

本市の主要な情報システムとして、住民

情報や税務、国保・医療助成、介護保険等

の基幹系システムと、文書管理や財務会計、

グループウェア等の内部系情報システムが

情報システムセンターに設置されている。

各情報システムは、基幹系ネットワーク、

または行政情報ネットワーク（以下「庁内

ＬＡＮ」という。）上で稼働しており、本庁

舎・各区役所等の各拠点を通信回線で接続

し、業務処理や情報共有等を行っている。

情報システムセンターが震災前に実施し

ていた対策は、建物を免震構造とし、電源

喪失対策として２系統受電の整備、無停電

電源装置（ＵＰＳ）および非常用発電機の

設置である。

また、各情報システムにおいて、重要な

情報については毎日、バックアップを取得

するとともに、毎月、遠隔地にバックアッ

プデータを保管していた。

併せて、災害復旧マニュアルを整備し、

それに基づき、職員や委託業者の定期的な

訓練を実施していた。

（２）被害状況

情報システムセンターでは、サーバラッ

クの位置がずれたり、免震床の破損が生じ

たりしたほかは、大きな被害は生じなかっ

た。

市内全域の停電時においても、情報シス

テムセンターでは非常用発電機によりシス

テムを正常稼働させていたが、非常用発電

機の燃料確保が困難な状況と電力の復旧見

通しが立たないことや、各庁舎においては

端末（パソコン）の電源確保が困難な状態

であることなどから、３月 日には一旦各

システムを停止させた。その後、３月 日

の夜に情報システムセンター周辺の電力復

旧により庁内ＬＡＮを再開し、窓口業務の

体制が整った後の３月 日から順次基幹

系システムも再開させた。

（３）震災後の取り組み

震災時の教訓を受け、各情報システムの

復旧や強化にあたっては、以下の取り組み

を実施した。

①仙台市ＩＣＴ部門の業務継続計画（ＩＣＴ－

ＢＣＰ）の策定

震災を経験し、ＩＣＴ（情報通信技術）

が市民への情報発信手段として、重要な役

割を果たすものであり、被災者支援等、行

政運営に欠くことのできない重要なインフ

ラであることが改めて認識された。

このことを踏まえ、本市では、災害発生

時においてもＩＣＴを活用した重要業務を

極力中断させず、また中断があっても早期

に復旧させることを目的に、発災後の初動

業務に係るＩＣＴ部門の業務継続計画（Ｉ

ＣＴ－ＢＣＰ）を平成 年４月に策定した。

策定後は毎年度、まちづくり政策局と関

係局が合同で、当該計画に基づき作成した

災害時の行動手順を定着させるための訓練

を実施するとともに、訓練の結果等を反映

し、より計画の実効性を向上させるための

見直しを適宜行っている。

②システム運用保守業者、通信事業者との連絡

体制・対応等の整理

情報システムの早期復旧にあたっては、

システム運用保守業者や通信事業者との迅

速な連絡調整が必要であるが、発災直後は

携帯電話が繋がりにくく、あるいは全く利

用できない状態となることが想定される。

震災後、連絡体制や復旧手順、役割分担

等の再確認を行い、明文化するとともに、

災害等によりシステム運用保守業者や通信

事業者と連絡がとれない場合でも復旧等の

対応が可能となるよう、参集基準の整備を

 
 

（３）危機管理室

震災の際にも、有効な情報伝達手段とし

てＳＮＳが広く活用されたことを受けて、

本市では平成 年１月から短文投稿サイ

ト「危機管理室 」の運用を開始し、

災害や防災などの情報を発信することとし

た。 は、使い方が簡単で迅速性、

拡散性に優れており、災害時にも安定的な

運用が期待できるとともに、一斉に多くの

人に情報を届けることができる。

平常時には気象情報や防災イベントなど

の情報を発信しており、土砂災害、河川氾

らん、津波等の自然災害発生時には、避難

情報を伝達する手段として活用している。

防災訓練などの場でも積極的に登録を呼び

かけており、平成 年度末時点でのフォロ

ワー数は 人となっている。

写真 危機管理室
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第８節 情報システム

１．本市の情報システム・ネットワーク

（１）概要

本市の主要な情報システムとして、住民

情報や税務、国保・医療助成、介護保険等

の基幹系システムと、文書管理や財務会計、

グループウェア等の内部系情報システムが

情報システムセンターに設置されている。

各情報システムは、基幹系ネットワーク、

または行政情報ネットワーク（以下「庁内

ＬＡＮ」という。）上で稼働しており、本庁

舎・各区役所等の各拠点を通信回線で接続

し、業務処理や情報共有等を行っている。

情報システムセンターが震災前に実施し

ていた対策は、建物を免震構造とし、電源

喪失対策として２系統受電の整備、無停電

電源装置（ＵＰＳ）および非常用発電機の

設置である。

また、各情報システムにおいて、重要な

情報については毎日、バックアップを取得

するとともに、毎月、遠隔地にバックアッ

プデータを保管していた。

併せて、災害復旧マニュアルを整備し、

それに基づき、職員や委託業者の定期的な

訓練を実施していた。

（２）被害状況

情報システムセンターでは、サーバラッ

クの位置がずれたり、免震床の破損が生じ

たりしたほかは、大きな被害は生じなかっ

た。

市内全域の停電時においても、情報シス

テムセンターでは非常用発電機によりシス

テムを正常稼働させていたが、非常用発電

機の燃料確保が困難な状況と電力の復旧見

通しが立たないことや、各庁舎においては

端末（パソコン）の電源確保が困難な状態

であることなどから、３月 日には一旦各

システムを停止させた。その後、３月 日

の夜に情報システムセンター周辺の電力復

旧により庁内ＬＡＮを再開し、窓口業務の

体制が整った後の３月 日から順次基幹

系システムも再開させた。

（３）震災後の取り組み

震災時の教訓を受け、各情報システムの

復旧や強化にあたっては、以下の取り組み

を実施した。

①仙台市ＩＣＴ部門の業務継続計画（ＩＣＴ－

ＢＣＰ）の策定

震災を経験し、ＩＣＴ（情報通信技術）

が市民への情報発信手段として、重要な役

割を果たすものであり、被災者支援等、行

政運営に欠くことのできない重要なインフ

ラであることが改めて認識された。

このことを踏まえ、本市では、災害発生

時においてもＩＣＴを活用した重要業務を

極力中断させず、また中断があっても早期

に復旧させることを目的に、発災後の初動

業務に係るＩＣＴ部門の業務継続計画（Ｉ

ＣＴ－ＢＣＰ）を平成 年４月に策定した。

策定後は毎年度、まちづくり政策局と関

係局が合同で、当該計画に基づき作成した

災害時の行動手順を定着させるための訓練

を実施するとともに、訓練の結果等を反映

し、より計画の実効性を向上させるための

見直しを適宜行っている。

②システム運用保守業者、通信事業者との連絡

体制・対応等の整理

情報システムの早期復旧にあたっては、

システム運用保守業者や通信事業者との迅

速な連絡調整が必要であるが、発災直後は

携帯電話が繋がりにくく、あるいは全く利

用できない状態となることが想定される。

震災後、連絡体制や復旧手順、役割分担

等の再確認を行い、明文化するとともに、

災害等によりシステム運用保守業者や通信

事業者と連絡がとれない場合でも復旧等の

対応が可能となるよう、参集基準の整備を
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第９節 埋火葬

１．遺体安置所の状況

震災前の本市の地域防災計画では、災害

時における遺体安置所については、市民セ

ンターや寺院、教会等の関係団体に要請し

て設置することとしていた。

しかし、今回の震災は想定をはるかに超

える規模であったことから、震災で犠牲に

なり、仙台東警察署、仙台南警察署、塩釜

警察署の管内および海上自衛隊、海上保安

庁が海上で発見した遺体については、いっ

たん全て利府町の宮城セキスイハイムスー

パーアリーナの遺体安置所に安置されるこ

ととなった。本市に対しては、宮城県警か

ら遺体安置所設置のための職員を配置する

よう協力要請があった。本市職員は、要請

に応じて、当初身元確認に訪れる遺族の受

け付けや案内業務、聞き取り調査等を行っ

た。しかし、現場に県職員や県警職員がい

るものの、対応する職員の数が限られる中、

多数の遺体が運び込まれ混乱する事態とな

った。状況に対応するために業務は拡大さ

れ、本市職員は当初予定されていなかった

遺族による遺体確認への立ち会いや遺体の

写真照合の手伝い等も対応することとなっ

た。

２．本市の火葬場の状況

本市が所有する火葬施設は、青葉区にあ

る葛岡斎場の１カ所で、火葬炉を 基有す

る、東北地方では最大規模の火葬施設であ

る。

震災前、葛岡斎場では、電話回線を使用

した予約受け付けシステムを使用していた

が、震災による通信の途絶により電話予約

システムが使用できず、火葬予約は窓口受

け付けのみの対応となった。そのため、被

災者に大きな負担になったと同時に、火葬

開始時間の調整も困難を伴った。

また、今回の震災では、斎場施設に大き

な被害はなく、燃料や人員の確保に苦心し

ながらも、通常以上の件数を受け入れて休

みなく運転し、火葬を進めることができた

が、本市の火葬場が使用不能となる場合を

想定しておく必要があるとの教訓を得た。

３．震災の教訓を踏まえた対応

これらの震災時の教訓を踏まえ、健康福

祉局生活衛生課（平成 年度より保健管理

課が所管）では、以下の対応を行った。

（１）遺体の収容等に関する役割の整理

遺体安置所での市職員の業務が事前に取

り決めのないまま拡大したことについて、

その後、県警と役割分担について協議し、

本市は平成 年４月に改訂した地域防災

計画にその旨を盛り込んだ。

本市の葛岡斎場が使用不能となり、本市

において、火葬が間に合わないと判断した

ときは、本市から県を通じて近隣・近県の

他自治体へ受け入れを要請することとして

いるが、この対応を前提に、県が平成 年

度をめどに県内の広域的な火葬計画を策定

する予定となっている。

（２）インターネットの予約システムの導入

電話予約システムが停止し、火葬予約が

窓口受け付けのみとなってしまったことを

教訓に、本市は、免震対策済の民間データ

センターにサーバを設置し、災害時にも停

止することなく予約受け付けが可能なイン

ターネット予約システムを平成 年 月

に導入する予定である。

 
 

実施した。

③災害情報センター内の庁内ＬＡＮ端末での情

報共有を可能とする対策の実施

今回の震災では、庁内ＬＡＮの機能復旧

についても、その重要性が再確認された。
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破損したシステムやコンピュータ機器の調

達、新たに多量に発生した業務へ使用する

パソコンなどの調達が求められていた。一

方、数多くのＩＣＴ関係の企業・団体から、
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意見書には、大規模災害時においては、通

信基盤が被害を受け、発災直後は十分に機

能しない状況が想定されることや、クラウ

ド上に行政業務支援システムを準備してお

くことは非常に有効であるが、インターネ

ットに接続できない場合もあるため、スタ

ンドアロンでもシステムを動かせるよう準

備しておく必要があることなど、被災自治

体ならではの経験と教訓を記載し、さまざ
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の参画

災害に強い電子自治体に関する研究会は、

東日本大震災の経験を踏まえ、地域におけ

る災害発生時のＩＣＴの利活用に関する検

討を行うことを目的に、平成 年１月から

平成 年３月まで、総務省において設置さ

れた研究会である。

本市からは、研究会の下部組織であるワ
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対応状況や経験、教訓を基に意見を述べた。
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第９節 埋火葬
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た。しかし、現場に県職員や県警職員がい
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多数の遺体が運び込まれ混乱する事態とな
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遺族による遺体確認への立ち会いや遺体の

写真照合の手伝い等も対応することとなっ

た。

２．本市の火葬場の状況

本市が所有する火葬施設は、青葉区にあ

る葛岡斎場の１カ所で、火葬炉を 基有す

る、東北地方では最大規模の火葬施設であ

る。

震災前、葛岡斎場では、電話回線を使用

した予約受け付けシステムを使用していた

が、震災による通信の途絶により電話予約

システムが使用できず、火葬予約は窓口受

け付けのみの対応となった。そのため、被

災者に大きな負担になったと同時に、火葬

開始時間の調整も困難を伴った。

また、今回の震災では、斎場施設に大き

な被害はなく、燃料や人員の確保に苦心し

ながらも、通常以上の件数を受け入れて休

みなく運転し、火葬を進めることができた

が、本市の火葬場が使用不能となる場合を

想定しておく必要があるとの教訓を得た。

３．震災の教訓を踏まえた対応

これらの震災時の教訓を踏まえ、健康福

祉局生活衛生課（平成 年度より保健管理

課が所管）では、以下の対応を行った。

（１）遺体の収容等に関する役割の整理

遺体安置所での市職員の業務が事前に取

り決めのないまま拡大したことについて、

その後、県警と役割分担について協議し、

本市は平成 年４月に改訂した地域防災

計画にその旨を盛り込んだ。

本市の葛岡斎場が使用不能となり、本市

において、火葬が間に合わないと判断した

ときは、本市から県を通じて近隣・近県の

他自治体へ受け入れを要請することとして

いるが、この対応を前提に、県が平成 年

度をめどに県内の広域的な火葬計画を策定

する予定となっている。

（２）インターネットの予約システムの導入

電話予約システムが停止し、火葬予約が

窓口受け付けのみとなってしまったことを

教訓に、本市は、免震対策済の民間データ

センターにサーバを設置し、災害時にも停

止することなく予約受け付けが可能なイン

ターネット予約システムを平成 年 月

に導入する予定である。
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図表 支援の基本パターン

災害発生都道府県 
（地域ブロック） 支援グループ 現地支援本部設置担当都市 

及び支援隊派遣都市 
北海道

Ａグループ
①仙台、②札幌、③さいたま、

④千葉、⑤新潟青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、

新潟

茨城、栃木、群馬、埼玉、長野
Ｂグループ

①相模原、②横浜、③静岡、

④川崎、⑤浜松千葉、東京、神奈川、山梨、静岡

岐阜、愛知、三重

Ｃグループ
①神戸、②京都、③大阪、

④名古屋、⑤堺
富山、石川、福井、滋賀、京都、奈良

大阪、兵庫、和歌山

鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、

香川、愛媛、高知
Ｄグループ

①岡山、②北九州、③広島、

④福岡、⑤熊本福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、 
鹿児島、沖縄 

 
※現地支援本部は、災害発生時に現地支援本部設置担当都市である都市が設置する。

※現地支援本部設置担当都市は、平成 年度は①の都市とし、①から⑤までの順で年度ごとの輪番とする。

※当該年度の現地支援本部設置担当都市が被災等により現地支援本部設置担当都市を担うことができないときは、

次順位の都市が現地支援本部設置担当都市を担う。

※現地支援本部設置担当都市以外の都市は、支援隊派遣都市として活動する。

※支援グループの割り振りが異なる複数の地域ブロックが被災したときは、支援隊派遣都市は、各都市個別の災

害時応援協定等の事情に応じて、所属する支援グループ以外の支援グループの支援隊派遣都市として活動する

ことができる。また、同様に各都市は、所属する支援グループの割り振りでない地域ブロックが被災したとき

であっても、任意に支援隊を派遣するほか当該支援を担当するグループの支援担当都市として活動するなど、

支援隊派遣都市の構成については、柔軟な対応を行うことができるものとする。

（出典：「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画 平成 年 月」）

 
 

第 節 指定都市行動計画

１．指定都市市長会の取り組み

（１）広域・大規模災害時における指定都市市

長会行動計画

本市では、今回の震災で、復旧・復興業

務などにおいても各指定都市から多くの職

員の派遣などの支援を受けた。

指定都市市長会では、今回の震災を受け、

平成 年 月に、基礎自治体の中でも最

も広範な実務経験と高度な行政能力を有す

る指定都市が、より緊密に連携を図り、一

体となって被災地支援に向けて積極的に取

り組むこととし、今後の広域・大規模災害

における広域支援のあり方を取り決めた

「広域・大規模災害時における指定都市市

長会の確認事項」を作成した。

これに基づき、平成 年 月、「広域・

大規模災害時における指定都市市長会行動

計画」（以下、「行動計画」という。）を策定

した。

行動計画は、指定都市市長会の災害復興

部会長である本市市長が中心となり、震災

から得られた教訓を反映させるとともに、

各指定都市からの意見を踏まえて取りまと

めた。

行動計画では、広域・大規模災害の発生

当初において、緊急の支援が必要とされる

応急・復旧期を中心に、基礎自治体として

の総合力を有する指定都市が緊密に連携を

図り、指定都市市長会として一体となって

被災地支援に取り組むために必要な事項を

定めている。

今回の震災の経験から、被災地支援を通

じて要求されているのは迅速性と適切性で

あり、支援先と支援元がペアになる対口支

援は、被災地の細かいニーズや支援の組み

立てなどにより総合力が発揮でき、指示命

令系統も簡素でより迅速な対応ができるこ

とが判明したことから、行動計画において

は、１対１対応の対口支援を基本的な支援

方法としている。

また、行動計画では支援グループを「北

海道・東北」、「関東・中部の一部」、「近畿・

東海・北陸」、「中国・四国・九州」の４つ

のブロックに分け、国内のいずれかの市区

町村で震度６弱以上の地震（またはそれに

相当する災害）が発生した場合、行動計画

を適用することとしており、被災自治体が

指定都市かどうかを問わず、必要に応じて

支援を行う。

支援の実施にあたっては、被災自治体か

らの要請や各都市の支援の調整を行うため、

現地支援本部設置担当都市（各ブロック内

で毎年度輪番で決定）が現地支援本部を設

置し、連絡・調整にあたる。さらに、ブロ

ック内の他の政令市は支援隊派遣都市と位

置づけられ、現地支援本部の支援先候補割

当に基づき、担当となった被災市区町村に

対し、被災自治体のニーズに応じた１対１

の対口支援を実施する。
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ことができる。また、同様に各都市は、所属する支援グループの割り振りでない地域ブロックが被災したとき

であっても、任意に支援隊を派遣するほか当該支援を担当するグループの支援担当都市として活動するなど、

支援隊派遣都市の構成については、柔軟な対応を行うことができるものとする。

（出典：「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画 平成 年 月」）

－ 599 －

第
16
章

行
政
機
能
の
維
持
・
強
化




	第１章　被害と応急対応
	第２章　復興計画と組織体制
	第３章　応急仮設住宅
	第４章　生活再建支援
	第５章　心のケア
	第６章　東部被災地域の住まいの再建
	第７章　内陸丘陵部の住まいの再建
	第８章　復興公営住宅
	第９章　罹災証明・災害給付
	第10章　経済の復興
	第11章　地域防災
	第12章　津波防災対策
	第13章　みどりの復興
	第14章　ライフライン
	第15章　原子力事故対応
	第16章　行政機能の維持・強化
	第17章　多様な主体、多様な活動
	第18章　文化・スポーツの力
	第19章　新しいまちづくり
	第20章　学校と防災教
	第21章　震災の記憶の継承
	第22章　経験と教訓の発信
	索引



